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第 1章序 論

， .， 本研究の背景

， .，・ 1 多段積層ゴム開発の背景

地震や強風H寺の構造物の娠動を低減する目的で，近年.免震 ・制振技術が急速に発

展してきた.特に， 1980年以降，積層ゴムを用いた免震技術の発展は著しいものが

ある(Il) また，免震技術の発展に促させるように，高層ビルやタワーなどの強風時

や中小地震時の振動対策として，チューンドマスダンパを利用した1IjlJ娠技術も急速に

発展した. これらは， 1980年代後半より，コ ンビュータの処理速度向上やデジタル

技術の進展にともなって，現代的IJ御理論を用いたアクティブ制御技術の適用が可能と

なり， 1990年代前半よりアクティブ制振装笹の実用化がなされた.

一方， 1980年以降，半導体製造工程においては，集積回路の集積度向上にともな

い，微娠動による製品の精度および歩留まりの低下が問題化した とのような問題を

解決するために，微振動をおもな対象とした除振技術も発展した.

ここでは，多段積層ゴムの開発の背景について，免震 ・制振 ・除娠技術に関連させ

て述べる.

( ， )免震装置

一般に，免震技術は，対象別に.建物免震，床免震およひ。機器免震に分類できる(図

1-1) 

建物免震 装置 :積層ゴム，すべり支承

支持荷重;1000kN (lOOtf)以上

免震技術 ↓ 床免震 装置 :すべり支承，ころがり支承

支持荷重 100kN(lOt[)まで

機器免震 装置 :すべり支承，ころがり支承

支持荷重 10kN(ltJ)まで

医I1-' 免震装訟の分類



建築免震技術に用いられる積層ゴムの基本構造は.図 1-2に示すように，ゴム板と

鋼板を交互に積層したものである ゴム板をより祢くすることにより，待問ゴムに刺1

力がかかる時の刺l力と直交方向の変形を抑制することができ，鉛直方向の変位を小さ

くすることができる この結果，鉛直方向剛性を大きくすることが可能となり，荷重

支持能力が噌大する.一方，水平方向の変形はゴムのせん断変形によるので，ゴム板

を待くすることによって影響されない.Jニ記の特性から稿用ゴムが免震装置として多

く用いられることになるのであるが，支持荷重が小さい場合やより長周期化しようと

する場合，後厨コ・ムの水平剛性 KIIを小さくするためには，式(1-1)で示されるように，

(1・1)

積層ゴムの断而:fi~A，をノトさくするか.ゴムの総高さんを大きくしなければならない

(ただし，ゴムのせん断弾性係数Gは変えられないと仮定する).しかしながら，積

層ゴムの断面積を小さくすると許容変形量が低下する また，積層ゴムのゴム総高さ

を大きくすることは，積層ゴムの弾性安定性を低下させ所望の支持者I重を載荷できな

い可能性も予測される(ト制1.3). このように.積層ゴム免震装置を，床免震や機認免

震まで，すなわち，支持荷重が小さい対象まで適用しようとすると，上記の問題点を

解決する必要がある.

図 1-2 積層ゴムの構造

(2 )制振装置

風や地震動による高層建物の綴弱]を抑制し，居住性を高めるため.最上階近傍にマ

スダンパ(動吸振装置)を設置した建物やタワーがこ乙数年建設されるようになって

2 

きている.本論で述べる多段積層ゴム式マスダンパが開発される 1990年以前にはP

XY 運動機構を用いたマスダンパ，水槽を用い液体のスロッシングを利用したマスダ

ンパおよび振り子式マスダンパなどが開発され実用化されつつあった.

と ころで，高層建物制振用マスダンパは，質量が数千トンから数万 ト ン，周期 2~

6秒におよぶ建物を制振するため，数十 トン~数百トン程度の質量を建物と同ーの周

期 2~6 秒程度で振動させることができ，さらに，摩擦もできるだけ小さいものでな

ければならない このような要求に対して，積層ゴムを適用しようとする場合，機械

的可動部がなく摩擦も非常に小さくできるが，支持荷重に対して，許容変形量が著し

く大きくなり，通常の積層ゴムでは使用できないーしたがって， 1f，iJ振装誼用デバイス

として，より許容変形量の大きな積層ゴムの開発が課題となっていた

( 3)除振装置いの

半導体工場の微振動は、製品歩留まりに影響する重要な因子として，空気洗浄度と

ともに重要しされた問題である.超 LSI工場の振動許容値は， LSIの集積度の向上に

ともなって年々厳しくなってきている.また.地震国であるわが国では，弱地震など

顔繁に発生しており，これらも工場の稼働率を低下させる婆因になっている これら

の問題に対処するため，従来から個々の機器類に防振ゴムや空気ばねを用いた除娠装

置が利用されてきた しかしながら，これらの装置は，固有振動数が低くても 1Hz

程度であり，回転機器などの機械振動の除振には有効であるものの，建物振動や地盤

から伝達される交通振動などには効果が小さいなどの欠点があった.さらに，地震時

には，共振してしまうもののあり解決すべき問題が多くあった.一方，従来の機器免

震装置では，免震効果はあるものの装置の摩擦などによって.機械振動や交通振動な

どいわゆる微振動には効果がないかあるいは小さいという問題があった.このように，

除振分野では，微娠!ll1Jから地震lJVJまで効果のある除振 ・免震装留の開発が望まれてい

た.機器免震に，図 1-2に示したような積層ゴムをそのまま適用すると，支持荷重が

10kN (ltf)程度と小さすぎて変形吸収能力が確保できないという問題点があり，こ

れらを解決した装置の開発が望まれていた

， .，・ 2 多段積層ゴムの基本構造

前述の問題点を解決し.免震 .i!iIJ振 ・除仮装置として開発されたのが多段級層ゴム

である.とこでは，多段積層ゴムの基本構造について述べる.

3 



鉛直支持荷重が小さい場合やより長周期化しようとする場合，積層ゴムはゴム直径

(d，)に比較してゴム総高さ (h，)が高くなり，先に述べたように，免震 ・箭IJ振 ・|除

娠装箇として要求される性能を通常の構造の積層ゴムで満たすことは困難である.

このような場合，図 1-31:示すように， 1個の積層ゴムを矩形の安定板(スタビラ

イザー)の四隅に設置された 4個の積層ゴム柱に面積を等価にしながら分割するーさ

らに，高さ方向にも. 2分割、 3分割， N分害IJとしていけば，ここに分割された積層

ゴム(以降，要素椴厨ゴムと呼ぶ)は，直径に対してゴム総高さも適度な数値となり，

臨界荷重(座屈現象が発生する荷重)も大きくなり水平変形に対しても安定となる(図

1・4) .多段積層ゴム全体の水平変形量は，多段積層ゴムの段数を Nとすると，要素

絹層コ・ムの許容変位量をO.とすれば，安定紋のl泊げ附IJ性が，支持荷重と要素税局ゴム

の曲げ剛性に対して十分間11であれば，N 孔となるーしたがって， 段数を適度に多

くすることにより免震装置として要求される変位吸収能力を満たすことができる[ト札

? 

通常の積層ゴム (不安定)

--』・・，.. .... ・E
~ 

A・・，. ~・・F

A・・.. -
(安定)

多段積層ゴム

図 1-4 多段積層ゴムの変形性状

(1-6) このように多段積層ゴムによって，従来の積層ゴムでは困難であった軽量構造物の

免震装置や超長周期免震装置が実現できる.図 1・5に多段積層ゴムと通常の積層ゴム

の適用範闘を機軸に支持荷重(kN)，縦軸に図有周期(sec)と水平許容変位(m)として示

す このように，多段積層ゴムの実用化によって，積層ゴムの適用範囲は飛躍的に拡

大する.
ー-1・'

信静 電動 6 0.6 

断蘭績を等しく 4分割にする 5ト | 長語読扇ヨ五百遍菊花園 0.5 

安定板

今、d

内''-

変
区
平
堕 積l百ゴムの適用f(J塩凶

0.4 ε 
4凶

0.3 対
u 

0.2ま
受

ー--

要素干盟問ゴム パmT(ωωω) 

0.1 

。 。
r~~ さを等しく N分割する

100 101 102 10.1 

支持術iT((kN) 

図 1-5 多段綴庖ゴムの適用範囲

H
'
 

{
 i通常のh'l同ゴム 多段m附ゴム

図 1-3 多段積層ゴムの考え方
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1 • 2 多段積層ゴムの基本的設計方法

1・2・1 積層ゴム設計法

( 1 )基本形状の決定法引'nト9)

ここでは，免震装置あるいは市l振装置に用いられる積層ゴムの設計方法について述

ぺる

免震用積層ゴムの設計ーでは，地震応答解析などに代表される動的解析や， 地震応答

スペクトルなどよって，免震装置の固有周期T，臨界粘性減衰比t;， 応答変位S"およ

び積厨ゴム l基で支持する質量Mが設計諸元としてあたえられる

一方，チューンドマスダンパなどの質量効果型制振装置に用いられる積層ゴムの設

計では，主振動系に;t.tする高IJ振動系(チューンドマスダンパ)の質量比μ.高IJ振動系

の臨界減衰比t;"および角振動数比ごなどが設計諸元となる

これらの設計諸元に基-づいた免震 ・制娠装置用積層ゴムの構造設計方法を以下に述

べる.なお，これからの説明では，積層ゴムに用いられるゴム材料は，減衰の小さい

低減衰の天然コ'ム系材料を仮定している したがって，免震 ・制振装置に必要とされ

る減衰は，各極ダンパによりえられるものとする.

積層ゴムに支持された振動系の固有周期をT， 質量を Mとすると，問IJ性Kf{は，角

制 J数ω=竺と質量より，
T 

K" =ω2M ( 1-2) 

で::Rめられる.一方。積層ゴムの水平剛性(ばね定数)K}{は，式(1-1)で示している

0・A
とおり ，K" =τニ であたえられる ここで.Gは，ゴム材料のせん断附係数で

物性値であり材料が選定されれば決まる.通常，綴層ゴムに用いられるゴム材料のせ

ん断弾性係数は 0.4~O.6MPa 程度である . また A，は積層ゴムの受圧面積， へはゴム

の総高さである

fl!1I萄ゴムに加えられる単位|百積あたりの荷重すなわち面圧は.長期的な圧縮クリー

プ量などから決められ，通常これを許容国圧ιと呼んでいる般用ゴムの受l玉面積A，

は，許容商j王σ“と車UIカPから，

6 

A =よ
σ 
“ 

( 1-3) 

で求められる. 式 (1-3) に示されるように，受圧商積は刺lカで決まるので，支持荷

重(lIIdI力)あるいは振動質量が小さいと受圧面積は小さくなる.次に，ゴムの総高さ

11，は，P=M'g， 
2n 

ω=一一
T 

であることを考慮すると，

h】 1で皇T2

4πισ。 (1-4) 

となる ここで，gは重力の加速度である このように，ゴムの総高さ 九は，固有周

期の 2乗に，また，蘭圧に逆比例して大きくなる したがって，免震 ・制娠装置の固

有周期が長くなるほど積層ゴムの形状はよりスレンダーになる

積層ゴムの断而を円形とすれば直径4は，

d=(74F)I12 ( 1-5) 

となる.

通常， 免震 ・制振装置として利用する場合， 水平許容変位量も考慮しなければなら

ない. 綴層ゴムの許容変位量孔は，

8錘?S" (1-6) 

でなければならない.一方.許符変{立量えは積層ゴムの破境が.AA屈によるか破断に

よるかで巣なり ，

え=min(o.，o，l ( 1-7) 

であたえられる.ここで.0"は依壊モードがせん断破断による変位， δーはj藍屈による

変位である.これらの変伎は，厳密にはなi層ゴムの形状や軸力によって決まるのであ

7 



るが.非常に荒い近似として，それぞれ以下の式で求めることができる.

( 1-10) E，. = Eo(l + 2KS，'j 

ここで， Eoはゴム材料の縦弾性係数，

(lRHD) によって決まる定数であり，通常 0.7~ 1 .0 の数値となる.なお， J次形状係

Kはゴム材料の硬度で求めることができる.

(1-8) δ，，=y. .h， 

(1-9) O， ~ d， 

ゴム 1}冨あたりの厚さをfとすれば.数兵は，直径d"
ここで， y"はゴムの破断せん断ひずみである.

s.=生
. 4/， 

(2 )積層による効果
)
 

-1
 

1
 

(
 積層ゴムの鉛直剛性は免震情造物のロッキング防止のため，ある程度高めておく必

見かけの圧縮5単性係

数も大きくなってしまう .しかし，ゴムの体積弾性係数 E~ を越える こ とはあり得ない

ので以下の補正を施す(図ト7) . 

式(1-10)では， J次形状係数を限りなく大きく すれば，となる.
要がある.もちろん，鉛直剛性が高ければ水平許容変位量も大きくなる.鉛直剛性は，

ゴムと鋼板を交互に綴み重ねた積層構造にすることによって高められる.通常の防振

ゴムなどでは，ゴム材料はほぼ非圧縮性であるため，車由力を受けるとゴム材料の鉛直

ゴムの内部に鋼板なこれに対して.変形にともなって半径方向にゴムが変形する

どで交互に補強すると(ゴム材料と鋼板は完全に接着され相対変形は生じないように
(1-12) 一一=一一+ー-

E， Ec E.胸しておく)，鉛直軸力にともなう半径方向の変形は鋼板によって拘束され，ゴムが放

ベ川ル仙川一

ζの結果， 鋼板と鋼板の間に挟まれたゴムの内部l立、非常に高圧に

d， 

射状に流れない

保持され，鉛直剛性が大きくなる

これより，鉛直剛性は，

体積弾性係数による補正

E，が体積弾性係数で補正後の圧縮弾性係数である.

図 1-7

ここで.ヨ
( 1-13) K，. =S“ A， 一

ただし.h， = 1'1-'，で 11は鋼板で分割されたゴムの庖数である.

式(ト1)の剛性と式 (j-6)の許容変位量を確

で求められる

したがって.積層ゴムの設計では，

円形のゴムパッドの受!王面積と自由関積

この効果は，鋼板と鋼板の間に挟まれるゴムの受圧面積とその円間部の自由商積の

図 1-6

これは，形状がスレン

ダーな積層ゴムは.~胞により街重支持能)J ;を失う恐れがあるからである.

認するだけでなく ，最後に安定性を検討しておく必要がある
比率(これを i次形状係数ふと呼んでいる.図 卜6)の2乗に比例することが，理論

鋼板の変形拘束効果によるゴム 1}茜あた ηの見かけの圧縮解析から示されており，

9 8 
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(3 )積層ゴムの安定性

般!冒ゴムに加えることのできる軸カにも限界があり積層コeムの形状で決まる 一般

に，積層ゴムに加えることのできる最大車dl力は臨界荷重と呼ばれる.臨界荷重は曲げ

せん断はりの理論から求められる.臨界荷重は. 水平岡11性K"=0となる荷重をいう.

水平岡11性の料l力依存性は，曲げせん断座屈理論に基づき解析的に導くことができる

導出の過程は，第 3章に譲りここでは結果だけを記すと式 (1-14) のようになる.

を算出するのとほぼ同様に，以下の式で求めるととができる

ι=ιぺKS，2)

1 1 1 
-一一=一一一+ーーーιιι 

Kザー，] (1-14) 

次に，臨界荷重九Itは式(1ぉ刊においてー lan(引=∞ すなわち，豆=互とすれば水
¥.2) 2 2 

平剛性 KfI=0となるので，

ここで，
nu --

z
 

p
d
 

h
 

r
J
 

2
 、、

1
1
1
1
5
ノ

π
一l

r
'
f
i
l
l

‘、

p
a
 

A
 

p
d
 

十
2
 

p
s
 

(1-15) 

2 P 
-
c. Sh ぺt=f(円子1) (1-16) 

であり. 5，はせん断剛性. SIt は曲げ剛性，P は車18力.lは積層ゴムの総高さで

あり，積層ゴムの受圧断面を円形(直径，断面積および断面二次モーメントをそれぞ

れd，，A.，l) と仮定し，積層ゴムのゴム 1層あたりの厚さを /"鋼板の一枚当たりの厚

さを lj'局数を 11とすれば，

となる ここで通常の長柱の場合はせん断剛性£が大きく，ト lであるのでp

式(1-16)の臨界荷重は，

b
 

ed
 

令
4

、、11
1
1
1
ノ

π
一I

/
l
f
l

、
一一n

 

p
r
 

(1-17) 

{_+/-
S、 =GA，~ー，

(_ +1ー

ら=ι lC!...十」
.， 

となる また，積層ゴムのようにせん|新剛性S，が曲げ剛性50と比較して小さい，すな

わち 5;'>>1 のときには
SS 

1=11/，+(11-1)人 RmZ4JSbS (] -18) 

であたえられる.ただし.E;は曲げ変形に関するゴム材料の弾性係数で.鉛直岡11性 となる.これらの式から，臨界荷重には，せん断剛性5，が曲げ岡11性50が大きく寄与す
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ることがわかる.また目 Euler柱などの長柱では.臨界荷重が式(1・17)のように柱の

長さの 2乗に逆比例して低下するのに対して，積層ゴムのようにせん断剛性が曲げ剛

性と比較して小さいはりでは，伎の長さに逆比例して低下するととがわかる.

したがって.積層ゴムの設計では，式(1-18)で臨界荷重を計算し，以下の条件を1尚

たす必要がある

P"く ι， (1-19) 

ここで，繰り返しになるが設計のフローを示すと以下のようになる

式(1-1)の水平剛性と蘭圧σωから.式(1-3)，(1・4)，(1・5)を用いて，受圧面積A"

ゴムの総高さ h" およびゴムの直径d，を決める.次に， 1次形状係数S，を仮定し積層

ゴムの 1隠あたりのゴム厚さ 1，を求めるー続いて.補強用鋼板のj事さんを定め，ゴム

シー トの層数nを

h， 
1'1=一一

f 
F 

で計算し，積層ゴム柱の高さ Jを求める.仮定されたゴム材料の物性値から，せん断

剛性および幽げ剛性から臨界荷重 Pcnfを式(1・18)で計算する.さらに， 許容変位量を

式(ト7)より求める.これらの計算結果に基づき，応答変位むと糊力 Pとが，

d." ~ So かつ P<九1，

を満足するかを判定する.このとき，判定条件を満足すれば通常の積層ゴムで免震 ・

制振装躍を実現できる.

1・2・2 多段積層ゴム設計法

( 1 )基本的な設計方法

国有周期が長くかっ支持荷重が小さい場合，許容変位量や臨界荷重の問題のため，

通常の積層ゴムでは設計が困難になることは， 1・1節の本研究の背最で述べたとおり
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である.

そこで，ことでは多段積層ゴムの設計方法および設計に関して未解決の問題点とそ

れらを解決するために実施する実験や新たに本論文で提案する解析方法など関連づ

けて述べる

通常の積層ゴムで，水平剛性，許容変位量および臨界荷重の条件を満足できない場

合は以下のように多段積層ゴムを設計する.

まず.式(ト3)と(1-4)で求められたゴム柱を，総ゴム高さ h，をそのままに.図 1-3の

ように受圧断商積を 4分割すると (3分割以上であれば分割数は整数であれば本来分

割数に制約はない)，新たなゴム柱の直径は d_' =~ となる.
2 

ここで 1 次形状係数 S， を定め (j盈常は 20~40 の範囲) ， 4本のゴム柱のゴム層数

nとゴムシートの厚さ 1，を決定する この時，積層ゴムの直径が小さくなっているに

も関わらず， 1:次形状係数を通常の積層ゴムと同じくするのは，多段積層ゴムの鉛直

剛性を通常の積層ゴムと同等にするためである.結果として，ゴムシートの厚さはよ

り薄くなり層数は増加する.

次に，安定板を介して 4本のゴム柱を N段に分割すると， 4本の積層ゴム伎は4N個

の要素積層ゴムができる.この要素積層ゴムの水平岡1)性，鉛直剛性および許容変位量

をそれぞ、れkH，人， 0"とすればp 多段積層ゴムの水平岡1)性Kuと鉛直岡1)性K.と許容変

形量九の聞に，理想的には，

K..ー土h
11 N 

(1-20) 

(1-21 ) 

ム=Nδa (1-22) 

の関係がある しかし，上記の関係が成立するためには.安定仮が剛で.要素積照ゴ

ムの取り付け間隔(スパン)が十分大きく かっ要素積層ゴムに作間するijlrtI力が多段

蹴屑コヱ、のすべてで同じという仮定が必要となる.
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(2 )安定板の効果

実際の多段積層ゴムでは安定板が剛かつスパンを十分大きくとることはできない，

そこで安定板の剛性の大きさやスパンの長さが，どの程度になれば，式(1-20)-(1-22)

の関係を満たすかを検討する必要がある.先にも述べたとおり，これらの条件を完全

に満足させようとすると，安定板は極端に厚くなり，いたずらに霊室が摘し最適な設

計ではない.

したがって、安定板の剛性とスパンの長さの変形特性や復元力特性への影響を考慮

できる解析モデルが必要とされる. 式(1-20)と(1・21)で示される多段積層ゴムの水平

剛性と鉛直剛性は構造上えられる上限と考えられ，現実の多段積層ゴムの剛性はこの

式の値より小さくなることが予測される.安定板の剛性が小さい場合に，多段積層ゴ

ムの水平剛性が低下するメカニズムはよくわかっていない.このメカニズムの説明と

して，安定板の要素積層ゴムの曲げモーメントによる回転に対する拘束効果が弱くな

り，結果として復元カが低 Fするが考えられる.すなわち，積層ゴムは回転が拘束さ

れた状態でせん断変形させるとき最も水平剛性が高く，上端あるいは下端が回転する

と納カの一部が水平方向に分力として現れ，見かけの問11性が低下すると推定されるか

らである.

安定板の効果は.同一形状の要素積層ゴムと異なるの剛性を有する安定板を用いた

静的加力実験で検証できる.この実験では，要素積層ゴムはすべて同じサイズである

ので，復元カ特性の変化はほとんどすべて安定板に起因すると考えられる.したがっ

て，上述の実験により安定板の剛性と多段積層ゴムの復元力特性の関係が定量的に把

握される.

(3 )要素積層ゴムの設計方法

しかしながら，実際の多段積層ゴムでは.水平変形にともなって各要素積悶ゴムに

作用する車111力が変化することが予想されるーもし，多段積層ゴム内部の軸力の変化が

大きいと，要素積層ゴムでも，式(ト14) の水平剛性の軌力依存性を考慮することに

なり設計が煩雑になる これらを避けるために，多段積層ゴムの段数Nの決定では，

~素積周ゴムの水平剛性の制力依存性が. 定終車由力 Pの 2(，脊の刺1力の範囲内でほと

んどない形状にすることが望ましい もちろん，段数を大きくとることは，許容変{立

量と水平岡11性の軸力依存性の観点から望ましいが，あまり段数を埼加させることは適
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切な設計とは言えない.したがって，多段積層ゴムの設計では，許容変位蚤を満足さ

せ，かつ要素積層ゴムの水平剛性の軸力依存性を無視できる必要最小限の分害11数(段

数)を求めることが重要である

積層ゴムの水平岡11性の軸カ依存性は，菌圧. 1次形状係数および2次形状係数S噌の

3つのパラメータで検討されている ここで， 2次形状係数は，第 3寧でも触れるよ

うに積層ゴムの形状(フラットかスレンダーか)を決める工学(実用)的因子であり.

S2=生 (1-23) 

で定義される建築用免震装箇として使用される綴屑ゴムでは，通常兵 >5であれば

水平剛性の制I力依存性は無視でき可積層ゴムの破綾もゴムのせん断破断によるとされ

ている もちろん，実使用の条件よりはるかに大きな制l力を戦術させれば水平岡11性の

納カ依存性も認められ座屈現象も生じる.

なお， 2次形状係数と細長比λとの問1::は，

の関係が成り立つ.

λ=1 
S， (1-24) 

一般に， 積層ゴムのλは l内外であり，かなり特殊な柱であると言うととができよう

水平剛性の軸力依存性がない最小のらから，段数Nは，

N= ':'. S2 (1-25) 

で決まる.

そこで，要素積層ゴムの組み合わせ加カ試験により，回転拘束度と水平復元カ特性

の影響を定量的に調べ，これらの結果を (2)の安定板の効果で述べた解析モデルに

反映できれば任意の段数，スパンおよひ:ljqliカにおける多段積層ゴムの復元カ特性を予

測することが可能となり式 (1-20)~ (1-22)に示した簡易式と比較して精度の高い

設計が可能となる.
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1 • 3 従来の研究

多段積層ゴムは，新たに開発されたものであり.多段綴層ゴムを対象とした研究は

従来ほとんどない.したがって，ここでは，積層ゴムの力学特性，終局耐力1::関する

研究について述べる.

従来，免震装置として各種の装置が考案され，その一部が実用化されたが，本絡的

な免震装置が実用化し普及したは積層ゴムが開発されてからである.

続鱈ゴムによる免震装置の研究は，わが国では 1980年代初期から開始され，藤田

らと多国らの研究がその端緒となると恩われる(1-10)，(1-11). 藤田らは，変電機j;lgなどの

重量物の免震を実現するために，積層ゴムを用いた免震装置の研究をおこなった こ

の研究で， 地震応答解析から，免震装置として支持荷重に対して，水平方向に 2秒

程度の剛性と. 0.2m 前後の変位吸収能力が必要であることを示し，これらの条件を

満たす積層ゴム製作した.さらに，積層ゴムを用いた振動台実験によって免震効果を

実証したい 12). その後，篠田らは，支持荷重 980kN(lOtf) に対して，水平方向に約

2秒となる剛性と 0.21mの変位吸収能力を有する積層ゴムを試作し，種々の軸力下に

おける水平方向の剛性と変位吸収能力および、鉛直方向変位(沈込量)の変化を静的加

カ試験より研究した.この研究より，軸力の培加とともに，被層ゴムの水平剛性.変

位吸収能力が低下していくこと，および鉛直変位量が精力日していくことを確認してい

る 特に， i!Q!Jカを 2倍の 1960kN(20tf)まで引き上げると，変位吸収能力が，車111

力980kNの場合，約 0.2mあったものが，半分の O.lmに低下したことを示した こ

のことから，試作した積層ゴムが，免震装置として使用できるもっとも軽量用である

と結論ずけた0・1:1).さらに，笠井らは，この積層ゴムをレーザー関連の研究施設の床

に設置し，免震 ・除振装置への適用の可能性を示した(1-1'1)

免震建物の開発の初期段階では， 積層ゴムとダンパの併用構造が研究され，各績

のタeンパの力学特性の研究が進められた これらの研究から鋼材を用いた弾塑性ダン

パ.鉛ダンパ，オイルダンパおよび粘性ダンパなどが実用化された

免震建物の普及段階では.減衰機能を内在させた積層ゴムの研究が多くなされた.

このなかで， ゴム材料門休に減哀を持たせた高減衰積層ゴム (HRD，high c1amping 

rubber bearing)や，積層ゴムの1;-1心部の穴に鉛プラグをさし込み，鉛の塑性U!;抗を利

用して減衰を得る鉛プラグ入り禎層ゴム (LRB，leadrubber bearing)がそれぞ‘れ実用
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化された(1-15)-(1-17).

免震建物の安全性を検証するため，積層ゴムの終局耐力1;:関する研究が 1980年中

頃より開始された.終局耐力の研究では， 積層コeムの引張・せん断および圧縮 ・せ

ん断の二軸応力状態の破断特性の解明がなされた(1・18)，(J-19). また， H奪回らによって積

層ゴムの各種の応力状態における破断特性を破断局面(縦軸に判i応力，検車iliにせん断

ひずみ)で整理する手法が提案された (1-20)

免震性能を精密に予測するための，積層ゴムの復元力特性のモデリングに関する研

究もなされた.ζれら一連の研究では，高減衰積層ゴムや鉛入り積層ゴムの解析モデ

ルが提案され(1-21)-(1-25)，振1l!IJ台実験と解析結果との比較からモデリングの妥当性が検

証された

より長周期の免震装置開発のため，積層ゴムの高面圧下の力学特性の研究が進めら

れた この研究では，積層ゴムの安定性についても多くの検討がなされ，水平復元カ

の面圧依存性，mt周特性など解明が行われた(1品)これらの特性を厳密に解析するこ

とは，ゴム材料の非線形性と幾何学的非線形性から困難である.したがって.実用的

な解決策として，積層コムの直径/ゴム総高さなるパラメータ (2次形状係数)を導

入し. 2次形状係数と許容軸力との関係を定めたり (1-27)，度屈に関する許容変位を剛

はりと回転ばねの簡易モデル(1・28)，(1-29)から解析的に算出する試みがなされた.

積層ゴムの世lげ剛性に関する研究は，座屈特性や許容変形量を定める上で重要であ

るにも関わらず，従来ほとんど行われていなかった.数少ない例として，ゴムブロッ

クの曲げ剛性を解析的求めた Gent(I-30)の研究や， Stantonによる積層ゴムの曲げ変形

特性実験がある程度である(1・31). また，わが国でもゴムブロックの曲げ剛性を測定し

た例が 2~3 例ある程度であった 0・32)-(1 34) 

この他，積層ゴムの力学特性を解明するための解析がJ研究として.伝達マトリック

スを用いた簡易解析(ト35)や，有限袈素法を用いたゴムの大変形解析など(1一拍がなされ

た.



1 .4 本研究の目的

本研究の対象である多段積層ゴムは.新たに提案された構造の積層ゴムであり，力

学特性は未知である.そζで，本研究では，多段積層ゴムの力学特性を系統的に把握

する目的で.

・異なるl曲げ剛性の安定板を有する多段積層ゴムの加力実験をおこない，安定板の

曲げ剛性の多段積層ゴムの復元カ特性におよぽす影響を検討する.

・要素積層ゴムの力学特性(水平復元力特性，出1げ剛性，商圧依存性など)に注目

し，積層コeムの水平復元カ特性におよぽす回転拘束度の影響について実験的な検

討をおこなう.このとき回転拘束度は，積層ゴムの上端 ・下端の回転をゼロに固

定するための仰げモーメントを回転拘束モーメントとし，実際に積層ゴムの上

端 ・下織に作用している曲げモーメン卜との比で定義する (1.37). さらに， 回転拘

束度の影響を材料力学的に解明するため，藤田ら(ト38)および飯塚(1-:19)の研究に基づ

いて解析的な検討をおこなう，

・これらの検討をもとに，要素積層ゴムの各種依存性を考慮できる力学モデルを求

め.多段積層ゴムの水平復元カ特性におよぽす軸カ ・安定板の剛性 ・段数の影響

を解析的予測できる手法を提案する.さらに，解析的にえられた結果と加力実験

で得られた結果と比較することにより解析手法の妥当性を検証する.

園 以上の基礎的実験を基に，多段積層ゴムの制振装置への実用化研究をおこなう.

研究では.スケールモデルを用いた振動台実験により，多段積層ゴムの動特性を

把復する.さらに，実大高層建物制振装置用多段積層ゴムの大変形特性実験から

基本特性を検討した後，制緩装置の加振実験から制振効果の検証をおこなう.

圃 次に，免震装置への実用化研究をおこなう.研究では， 周期 4秒の免震建物の実

用化を目指し，建築免震用多段積層ゴムの加力笑験をおこなう.また.高減衰多

段綴周ゴムを用いた床免震装置の振動台実験をおこない，免震効巣の検証をおこ

なう.

・最後に，多段綴庖ゴムの除振装置への適用の可否について，天然ゴム系多段積層

ゴムを用いた|徐振装置モデルにより，微娠動に対する除娠効果を加力実験および

振動台実験により検討する また.除娠装置に適したダンパ(減衰材)の微小変

位振幅領域における減衰特性についても検討する.
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1・5 本論文の構成

本論文は全 8章より構成されている 各章の被要は以下のとおりである.

第 1章は序論である.本研究の背景と多段積層ゴムの基本的設計方法を述べ.既往

の研究を整理し，本研究の目的と位置づけを示している.

第2掌では，多段積層ゴムの復元カ特性と題し，大型の制振装置(マスダンパ)に

使用される多段積層ゴムを例にとり，多段積層ゴムの水平復元力特性，鉛直変位特性

などにおよぽす安定板の効果を実験的に検討している.

第 3章では，要素積層ゴムの力学特性と題し，第 2掌の多段積照ゴムで用いられた

要素積層ゴムの復元力特性を，新たに開発した二軸偏心試験装置を用いて，実験的に

調べている 特に， 積層ゴムの復元力特性におよぽす回転拘束度(通常の積層ゴム

の復元力特性の評価は，積層ゴムの上下のフランジが常に平行を保つように行われて

いる)の影響を調査している.これらの実験から， 回転拘束度が低下すると積層ゴ

ムの水平復元力が低下することを示している.

第4章では，非線形はりモデルを用いた剛性解析と題し，多段積層ゴムの復元カ特

性を要素積層ゴムの力学特性と安定板の剛性から解析に求める試みをおζ なってい

る.本解析では.要素積層ゴムをはりと仮定して.解析モデルを非線形はり要素とし

ている.

さらに，非線形はりモデル(1-40)の剛性マトリックスの各要素を第 3章で示したこ紺l

偏心試験装置を用いて実験的に決定する手法も提案している.剛性解析を第 2章の多

段積層ゴムついておこない.復元力特性を求めている.これらの解析結果は，実験結

果と比較され解析方法の妥当性を検証している.

第 5iまでは，多段積層コームの制擬装置への適用と題し，タワー用制娠装置の笑用化

を想定し，振動質量 5tOll，周期 2秒， 許容変形量 O.6mの多段積層ゴムを用いた市IJ振

装置を製作し，援部j台実験から多段積層ゴムの動的特性を抱慢している.さらに，多

段積層ゴムと油圧アクチュエータを用いた振動質量 200tOllのアクティプマスダンパ

の開発についても述べている.

第6章では，多段結局ゴムの免震装置への適mと題し.経積建物の免震装置雪への多

段積層ゴムの笑用化について述べている 本主主では，建物の水平固有周期が 4秒の定

格支持質量 150tOllと90tOllの2種類の多段綴厨ゴムを製作して.これらを加力実験
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し復元力特性を求めている.また，第 4章で提案した解析手法から求められた結果と

比較し，解析手法の妥当性を再度検証している.さらに，高減衰多段積層ゴムを用い

た免震床を縫案し，振動台実験から免震効果を実証している また，文化財保諮を目

的とした免震装置に用いられた高減衰多段積層ゴムの実施例についても言及する.

第 7主主では，多段積層ゴムの除振装置への適用と題して，多段積層ゴムの微娠jJj!JI徐

振性能の検証， 11余振装箇に適したダンパ材料についての実験的検討をおこなっている

第 81まは.結論である.ここでは，各章でえられた研究成果を要約し本論文の結論

とする.
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第2章 多段積層ゴムの復元力特性

2 -1 緒言

本章では，制振装置用大型多段積層ゴムを例として，多段積層ゴムの復元力特性に

およぽす安定板とjJ日カ方法の影響について実験的に検討する.

多段積層ゴムの水平剛性 K"は要素積層ゴムの水平剛性んと段数Nを用いて，近似

4・b
的に K"=一万1.!..(要素積層ゴムを 1段あたり 4個使用の場合)で求めることができる.

一方，要素積層ゴムの許容変位量を孔とすれば，多段償問ゴムの許容変位監はN.8"と

なるので，段数を適度に多くすることにより変佼吸収能力は多くできる.しかしなが

ら， これらの略算式は，多段積層ゴムの安定板が十分剛であるとの仮定に基づくも

のである ところが，実際の多段積層ゴムの安定板は弾性体であり，多段積層ゴムが

水平変形すると!納力と要素結局ゴムの水平剛性により曲げモーメ ントが発生し変形

する

そこで.本章では超高層建物の強風時の建物振動を抑制し居住性向上を目的とした

振動質量 100ton.周期 4sec.変位吸収能力 1mの笑大マスダンパに使用される大型

多段積層ゴムを用いて，主1:.::安定板の変形特性と効果について注目した大変形加力試

験を実施している(2-1)-(2劫.

加l力試験では，試験体を上記の多段積層ゴムの一部を切り出した平商フレームモデ

ルとし，曲げ剛性の異なった 3種類の安定板と同一形状の要素積層ゴムで多段積層ゴ

ムを構成し，一定の車自力を載荷させながら変形特性(水平復元力特性，鉛直変位特性，

多段積層ゴムの各段における相対変位，安定仮に生じる曲げひずみなど)におよぽす

安定板の曲げ剛性の影響を検討している.さらに，実際のマスダンパに用いられる場

合の条件を想定して，多段積層ゴムの変形H寺に，上端が完全に拘束され多段税局ゴム

の上端と 1ご端が完全に平行を保つ場合(定変位加カ)とそうでない場合(定荷重力日力)

について，水平復元力特性と要素積層ゴムに加わる鉛直車IUカの違いなどについても調

べている.
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2・2 試験体の慨要

本試験体は図 2・1と図 2・2に示すように，娠動質量 100ton，周JlfJ4秒.ストローク

1mのマスダンパを支持する三角形状に構成した多段積層ゴムの一部を取り出したも

のである.多段積層ゴムをこのように三角形状にし，要素積層ゴムを 1段あたり 3個

使用しているのは，多段積層ゴムの水平I/ilJIJ性をより低くし，市IJ振装霞の固有周期を長

くするためである.試験体は要素積層ゴムを 1段あたり 2個用い，

①厚さ 22mmの平板を潜形鋼 (150X75X6.5X10)で補強した安定板(以後，

基本モデルと呼ぶ)を介して， 12段積み重ねたものである 安定紋の平板

はマスダンパの設置ヒの制約から，中心部 lOOOmmに渡って両端から

50mm切り欠いている，また，補強材の溝型鋼は要素積層ゴムのごく近くま

でのばし.要素積層ゴムに接する端部を斜めに切り欠いた.この他，安定板

の効果を線認するため，

② 厚さ 22mmの平板のみの場合 (PL・22と略記)と

③厚さ 16mmの平板のみの場合 (PL-16と略記)

の試験体も製作し合計 3ケースとしている 安定紋の材質は日本工業規絡の 88400

とした.要素積層ゴムの取り付け間隔，いわゆるスパンは各試験体ともに 1800mm

としたこれは三角型の本多段積層ゴムが 45
0

方向に 1200mm変形した場合でも，

変形盤がスパンを越えないように配慮したためである. 試験{本をこのように 2次元

精進にしたことにより，安定板の変形特性を明確に観察でき，また安定板のひずみを

測定することにより， 曲げモーメントの分布の観察が容易になる.さらに， 後節で述

べるように，平面フレームへのモデル化ができ，解析モデルとの比較が可能になる

なお，試験体には聞外方向への座屈を防止する目的で， 3段おきにガイ ドプレー トを

取り付けこの1:1'に鴻を切って，この71専に鋼管を通した.潜は.変形方向に長くなって

おり大変形時にも追従できるように工夫している.

要素積層ゴムは図 2-3に示すように，直径 190mm，厚み 2mmの天然ゴム板と厚

み 0.6mm の金属板で交互に 29枚積層し，加硫接着し一体化したもので，フランジ

問の高さは 98.8mmである.従って，本多段隊問ゴムの総高さは 1449.6mmである

要素積回ゴムの水平ばね定数の設計値は， 287kN/mであり .1段あたり 3f聞の要素

積層ゴムを 12段積み重ねた三角形状多段積層ゴムが振動質量 25tonを支持するとき，

水平固有周期が 4秒となるようにしている.要素積層ゴムの 1次形状係数 81は 23.75，

2次形状係数 82は 3.28であり，建築免震用積層ゴムの 2次形状係数は 5前後でやや

スレンダな形状となっている.また定絡駒h力を支持したときの薗圧(単位受圧面積あ

たりの圧力)は， 2.94MPaである.

日
げ

• 

Movin且m出 s:I(ぬlon

Horizontal naturaJ pcriod : 4 scc 

Maximum stroke: 1m 

Top view 

Moving mass 

Front vic、v
図 2-1多段積層ゴムを用いたマスタンパの基本構造
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書

2 . 3 加力装置と実験方法

2・3・1 加力装置の織要

加力装置を図 2-4に示す.試験体上部にフレームを介して最大荷重 9800kN

(100tonf)の油圧アクチュエータを 2本設置し，納力と回転拘束のための曲げモー

メントを発生できるようにしている. 一方，水平方向には最大荷量 68.6kN(7tonf) 

の油圧アクチュエータを荷重苦1を介して取り付けて試験体に水平変形が加えられる

ようにしている また，試験体の上部ーカ所に水平変位測定用の長ストローク変位計

が，さらに，層間変位計が各段間に設置されている. 軸方向変位測定用として鉛直

加カ用アクチュエータの近傍に変位言十が2カ所設置されている.ヰiffi方向変位を 2カ所

測定するこ とにより，納方向の変形量と試験体の回転角を求めることができる また.

試験体を隊擦の非常に小さいテフロン支承で支持し，試験体の最下部にロードセルを

接続することにより水平荷重を測定した.

Pφ曲 3

円

-
X【

刊

刊

+ω

∞A
日

旬。マ嶋崎一

l~ool 4∞ 12~「」

中190
c、a-

図 2-2 加力実験用試験体

中255

φ196 
81=23.75 

82=3.28 
。=2.94M.Pa

φ295 

図 2-3 要素積層ゴム
医J2-4 加力笑験装箇
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さらに.要素積層ゴムの下部に当たる 2ヶ所に車mカ測定用のロードセルを取り{寸け，

多段倒厨ゴムの水平変位にともなう納力変動を測定した この他， 1. 3， 6， 9， 11 

段自の安定;販のひずみを計測している.安定板上のひずみ計浪IJ位置を図 2・5に示す.

2・3・2 加カパターン

(1)定変位制御

図 2-5 ひずみゲージの位置

試験体の水平方向加カパターンを図 2-6に示す.加力はラン プ波形とし，最初土

10cmを2回繰り返し，その後土30cmを2図，土50cmを2回繰り返し，最後に設計

変位の+100cmまで変形させた.さらに，試験体の安全余裕度を確認するため，設言

変位の1.2f告に相当する+120阻まで変形を加えた.軸方向加力は多段積層ゴムの実

際の使用状況を考慮して，試験体上部の 2カ所で測定される鉛直変位OVI' OV2が等し

くなるようかつIjij))が一定となるようにした場合を基本とした.

このとき.鉛直車出力は， 多段積層ゴムの定絡支持荷重に相当する 156.8kN(16tonf) 

とした. さらに 鉛直軸カに対する安全余裕度を確認する目的で，鉛直前JI力 196kN

(20tonf)について +120cmまで変形を加えた

定変位制御の場合，:$t)直方向のiMIカを保持したまま試験体上部を平行に保つようにす

るため (0川 =0"，)左右の油圧アクチュエータの荷重配分を水平変伎の増加にともな

って調援している さらに，油圧アクチュエータが水平変位にともなって傾斜するの

で，制i方向の分力が一定になるように角度補正も実施している.

30 

(2)定荷重制御]

多段積層ゴムの上部おもり部の精進が十分剛でない場合，水平変形にともなって多

段積層ゴムの上端部が回転することが考えられるーそこで，回転を特に拘束しない場

合について復元力特性がどのように変化するか検討した.実験では，左右の鉛直方向

の油圧アクチュエータの輸方向の分力が常に等しくなるように制御した この時，鉛

直軸カは.多段積層ゴムの定格支持荷重に相当する 156.8kN(16tonf)とし，水平変

位は:t30cmとした.

120← ーーーーーーーー一一一『ーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーー 『ーー噌ーーーーーーーー

図 2-6 加力パターン
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2 • 4 復元力特性

2・4・1 基本モデルの実験結果

基本モデルの安定板を用いた場合の定変位f制限p実験結果を図 2-7から図 2-10に示

す.図 2-7は水平変位一荷重関係を，図 2・8は水平変位一鉛直変位関係を，図 2-9は

多段積層ゴム腕l昔sのiI1!hカを，図 2-10は多段積層ゴムの層間変位をそれぞれ示す.ま

た，図 2-11(a)に水平変位 120cm時の試験体の変形状況の写真を示す.

図 2-7では.全体の水平変位と閥l部の水平反力との関係を変位 1mまで示している

が，荷重一変位関係はほぼ線形な性質を示している.ただし，詳細に観察すると， 0.5m

以上の大変形域では荷量増分の低下がみられソフトスプリングの傾向が認められる

実験で求めらた試験体の水平ばね定数は，変位振幅土30cmで 471{N/mで，安定板の

曲げ剛性が十分剛であると仮定したときの要素積層ゴムの水平ばね定数と多段積層

ゴムの段数からの推定値 48kN/mとほぼ一致している.

図 2-8は，水平変位にともなう鉛直方向のttみ込み量を示している 水平変位と沈

み込み量の関係は.'政物線的性質をもちその大きさは水平変形 50cm.100cmでそれ

ぞれ約 5mlllと 20mmである.この鉛直変位量は，要素積層ゴム 1基あたりに換算

すると. 0.42mmと1.671llmとなる

図 2-9は閥l部の軸力を示しており ，水平変形にともない軸力はほぼ直線的に変化し

ている 正(右)方向に水平変形する場合，右側脚部の荷重は増加し，反対に左側脚

部の荷重は減少する水平変形 1mの時，右側脚部の荷量は 127.4kN(13tonf)に対

し，左側j肉l部の荷重は 29.4kN(3tonf)となり極端に荊b力の違いを生じているが，車由

力がゼロないし引張り倒1)になることはなかった.この結果は，多段積層ゴムのスパン

を決定するための指針となる

図 2-10は最大変形 120Clllまで加カした場合の，全体水平変位 30cm、60cm.90cm，

120cm 時における各段の屑間変位分布を示したものである各水平変位において各段

の層間変位の差は最大でも 10%であり ，多段積層ゴムの水平変位にともなう層間変

位が各段でほぼ均一になっていることを示すものである.このことは.図 2-11(a)に

示す変形状況の写真からも確認できる。すなわち，多段積層コeムの変形は各段におい

でほぼ均一であり .水平変形にともなう積層ゴムの変形がもっぱらせん断変形である

ことを示すものと思われる.さらに，基本モデルの安定板を用いた多段積層ゴムでは，
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図 2-8 基本モデルの鉛直変位特性
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図2・9 基本モデルの脚部の鉛直納カ

32 33 



車由カ 196kN(20tonf)についても同様の実験を行い，変形能力が 120cmあることを

確認している また，との時の鉛直沈み込み墨は 29mmであった

12 

10 

8 
Q) 
OJl 

36 
4 

2 

H. Dis 

30cm 

o 0.05 0.1 
Disp.[m] 

図 2-10 層間変位(基本モデル)
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(a)基本モデル(Pv=156.8kN，H.Disp=120cm) 

(b) PL-22 (pv=156.8kN，H. Disp=120cm) 

(の PL-16(pv=156.8kN，H. Disp=90cm) 

図 2・11 多段積層ゴムの変形状態



2・4・2 安定板の効果

(1 )安定板の剛性と変形特性

ここでは，安定板の効果に着目して，安定板の関11性の違いによる多段積層コずムの変

形性状について安定板のひずみ測定結果も加えて示す

図 2-12と図 2-13は，車自力 156.8kN.水平変形 50cm時の水平変位-Jil1l部水平反

力.水平変位一鉛直変位の関係をそれぞれ3ケースの安定板について示したものであ

る.基本モデル. PL-22， PL-16と安定板の剛性が低下するにつれ.多段積回ゴムの

水平方向剛性は少しづっ低くなり，鉛直方向の沈み込み量も大きくなる傾向が認めら

れる 特に PL-16の安定板では.水平変位 50cmで約 20mm程度の鉛直変位となっ

ており， 同一軸カの基本モデルの水平変位 100cmにおける値とほぼ等しい

図 2-14は. 50cm変形時の安定板上端の中心線に沿ったひずみを PL-22と PL-16

について示したものである.これによると t ひずみは各段で一様ではなく， 引張り応

力側では， 6段目(中段)が一番大きく. 1段目 (下段)， 11段目(上段)の111員に小

さくなっている.また， PL-16の方が PL-22よりも中段の値がかなり大きい値にな

っている.これは，多段積層ゴムが水平変形する際.安定板の剛性が十分でなく，要

素積層ゴムの回転、を許容し積層ゴム部に曲げ変形生じ安定板が強fljll変形を受けてい

ると推定される 特に， PL・16では.安定板のひずみが.軸力 158.8kN.水平変位

50cmで 1000X10.G程度になっており，水平変位 1mで安定板がm性変形してしまう

可能性がある.
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図 2-14安定板上のひずみ分布

(2)大変形挙動

鉛直車由力 156.8kN(16tonf) ，水平変位 120cmまでの大変形時の水平および鉛I裏

方向の変形挙動をそれぞ‘れ図 2・15，図 2-16に示す.なお.PL-16の場合には.90cm

変形時に鉛直方向沈み込み量が漸地状態になり荷重保持能力を失ったため，この時点

で除荷している 復元力も水平変位 80cm前後て、荷量上昇がなくなっている.また，

同じ要素積層ゴムを使用しているにも関わらず，水平岡1J1tは基本モデルの 6割程度に

低減している.さらに.除荷11寺の荷重レベルは荷重櫓力日時に比較しでかなり小さくな

っており ，荷重変形曲線を囲む商積， いわゆるループ面積が非常に大きくなっている

PL-16 

-0.5 0 0.5 
Horizonta1 Disp.[ml 

図 2-12水平復元力特性
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など，安定性を欠いた変形状態となっている.

PL-22では，基本モデルと同様に+120cmまで加力することができたが基本モデル

と比較して剛性は低下している.また，除荷時の履歴面積も比較的大き くなるなど，

やや安定性を欠いた状態となっている.

一方町鉛直方向の沈み込み量は安定板の剛性が低いものほど大きな値となっているー

なお，安定板のひずみから守 PL-16の場合には 90cm変形時には安定板はほぼ塑性

化しており，それ以上の変形増加に対し各段の回転拘束効果が頭打ちになっていると

考えられる.図 2・17はPL-16の場合の各段の層間変位分布を示すが，基本モデルよ

り中間部の変形が大きくなり.7)<平変形にともなう要素積層ゴムの変形がせん断変形

が支配的であったものから曲げ変形が支配的になったことを示すものである.図 2-

11(b). (c)にPL-22とPL-16の場合の実験時の最大変位における変形状態の写真を

示す守

図 2-15 水平復元力におよぽす安定板の影響
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2・4・3 安定板と要素積層ゴムの幽げ剛性

基本モデルは，水平変位 120cmまで，居間変{立が均一で安定板の岡11性が要素綴屑

ゴムの回転を拘束し，水平変位にともなう変形をほぼせん断変形のみにするに十分で

あったと考えられる.それに対し， PL-22の場合と PL・16の場合には，安定板の剛

性が十分でなく，要索積層ゴムの回転を拘束する効果が小さかったと推定される.こ

れらの傾向を示す指標として.安定板と要素積層ゴムの曲げ剛性を比較して，表 2-1

に示す.

表 2・1 曲げ阿11性

I SC~O不可ニロζ1 ~:I~d l~~ stifness 
j仰向 I (kNm

2
) 

331 X 10-8 ト
22.2 X 10-8 45.6 

l 8.73 X 10.8 17.6 

¥_ Elemcnl ~ubbcr be!1士g 6397 X 10-8 28.2 

基本モデルの安定板の曲げ剛性は 681kNm2で要素積層ゴムのそれは 28.2kNm
2で

ある. したがって，これらを各スパンで除したものを岡11度(1ηと定義すれば(構造力

学においては，鵬 Kは;で定義されているが.多段積層ゴムの場合は， 材質が要素

積層ゴムと安定板とで異なるために，曲げ剛性をスパンで除したものを剛度と定義す

る) 基本モデルの安定板の間11度 K， 要素積層ゴムの剛1支K，は

486.2日-1m となる 一方， PL-22 と PL-16のIUIげ岡11性はそれぞれ 45.6kNm2、

17.6kNm2であり，同IJ!支は 25.3kNm，9.78kNmである

このように.安定板と要素積層ゴムの曲げ阿11性を比較すると，基本モデルの安定板

のそれは.要素積層ゴムの 24j者大きく， PL-22の安定板でも 1.6f音となっているが，

PL-16では， 0.62 倍であった.また.安定板と~素131庖ゴムの剛度を比較すると，基

本モデルの安定板のそれは，要素繊陪ゴムの 0.8倍，PL-22の安定板では 0.052倍

40 

PL-16では， 0.02倍であった.この結果から，要素積層ゴムの曲げ剛性と剛度は，安

定板と比較して，意外に大きいことがわかった.このととから，曲げモーメントを安

定板のみではなく要素積層ゴムも負担していることが推定される

なお，基本モデルの曲げ剛性は安定;阪の補強を考慮した中央点の値を，要素積層ゴ

ムのスパンはゴム部の総高さ(ゴム板厚み×局数)を示した. また，要素積層ゴムの

一ー K.E
曲げに対する弾性係数Eh'は第 1章に7T'したよつに，Eb =ーよ--で求めることができ

Eb +E_ 

る.ここで， E_はゴム材料の体積弾性係数， ι=ι(l+;61 E。は縦~rìi性係数，

Kはゴム硬度により決まる定数，S，は 1次形状係数でS，=互Lであたえられる.なお，
. 4/， 

dは要素積層ゴムの直径， 1，はゴム板一枚あたりの厚みである.

本要素積層ゴムの場合，上式に天然系低減衰ゴム(ゴム硬度 IRHD=40) の値

E_ = 1.18GPa， ι= 2.24MPa， K = 0.85を代入すると. Eh = 0.44GPaとなる

2 -4・4 定変位指l御と定荷重制御の比較

ここでは，鉛直lIft11カを加える左右 2台のアクチュエータの車111力を等しくした場合

(定車Ib力制御)と多段積層ゴムの頂部加力はりを水平に保つように鉛直軸カを加えた

場合(定変位制御)とを比較して示す対象としたのは PL-22の場合であり，水平方

向荷量一変位関係を図 2-18に，左右の脚15日の軌カ変動を図 2・19にそれぞれ示す.

これらより，定荷重制御すなわち回転を拘束しない場合のほうが多段積層ゴムの水

平剛性がやや低くなる傾向が確認された.また，定軸力制御の場合，左右の脚部の軸

力変動は水平変形にともなって直線的に変化しており定変位制御の場合より極端に

大きくなっている このことは，制振装置に多段積層ゴムを用いる場合，上部構造を

十分剛に設計することによって多段税局ゴムの回転を拘束することが重要であるこ

とを示すものである.
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2 . 5 結語

嗣IH辰装置用大型多段積層ゴムの大変形加力実験より得られたま:u見をまとめると以

下のようになる.

(1)安定板の曲げ剛性を変化させた実験により，安定板の曲げ岡1)性が低下すると，

安定板の曲げ変形が顕著となり要素積層ゴムの回転を拘束する効果が減少し，多段積

層ゴムの水平方向の剛性が低下し，さらに，鉛直方向の沈み込み量も大きくなること

を示した.基本モデル (PL-22に務形鋼で補強したもの)および PL-22のモデルで

は，定格軸ブJ156.8kN (16tonf)で設計変位 1mを十分確保できたのにに対して，

PL-16モデルでは約 0.9mで不安定(水平復元力が頭打ちになる傾向)が生じた

(2 )また，加力方法を違えた実験により，安定板のi:ltJげ剛性が 卜分高い値であって

も.多段積層ゴム上部の回転を許容すると.水平方向の岡1)性が低下することが確認さ

れた さらに，積層ゴム下端の要素積層ゴムに作用する軸力も上端の回転を許容する

と水平変位の培加にともない極端に変化する乙とが示された.多段積層ゴムの要素積

層ゴムに引張荷重が生じないことを，設計条件とすれば，許容変位が憾端に小さくな

ることがわかった.

(3 )本多段積層ゴムのフレームモデルの場合(スパン 1800mm)，支持荷重 196kN

(20tf) .水平変位1.2mの性能を得るためには，安定板の曲げ剛性として，最低限

度として.PL-22モデルの 45.6kNm2程度を， できれば基本モデルの 681kNm2程度

必要であるととがわかった.この値は，基本モデルで要素税局ゴムの曲げ剛性の 24

倍. PL-22の安定板でも1.6倍となっていた.

(4)基本モデルの安定板を用いた多段積層ゴムでは，各段の層間変位は，いずでも

ほぼ等しかったことより多段積層ゴムの水平剛性は，要素積層ゴムの水平剛性から式

(1-20)で求めることが可能である この場合.安定板の曲げ剛性は，，&!索積層ゴムと

比較して数 10倍の大きさが必要となる.ただし，安定板の仰げ附l惟の要求値は，設

計車由力，設計変位，スパンなどに影響を受け。本例の場合はこのような結果となった

が，より一般化するには，要素積層ゴムの力学特性と安定板の剛性から多段積層ゴム

の復元力特七1を解析的に求める手法が望まれる これらについては.次章以降で述べ

医12-18水平復元力の比較
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関与19胸l部反カの比較
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第 3章 要素積層ゴムの力学特性

3 . 1 緒言

第 2章の多段積層ゴムの復元力特性では，多段積層ゴムの水平復元力特性におよぽ

す安定板の効果について実験的に検討し，安定板の曲げ剛性が小さい場合，水平復元

力特性が低下するほか，水平変位にともなう鉛直変位も極端に大きくなることを確認

した.この現象は，安定桜の要素積層ゴムの回転を拘束する効巣が低下したためと推

定できるが，これらのメカニズムについては詳細に検討された例はない

そこで， 本章では，このような多段積層ゴムの復元カ特性を抱援するために，，m

成部材である要素積層ゴムの復元カ特性を把握し，復元力特性の低下および鉛直変位

の増大のメカニズム解明を試みることにする

積層ゴムの復元力特性および変形能力に関しては，すでに多くの理論的 ・実験的検

討がなされている(3.1)吋 3羽 また，積層ゴムの水平復元力におよぽす鉛直if41i力の影響

について Hru'Ingxをはじめ多くの研究がなされている(3.4)吋3.6) 水平剛性が鉛直軸力

の増加とともに低下していく現象は，車Ib力依存性としてよく知られている.このif4b力

依存性は，積層ゴムの形状に大きく依存し，積層ゴムの直径/ゴム部高さの比率 (2

次形状係数 82)が小さくなると，すなわち積層ゴム形状がよりスレンダになるとより

顕著になる(3.7)-(3.9). 

一方，従来積層ゴムは使用目的(おもに建築用免震装置)から，水平復元力は回転

が拘束された状態で測定されている.このような状態で測定された復元力特性は，上

部 ・下部構造が十分間IJである場合には有効であるが，多段積層ゴムのように，回転が

必ずしも拘束されない場合は.積層ゴムの水平復元力特性におよぽす回転拘束度の影

響を考慮しなけらばならない.

そ乙で，ここでは積層ゴムの水平復元力におよぽす鉛直利|力依存性および回転拘束

度の影響について，実験的および理論的に検討する.

鉛直納力依存性に関する実験では句多段積層ゴムの使用条件を考慮し， 1次形状係

数と 2次形状係数の異なる要素積層ゴムを用意し，種々の鉛直車111力下の水平復元カ特

性から，せん|新弾性係数と損失係数を測定している また，.lA論1解析として償問ゴム

を曲げせん断はりと仮定し，水平岡11性のl防力依存性の 1次形状係数と 2次形状係数の
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影響を検討している.

回転拘束度の影響を調べるための実験では，新たに開発されたこ刺l偏心試験装置を

用いた この試験装置を用いることにより.要素積層ゴムに水平・鉛直 ・閲転の変位

を同時に付与することができる.実験では，回転を完全に拘束した状態や回転を完全

に自由にした状態，および乙れら中間の状態を作りだし，多段積層ゴムに組み込まれ

た要素積層ゴムの変形状態を模擁することを試みている.

また，回転拘束l度の水平剛性におよぽす影響について，同じく，飯塚による仰げせ

んI析はりの理論から，回転角が生じることより水平剛性が低下すること確認している.

3・2 水平復元力の軸力依存性

3・2-1 実験の概要

(1)試験体

試験体としては従来あまり検討されていなかった比較的スレンダな形状とし，図

3・1に示す 1次形状係数 (81=20，25，30)および 2次形状係数 C8F2.5，3.0，3.5)の異

なった 9 種類(試験体番号 A~I)の積層ゴムを製作した 表 3・1に試験体のおもな

寸法を示すなお， 1次形状係数と 2次形状係数の定義を改めて，式(3-1)，(3-2)に示

す

8， =d，/(4.1，) (3-1) 

8， = d，/(n.I，) (3-2) 

ここで，drは積層ゴムの直径，trはゴム板 1枚あたりの厚みおよびnはゴム仮の枚数

である.

試験体に用いた積層ゴムのゴム材料の主な機械的性質は以下のとおりである.

硬度(IRHD)= 40， eb = 6.6 

G = O.57MPa， Eo = 2.24MPa 

ここで， εJ立引張破断ひずみである.

実験では， 従来一般的に積層ゴムの特性評価としておとなわれてきた，回転、を拘束し

た圧縮せん断試験をおこない，おもに水平剛性の軌カ依存性に着目し評価した.

ロ
)
×
mW49+C X 
」

φdr 

図 3-1 婆索積層ゴム
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表 3・1 要素積層ゴムの主な仕様

T回 tPiccc No ~Ic ~ I E I ~ 。IH_J 

dr:Diameter 01' rubber shcet(m01) 60 

lr:Thickness of rubber sheet(mm) ~ 0.6 1075 ~ I 0.6 1 0.75 0.5 I 0.6 I 0.75 

n:Numbcr of rubber shecl :;-1 40 I 32 48 1 40 1 32 48 I 40 I 32 
hr:Total hcight of ntbbcr sh回目(mm) 24 20 17 

St ;-1 25 I 20 。I25 I 20 30 [ 25 120 

52 2.5 3.0 3.5 

(2)二軸試験装置と実験方法

実験に用いたこ軸試験装置を図 3-2に示す.本装鐙は，水平方向に 1本，鉛直方向

に1本の油圧アクチュエータを有し，積層ゴムに鉛直荷重(車lU力)を載荷し，回転を

拘束した状態でせん断変形をあたえ，水平復元力特性を評価できるようになっている.

実験では，上述の装留に表 3-1に示した試験体の積層ゴムを取り付け，ゴム部のせん

l断ひずみが各々25%，50%， 75%， 100%， 150%および200%に相当する振幅の水平

変位を鉛直荷重を載荷した状態のまま一定周期 (10秒)で 3サイクルあたえ水平復

元力と水平変位を計測した.積層ゴムの水平ばね定数 KHと損失係数 tanδは図 3-3

に示すような各変位振幅における最終サイクルの水平復元力 変位曲線から式(3-3)

と(3-4)より算出した.

Vtrtical hydau1ic R.clualor '.ーー....

ー、

ト

ロ

127且

図 3・2 回転拘束型積層ゴム試験装置

D 

E
L
N
 

K/I = Fml X .. (3・3)

tan8 = t.W /(π W) (3-4) 

Horizomal displacemenl 

A 

j' 
隙j百ゴ、ムの水平復元カの履歴ループ

2Xm 

-・
図3・3
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ここで/::，.W.Wはそれぞれ積層ゴムが描く履歴ループの面積と最大変位Xm と

鼠大変位点の荷量 Fmで規定されるl泊角形の商積(図中の ABCD)である なお，損

失係数 tandと等価減衰比h剖との聞には tand=2h明の関係がある.

3・2・2 実験結果

図 3-4(a)~(c)では.各試験体ごとに実験から計測された各せん断ひずみにおける水

平ばね定数 KHより積層ゴムの見かけのせん断弾性係数 G (MPa)を求め，車由カをパ

ラメータに示した.なお，軸力も積層ゴムの断商積で除し商圧に換算しているーまた，

図 3-5(a)~(c)には実験から計測された各せん断ひずみにおける損失係数を，図 3-4(a)

~(c)と同様に而圧をパラメータに示した.本実験における軸力(商圧で 0 .98MPa か

ら7.84MPa)の範囲で求められたせん断弾性係数と損失係数は，あきらかに 1次形

状係数 (8]) と2次形状係数 (82)に依存することが確認された.せん断弾性係数は.

2次形状係数が 2.5.3.0. 3.5と大きくなるにつれてばらつきが小さ くなってくるこ

とが認められる.すなわち守2次形状係数が大きくなるほど積層ゴムの水平剛性にお

よぽす軸力の影響は小さくなる また，せん断弾性係数におよぽす 1次形状係数の影

響については. 2次形状係数が小さいほど影響が顕著になることが確認された.本実

験では，積層ゴムの 2次形状係数が 3.5以上あるいは 2次形状係数が 3.0以上かつ 1

次形状係数が 25以上であれば，面庄換算の軸力で 0.98MPaから 7.84MPa.かつゴ

ムせん断ひずみ 200%に相当するせん断変位の範囲においてせん断弾性係数の軸カ依

存性はほぼ無視しうることが確認された.

損失係数についても，せん断弾性係数とほぼ同級な傾向が認められるすなわち，

損失係数は 2次形状係数が 2.5.3.0. 3.5と大きくなるにつれてばらつきが縮小し，

積層ゴムの損失係数におよぽす軸力の影響は小さくなる また，損失係数におよぽす

1次形状係数の影響についてもせん断弾性係数の場合と同様に. 2次形状係数が小さ

いほど影響が顕著になることがわかった.また，損失係数はせん断弾性係数より軸力

依存性が大きく現れる傾向が認められる.これは，図 3・3に示したように損失係数が

せん断弾性係数と履歴ループの面積によって決まり，この両者ともに軸力の影響を受

けるためと考えられる.つまり‘軸力の噌大にともなって.せん断弾性係数は低下し，

ループ面積の面績は増加するからであるーなお，ループ面積の車m力の培大にともなう

増加の機構としては，積層ゴムのせん断変形にともなう鉛直変位の騎加よるものとの

説明がある<a.!;)，(a-(l)
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3・3 軸力依存性の理論的検討

積層ゴムの水平岡1lf'1の取h力依存性は， 1i1lげせん断座屈I:，'I!論に基づき解析的に導くこ

とができる.ここでは， Haringxの理論を基にした Stantonの論文に基づき積層ゴム

の水平剛性の軸力依存性について検討する (3-10)

図 3-6の積層ゴム柱において，初周ゴムの水平変位 ν(z)と，積層ゴムの曲げ回転角 ψ

(z)およびせん断歪み r(z)は.

ν=Y+lfI 

積層コム住の中での力の釣り合いは，

Ssvー (P+Ss)lfI=0 

(P+5s)(v -lfI)+5j，Vf =0 

のようになる.

(3-5) 

(3-6) 

(3-7) 

ここで， SI>および S.はそれぞれ，曲げおよび、せん断剛性であり ，Pは車1h力である.

3人(3-6)，(3・7)は以下のように解ける

Z 

y 

図 3-6 核問ゴム位内の力の釣り合い
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v=よ(C，cosq， + C2 sinqz + C伊 +c.l
q 

lfI = c(-C， sinqz + C， cosqz)+ C， 

(3-8) 

(3-9) 

とこで t=-L.5=-土ーである 積分定数 c. ~C は境界条件より求めることが
5・8t， l+p- i4

SI 

できる.両端の回転が拘束され唱11方向に加力されている曲げせん断ばり柱の検方向の

剛性K"は，式(3-8)と(3・9)に境界条件として，

z=oにおいて，v= 0 (3-10) 

z =0，1において， vf = 0 (3-11) 

とすることより，以下のようになる.

K，，=叩-，] (3-12) 

Pの備が小さいとき(すなわち qlくく 1)，式(3-12)は以下のように簡単になる.

K" = .1 ，， -I一つ「
一ー+一一ー
ら 12S"

(3-13) 

積層ゴムに適用するために.iiE続休としてのらとらをそれぞれ積層ゴムの平均の曲げ

剛性とせん断剛性を用い書き直す.これらの剛性は一層のゴム板の特性から求めるこ

とができ可 1J習のゴム板と鋼板の 112層 2枚分からなるモジュールのj翠みを有する層

の剛性と見なすことにより修正を加えている

59 

E竺士三三 -~二二二二二二二二二二三一 ι 三4



L+I 
Ss = GA，τム

(3-14) 

(3-15) 

ここで， 0はゴム板のせん断弾性係数，A，は積層ゴムの断面積，trはゴム板 1枚あ

たりの厚さ • t
sは鋼板 1枚あたりの厚さ，E'IJはゴム板の曲げに関する弾性係数およ

びIは断面 2次モーメントである.式(3-1)，(3.2)，(3-14)，(3-15)を用い，さ らに Ar=π

d
r
2/4， 1=πdr

1164， Eb土干2EoK. S l13， Eo士730，に注目して式(3・13)を書き直すと以下

のようになる ここで，d，は積層ゴムの直径， Eoは縦弾性係数およびκはゴム硬度

によって決まる定数である

K5s  l -_----
11 - 1 3.kS.'S，' 

2 'ゐ

(3-16) 

このように，椅層ゴムの水平変形は式(3-13)でわかるようにゴムのせん断変形と曲げ

変形の和としてあたえらる.また，式(3-16)で示されるように。積層ゴムの水平方向

の剛性は 1次形状係数と 2次形状係数に依存し， 1次形状係数と 2次形状係数を大き

くすることにより水平方向の剛性は曲げの影響が小さくなり，水平変形にともなう変

形はもっぱらゴムのせん断変形となる.したがって，水平方向の剛性は軸力の影響を

受けなくなる

60 

3 . 4 回転拘束度の影響

3 .4・1 試験体

実験に用いた積層ゴムは，第 2寧で述べた市IJ振装置用大型多段芯iI茜ゴムの要素積層

ゴムに使用されたものである 積層ゴムは，ゴム直径 190mm，ゴム厚さ 2.0mmの

天然ゴム系ゴムシートを厚み O.6mmの鋼板を介して 29枚加硫媛着し積層している.

積層コ'ムの 1次形状係数 (81) と2次形状係数 (82)はそれぞれ 23.75と3.28であ

り.通常の建物免震用積層ゴムより形状がややスレンターである.また.創u長比は

1.22となっている.

3 • 4・2 実験の概要

回転拘束度の影轡を調べるための実験に用いたこ軸偏心試験装置の主な仕様と構

造を図 3-7に示す本試験装置は，鉛直方向に 2本と水平方向に 1本のアクチュエー

タを備え，積層ゴムに鞠11変位，せん断変位ならびに回転変{立を同時にあえることがで

きるー

800 

図3-7 積層ゴム二制偏心試験装置
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また，本装置の実施できる試験項目は表 3-2のとおりである.

表 3・2 積層ゴム二軸偏心試験装置の試験モード

なお，いずれの実験も常に車ulカを一定に保持した状態でおこなっている(図 3-8参

照) 実験 1では回転拘束モーメントを直接測定できることに，実験 2では任意の曲

げモーメントが作用したときの水平復元力特性を同じく測定できるところに，との二

軸偏心試験装置の従来の積層ゴム二割1試験装置にはない特徴がある.
T百凶凶町s剖tnumb悦加e釘-r-fCωb加n臥ntro叫1m叫e

Test I ISbear with rotauo日 陀str剖ned

Test2 

Tes百

百五己主Iwith various bending moment 

Rotation with fixed sh崎町 displacem巴nt

験一三一一H
ー-ーー水平変位を与える

- 実験 1は回転を拘束した状態で積層ゴムにせん断変形を加えるもので通常の二車ul

試験装置と同じ測定が可能である.積層ゴムの回転角を 0に保ったまま，水平変

形を加えると，左右の鉛直方向のアクチュエータの軸力は変化し荷重差が生じる

この荷量差とアクチュエータの取り付け間隔から，積層ゴムに作用する回転拘束

モーメントを測定することができる また，鉛直方向のアクチュエータの変位量

から，水平変{立ー鉛直変位特性が求められ，要素積層ゴムの鉛直剛性の水平変位

依存性も測定することができる.

・5経験 2は積層ゴムの回転を拘束する曲げモーメントを，せん断変形にともなって

変化させながら水平復元カ特性などを測定できる.したがって，要素積層ゴムの

ように，せん断変形にともなって回転変形が生じる変形状態を模擬できる なお，

実験では，あらかじめ曲げモーメントを水平変位に関数として入力しておき，コ

ントローラが，左右の鉛直方向のアクチュエータの荷重を変化させ任意の曲げモ

ーメントを積層ゴムにあたえる.このとき，回転角は制御対象ではないので，結

果として積層ゴムに回転角が生じる したがって，安定板の回転拘束効果が小さ

い場合の要素'fil1l習コ'ムの復元カ特性を測定することができる

・笑験 3は.積層ゴムのせん断変形量を一定に保ったまま積層ゴムに曲げモーメン

トをあたえ回転角の変化を調べられる この実験では，任意のせん断変位:患にお

ける曲げモーメン卜 回転角関係を求めるととができ，要素積層ゴムの曲げ剛性

(厳密には.曲げ剛性は EIであるが，ここでは.M-8関係の傾きで定義してお

り，互に相当する)の水平変位依存性を測定することができる.この他に水平

荷重を測定することにより，回転、角 水平荷重 (p母 8l関係も測定することが

可能である

[実験2l 水平明1101変ーモーメ ント可変実験

[尖験3J

紬力.モーメントを
加える

水平輪開定ーモーメ ント百I変実験

軸I~Jl flb1J2 

ー.. v v 水平変位D
E 由=土E 制力を-)El:保ちな """"==="""'-骨一一一一一一

がら目モーメントを
変化させながら水平
変位を与える

n 
ー-・~

ll ~オぇ ;tztモプトを E 
図 3-8 積層ゴム二輪偏心試験装置の実験による要素積層ゴムの変形

3 . 4・3 実験結果

( ， )予備実験

図 3-9は通常の二軸加力試験装置を用いて測定された水平剛性の軸カ依存性であ

る.測定では，軸力は 27.8kNから 333kN(面圧換算で O.98MPaから11.76MPa)

まで変化させた また，コeムのせん断ひずみは 25%から最大 200%まで 25%きざみ

に復元力特性を求めた. 3・2の実験結果を裏付けるように本積層ゴムについても回

転を拘束した状態では，実験をおこなつた荷圧 1日1.7河6MPaまて

性はないことが確認された.
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図 3-9 1M振装置用大型多段積層ゴムに用いた要素積層ゴムのl!llll力依存性 Horizonla) disp [mm] 

図 3-10 回転を拘束した場合の水平復元力特性

(2)水平復元力特性の給力依存性

図3-10から 12は回転を拘束した場合の積層ゴムの復元力特性，鉛直変位および回

転拘束モーメン卜の二羽II偏心試験装置で測定された結果である(実験 1).実験では，

ゴムせん断ひずみ 200%に相当する変位 116mmまでの水平復元力を 4ケースの鉛直

輸カのもと測定した 鉛直軸力は 41kN，83kN， 163kNおよび 244kNとし，多段

積層ゴムの定格質量殺荷時の軸力 83kNのそれぞれ O.5， 1， 2および3倍に相当す

る.本試験は，通常の積層ゴム試験に相当するもので，2本の鉛直方向載荷用アクチ

ュエータの荷重を調節することによって回転拘束のための曲げモーメン卜を加え，積

層ゴムの上下フランジの回転を拘束し，試験中積層ゴムの上下のフランジの平行が保

たれるようにしている. 実験の範囲内の軸力では，予備実験で確認されたように水

平復元力特性変化はほとんどない(図 3-10).また，鉛直変位も羽f!力によって変化

するがその変化量は微少である(図 3-11).回転拘束のための曲げモーメントは 2

本の鉛直方向のアクチュエータの荷重差とアクチュエータの取り付け間隔より計算

して求めた.曲げモーメントの測定結果は融h力とせん断変形の増加]にともない大きく

なる傾向が認められた(図 3-12) . 

0.5 0.5Pv叫 IkN

1

5
 

a
E
司
百
三
百
ω〉

.30 20 40 曲 80 1∞ 120 

Horizonla) disp. [mm] 

図 3-11 回転を拘束した場合の鉛直変位特性
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25 

20 

積層ゴムの回転角は，鉛直沈み込み量と同じように拘束度を小さくすると大きくな

り，さらに水平変位が大きくなると‘急激に上国大することがわかった(図 3-16) . 

図3・17に積層ゴムの変形状態を示す.

Pv; 81LkJ吋l
2 

。
-2 

言塁 4 -6 

2 0 Z E 2 

ー10

ー12

Morncllt l(同格

。0.02 0.04 0.06 O.oS 0.1 0.12 
Horil.Ontal disp. I.ml 

図 3-13 回転拘束度の定義
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図 3-12 I回転拘束dilげモーメント

(3)水平復元カ特性への回転拘束度の影響

図3-13から図 3-16は，モーメント可変一水平変位可変実験(実験 2)での測定結

果(水平復元カ.拘束モーメント，沈み込み量，回転角)で，本実験の場合，積層ゴ

ムに多段積層ゴムの定格支持荷重に相当する車IU力 (81kN) を一定に保持しながら，

図3-13に示すせん断変位に比例した曲げモーメントを加えた.

実験では，先に述べた実験 1で測定した回転拘束モーメントが作用した状態を拘束

度 100%と定義し，I順次拘束度(回転拘束モーメント)を減少させ水平復元力，回転

角および沈み込み量を測定した.定義より拘束度 0%は回転自由である(図 3-13)

拘束度 100%すなわち回転を拘束した状態ではゴムせん断ひずみ 200%に相当する

変位 116mm付近で水平復元カが若干立ち上がる傾向があるのに対して，拘束度が低

下すると積層ゴムの水平復元力はl順次低下することが確認された.なお，拘束度が小

さいとき水平変位の測定結果がせん断ひずみ200%に相当する変位以内で終了してい

るのは，鉛直アクテュエータのストロークがリミットに達したためである.また，こ

の実験では拘束度 0%，せん断変位 0.05m付近で水平復元力が綴大値を取りそれ以上

のせん断変位では復元カが減少するいわゆる座屈現象が発生することもわかった(図

3-14) 

さらに，鉛直沈み込み誌は拘束度が低下すると逆に非常に大きくなることも認めら

れた(図 3・15)
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|叉13-14 水平復元力特性への向転拘束度の影智3
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図 3-17 二軸偏心試験装置で実験中の要素積層ゴム
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図 3-15 鉛直変位特性への回転拘束度の影響
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(4)幽げ剛性

積層ゴムの曲げ剛性のせん断ひずみおよび軸力の影響を調べるための実験をおこ

なった(実験 3) 曲げ剛性は実験からえられた各せん断ひずみにおける曲げモーメ

ント一回転角線図(図 3-18)より，回転角度 Oから O.Olradまでの世iげモーメン卜

の変化で定義した

l玄13-16 椅陪ゴムの回転角と回転拘束度の関係
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図3・18 種々の水平変位下における曲げモーメ ントと回転角の関係
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sending stiffncss 

3 . 5 回転拘束の理論的検討

積層ゴムは回転すると，水平反力が小さくなる特性が実験的に確認された.この特

徴は理論計算でも示すことができる との計算は飯塚によって， Haringxの理論を用

いてなされている(3-11). 理論計算の出発点は， 3・3の式(3-めから(3-7)の方程式であ

る.この方程式を図 3-20に示すような境界条件のもとに解き剛性マトリックスの形

式で書くと式(3-17)のようになる.

“旧

0 
0.0 0_5 1.0 

Shear str.;" (ー)
I.S 2.0 

fI"i Mj 

図 3-19 種々 の車sI力下の曲げ剛性のせん断ひずみ依存性

図 3・19に曲げ剛性のせん断ひずみ依存性を，軸プ7をパラメータに示す.積層ゴム

の曲げ剛性はせん断ひずみに大きく依存し，せん断ひずみの増加にともなって急速に

低下することがわかった.さらに鞠b力が大きくなると曲げ剛性も大きくなることが確

認された

Mj I p 

v 
図 3-20 傾斜角を有する積層ゴム柱内のカの釣り合い
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(3-17) 

ここで， KI/は式(3-6)で示される値をとり，わからんは以下のようになるー

k， = I 

k， =_ S:q tan~ 一一一 一、恒トー

P 2 

k.ー・.'i"q_I_ +(S;，Cf l an~ ì' 
、 _ --一一一一一 十 I ~ー- !an ~ー l

. K" lanql ¥. P 2 ) 
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k. =_ S.q_l._+( S~q tan~Y 一一一 一… 1，- KI/ sinql ' ~ p .-.. 2 ) 

したがって，積層ゴムの上端と下端に作用するせん断力の関係は，式(3-17)の剛性マ

トリックスの 1行目から，

月=-F; =ん(日)-K与叫(日J (3-18) 

となる.ここで，右辺第 2項の端部回転角に関する係数が Pが大きくなるとき PI2

で近似できる

月=イ=んかJ-v)ζ(川 1) (3-19) 

式(3-19)において，積層ゴムの端部回転を拘束すれば式(3-20)のようになり式(3・12)

と同じになる

ペ=一ξ=KI/(νJ-vi) 
(3-20) 

この式(3.19)からわかるように，積層ゴムの上端と下端に作用するせん断力 Fiと 巧

は，積層ゴムの上端と下端の回転角が正であれば，回転角が大きくなるにしたがって

減少していくことがわかる.
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3 . 6 結語

多段積層ゴムに用いられる要素税局ゴムの水平剛性の車tllカ依存性と回転拘束度の

影響について新たに開発されたこ軸偏心試験装置による加力実験と曲げせん断はり

理論解析より検討したー結果をまとめると以下のようになる.

(1)実験と理論解析より，積層ゴムの水平岡IJ性の取H力依存性は，積層ゴムの 1次形

状係数 (81)と2次形状係数 (82)がそれぞれ影響し， 1次形状係数と 2次形状係数

がともに大きくなるほど、軸力依存性が小さくなることが確認された.今回実験した範

閤 (81=20~30 と 8~2.5~3 ， 5) では，商庇 0 ，98~7.84MPa で. 81ニ25 かつ 8~3.0

以上では軸カ依存性はほとんど認められなかった.したがって，多段積層ゴムに用い

る要素積層ゴムはー 8 1=25 かつ 8~3.0 以上であることが望ましい.この条件で，要

素積層ゴムの形状と多段積層ゴムの段数を決定すれば，要素積層ゴムの紬力依存性は

然中見でき設計が容易になる。

(2 )積層ゴムの回転による水平剛性の影響を把握するため， 二軌偏心試験装置を開

発し，積層ゴムの回転を拘束する曲げモーメン卜を直接測定し，この曲げモーメント

を回転拘束度 100%と定義し，回転拘束度を減少させ水平剛性の変化を測定した.実

験から水平剛性への回転拘束度の影響では. iJ物カ依存性の少ない積層ゴム (1次形状

係数と 2次形状係数がともに大きい)でも，拘束度が低下すると積層ゴムに曲げによ

る回転が発生し，水平剛性が急激に低下していくことがわかった.さらに，理論解析

により回転によって水平剛性が低下していくことを示した.したがって，多段積層ゴ

ムに用いる要素積層ゴムが. 81=25 かつ 8~3.0 以上の条件を満たしても，回転拘束

度が低下すれば，水平復元カが低下するのでこの効果を考慮する必要があることが認

められた.

(3 )このことは，第 2章で示したように，多段積層ゴムの水平岡IJ性が安定板の曲げ

剛性を小さくすると急激に低下する現象を説明すると考える.また，要素積層ゴムの

水平剛性の車IH力依存性を小さくしても，多段積層ゴムの安定板の曲げ剛性が十分大き

くないと要素繊層ゴムの回転を拘束することができず多段積層ゴム自体の軸カ依存

性を大きくしてしまう可能性が実験および解析から示された.
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第4章 多段積層ゴムの剛性解析

4.1 緒言

多段積層ゴムは，高層建物用質量効果型制振装置(チューンド ・マスダンパ，ハイ

ブリット ・マスダンパなど)の振動質量支持およひP復元力要素としてその使用可能性

があることを第 1章で述べた特に，超高層建物用制振装置に用いられる多段積層ゴ

ムは，水平方向に数秒におよぶ固有周期となるような非常に小さい水平剛性と 1m以

上にもおよぶ変形能力が要求される(4-1). このように，多段積層ゴムを制振装置とし

て用いる場合は使用条件が厳しくより信頼性のある設計 ・評価法の確立が望まれる.

多段積層ゴムの剛性言平価式には，簡易式がある程度で，要素積層ゴムの形状.多段

積層ゴムの安定板の曲げ剛性，スパン(多段積層ゴムにおける要素積層ゴムの取り付

け間隔)などの影響を考慮した詳細な評価方法がない

そこで，第 2章では評価方法を確立するため，多段積層ゴムの加カ実験を実大スケ

ーjレでおこなった.この結果，多段積層ゴムの水平復元カ特性が安定板の岡11性の大小

により大きく影響を受けることを確認した.続いて，多段積層ゴムに用いられた要素

積層ゴムの水平復元力特性におよぼす薗圧や回転、拘束度の影響について実験的およ

び解析的に検討した.実験から車tll力依存性 (鉛直鞠11力のl曽加にともなって水平復元力

が低下していく現象)の小さい要素積層ゴムでも回転拘束度が低下すると水平復元力

が急激に低下していくことがわかった.

そこで，本章では，多段積層ゴムの水平復元カ特性を要素綴層ゴムの加カ実験結果

と安定板の曲げ剛性から解析的に求める手法を提案する.解析では，図 4・1に示すよ

うな多段積層ゴムの水平復元力特性が安定板の曲げ剛性の大小の違いにより影響を

受ける現象が，図 4・2に示すような要素続層ゴムの阿転拘束度の低 Fによる水平復元

力の減少に起因すると仮定した. 妥素積層ゴムを非線形はり要素でモデル化し，水

平復元力特性におよぼす回転拘束度の影響を考慮できるように剛性マトリックスを

実験的に決定した.さらに，提案された解析モデルによる多段積層ゴムの水平復元力

特性と加力実験結果を比較し.解析モデルの有効性を検証した



X 

4.2 既存の解析モデル

積層ゴムの水平復元力の軸カ依存性を考慮した材料力学的解析モデルは多くの提案

がなされている この中で，もっとも古くから知られているのが， Haringxにより提

案の金属スプリングの横座屈問題を扱った曲げせん断はり要素である(叫 その後，

これは Gentによって積層ゴムに応用された(叫. :E王ohとKellyは，積層ゴムをせん

断ばねと回転ばねが直571]1之取り付けられた剛体のはりとしてモデル化し，積層ゴムの

水平剛性の軸カ依存性を解析し， H王a紅rmg伊xのモデルと比鮫し非常によい近似がなされ

ているととを示した(件4牛-州4

接適用できるように，幾何学的非線形，材料非線汗形sを考慮して拡張した(4.5). このほ

かに.塩尻・松田によって，伝達マトリックス法を附いた解析もおこなわれている(叫)

これらの解析モデルは，いずれも数値計算をする場合，変形状態や物性値を仮定する

必要があり，例えば，文献 (4・5) で提案されているモデルでは.降伏モーメン トと

終局モーメントを仮定された変形状態から惟定している.

→ Fレ/
(a)安定仮のIUlげ剛性が大きい場合

X 

(b)安定板の曲げ剛性が小さい場合

図4・1 多段積層ゴムの変形性状
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図 4.2 要素獄図ゴムの復元力特性
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4・3非線形はり要素モデル

要素綴屑ゴムの水平復元力，鉛直変形特性，曲げ剛性などは，幾何学的非線形性お

よび材料物性の非線形性などが相互に影響しあい厳密に解析的にそれらの特性を求

めることは非常に難しいー従って.解析に必要なパラメータの決定には実験が必要に

なってくると思われる.そとで，本節で述べる要素積層ゴムの解析モデルは，積層ゴ

ムの変形特性がはりに類似であること，安定板をはり婆索すると多段積層ゴムの解析

モデルがすべてはり要ぷで取り扱えることを考慮してはり要素とする

さらに，上述の理由から、解析モデルの問Ij性マトリックスの各要素をすべて二軸偏

心試験装置によって実験的に決定する.

解析モデルは，せん断ひずみによる非線形性を考慮するため，式(4-1)のように培分

型のマトリ ックス方程式とする{叫}

(要素穣層ゴムの加力試験の状態を模擬)

図 4-3 要素積層ゴムのはり要素モデルへの置換

[;;;1:](とJ=(ミ) (4-1) 

ここで， Fi. Uj，巧" ujはそれそoれ 1，]節点における節点力と節点変位である(図 4-3). 

節点力 Fi，節点変位 Uiおよび剛性マトリックス KJ/を， 2次元平而モデルを仮定して

具体的に書くと，式(4-2)のようになる.

行=(凡 M， F，_f 

叫 =(U'i 8， 内)T

dF， eJ尺 dF，
みら d8 dU， 
。1M dM dM 

K" =1みs do dU.| (4-2) 

主主主 主
{)u， {)8 dll， 

ここで，Fsは積層ゴムのせん断復元力，M は曲げモーメント，F.は鉛直軸力， U. はせ

ん断変位，θは回転角および Uzは鉛直変位である.

はり要素の岡Ij性マトリ ックスは， せん断復元カが回転拘束度の低下によって減少す

。F
る特性と水平変位依存性をもつことを考慮する.すなわち K"においてて三および

011 

dF 
」 は非ゼロ項とする また，せん断復元カは鉛直変位に依存しないので {)F;は 0θ8 . - - ~ _. -. d，札

とする.

次に，曲げモーメントは鉛直納カとせん断復元カにより変化すること， 曲げ剛性

が水平変位1:::依存すること，さらに.曲げモーメントが鉛直変位により変化しないこ

。1M" • ..".dM '.L>C.  ， ~~ . . dM 
とを考慮する.従って，一一あよひーーは非セ口項とし は Oとなる 最後に，鉛。u‘ θ8 dll 



ザ dF..， . _ ，_ dF. ._< ~ • ~ ，~ dF. 
直輸力は鉛直変位のみ変化させる」とを考慮すると， -Lおよひ..::....=_;_は 0となり..:..:...!.は

iJL，s θ0 

非ゼロ項となる.以上の結果より姿素積層ゴムの剛性マトリックスは式(4-3)のように

なる

4' 4 剛性マトリ ックスの決定法

4・4・1 解析対象

解析の対象は，図 4-4に示す超高層建物用命iJ振装置に用いられた三角形状をした多

段積層ゴムの一部を切り出し平面フレームとしたもので，第 2主主の多段積層ゴムの復

元カ特性で述べた実験モデルと同じである
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(4-3) 
図4-4 解析対象の多段積層ゴムモデル
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l~ool 4曲 1 2~「」

多段積層ゴムの安定板は，曲げ剛性の大きい}I闘に，基本モデル(一般構造用炭素鋼

88400の厚さ 22mmの平鋼に溝型鋼 150X75X6.5XIOで補強したもの) ， PL22 

モデル (22mmの平鋼のみ) • PL16モデル(l6mmの平鋼のみ)とした

図4-5に上記の多段積層ゴムに用いられた要素積層ゴムを示す.ゴム材料は天然ゴ

ムで厚さ 2mmのゴムシートを 0.6mm厚みの金属板を介して 29層加硫接着してい

ここで • lは図 4-3に示すように積層ゴムの高さである
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る.第 3章の加カ実験から，本多段積層ゴムの加力実験範聞の軸力で軸カ依存性がな

いことを確認している

φ255 

』三三三三

φ190 

M 

Fsレ/
M/ 

u s 

(a) F.-us (b) M-u. 
q，'196 

。295

F除
θ 

u ， -

" M+  d.M Mじ￥Y

図4-5 要素積層ゴム

4・4・2 剛性マトリックス要素決定のための実験の機要

図4・6に剛性マトリ ックスの各非ゼロ項を求めるための実験の被要を示した.

。'F_. aM 
図 4・6(a). (b)は .， と を求めるための実験である 要素積層ゴムの回転を拘。Iu.，t - au.¥ 

東した状態で鉛直方向に一定の!Ml力を載荷しながら，水平方向に強制変位を加え要素

積層ゴムの上端に発生するせん断復元力と曲げモーメントを測定する.

。'F_.aM 
図 4-6(c).(d)は--，とーーを求めるための実験である. 鉛直方向の車aJ力を一定と

θ0θo 

し，かっ一定のせん断(水平)変位を加えた状態で，回転角 0の状態から強制回転を

加え.要素積層ゴムのせん断復元カと曲げモーメ ントを計測する

。F
図4・6(e)は.でよを求めるための実験である ある一定のせん断変位を加えた状態

(}II 

で， 回転角 0の状態を保ったまま強制鉛直変位をあたえ，鉛直納力の変化を求める

4・4・3 実験結果

図4・7に二報l偏心試験装置を用いた要素積層ゴムの組み合わせ加力(鉛直変位一せ

ん断変位一回転、角)試験結果を示す

図4-7(a)は.せん断復元力一せん断変位特性でゴムせん断ひずみ 200%に相当する

変位 0.1l6mまで測定している.図 4-7(b)は，曲げモーメント ーせん断変位特性であ
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図4必要素積層ゴムの加力実験
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る.図 4-7(c)は，せん断復元力一回転角特性で，一定のせん断変位(せん断変位をゴ

ムせん断ひずみで 0%か 200%まで 25%づっ変化させている)で，回転角 0の状態か

ら回転角を変化させた時のせん断復元力の変化を測定している.実験より ，せん断力

。F
一回転角特性は回転角に対してほぼ線形であるととが磁認された.従って--$はせ

θo 

ん断変位 u.のみの関数してよいと考えられる

図 4-7(d)は.dtlげモーメント 一回転角特性で，一定のせん断変位で回転角Oの状態

から回転角の摘がlにともなう曲げモーメントの変化を測定 したものである.せん断変

位が小さい領域で，回転角の治大にともなって幽げモーメン トの泊加率が低下する傾

向がみられるが，せん断ひずみが大きくなると特性はほぼ線形であることがわかった

多段積周ゴムに用いられる要素積層ゴムに生じる回転角の変化は，安定板の効果によ

()M 
り極端に大きくならないと株定されるので，一ーについてもせん断変位 ll，のみの関数

θo 

とする

rJF 
また.らよすなわち車'B方向の剛性は，実験装置の都合により，回転を拘束した条件

(/11 

で鉛直変位ーせん断変位特性を測定し，次節 4・4・4で述べる方法により算出した.な

お，これらの一連の実験では鉛直納力はすべて 81kNとし，多段穏燭ゴムの加力実験

における要素償層ゴムに作用する軸力と等しくした.
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図 4・7(a)のせん断変位とせん断復元カの関係の曲線から近似式を作成する.実験式

は，実験から求められた水平変位-7)<平荷重(Fs-u.)の関係を水平変位の4次の多項

。F
これをせん断変位で 1階微分して，::<.， = a+bu_ +cu_' +du_3として求める.

dlls 

式で近似し，{EZdA]
冨

ω
E
0
2

(2 )竺の実験式
日'lI

f

図 4・7(b)のせん断変伎と曲げモーメントの関係の曲線から近似式を作成する実験

式は，実験から求められた曲げモーメントーせん断変位の関係を(1)と同綴に.7J<

これをせん断変位で 1階微分して求める.平変位の 4次の多項式で近似し，

(3 )主二の実験式
θo 

0.12 0.14 0.16 0.1 0.06 0.08 0.04 0.02 
ー156

各7)<'jL変位の微小回転時(この

d. e =O.Olradと仮定)のせん断復元力の変化d.Fsを求め変化率d.F，/6.Dを

図 4-7(c)のせん断復元ゴJと回転角の関係において.
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計算し，この変化率を縦軸にせん断変位を横軸にプロットして，そのプロットした点

を結んでせん断変位の 3次の多項式に近似する.

aF 
-; ， = 322 -1 888u， -1 2348u， 2 + 296208u，' 
σu...I， 

(4-7) 

。尽 z 主主=尽(0βl)一尺(0)

ae t:.8 0.01 
(4・4)

aM 
τー=l48 -150u， -1250 lu，' + 127320u} 
C/lI - ~ -.j' 

(4・8)

(4)坐fの実験式 図 4-7(d)の曲げモーメントと回転角の関係において， (3) 
θo 

と同様に各せん断変位の微小回転時(この場合. dθニO.Olradと仮定)の曲げモ

ーメントの変化11Mを求め変化本I1M/df)を計算する.この変化率を縦軸にせん断

変位を繊!I功にプロッ卜して，そのプロットした点を結んでせん断変位の 3次の多項式

に近似する.

通F
~: ' = 1 11.5 + L042.8u_ -12680.1u2 

- 59733.011 3 ae (4-9) 

坐=91.9 -2984.211.， + 29395.6u..' -106774.211.3 

ae (4-10) 

~F， = 3.68 x 10' -7.5 X 10611， + 1.06 X J08"，' -5.09 X 108u/ 
011. 

(4・11)

み42主竺 M(0.01)-M(O) 
θe de onl 

(4時 5)

。F
(5 )てムの実験式 図 4-7(e)のせん断変位と鉛直変伎の曲線から実験式を求める

ml 

図 4.6(e)では鉛直刺lカを戦荷したときの初期沈み込みを考慮していないので， 別に，

積層ゴムの鉛直ばね定数K..と鉛直車Ul力F.から鉛直変位Ii.'S::8， =主として求め，これ
. K， 

とせん断変位の増加にともない計測された鉛直変位からの変化んより
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を求め，この値をせん断変位の 3次の多項式で近似した.

求められた剛性マトリックスの各要素を図 4-8に示す.また，岡1)性解析に用いた岡1)

1'1:マトリックスの合要素のせん断変位に関する実験式を式(4-7)~ (4- 11 )にまとめて

示す なお.近似式は要素材i照ゴムの加力実験範l沼のゴムせん断ひずみで 200%に相

当する変イ立(0.116m)までとした
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多段積層ゴムの復元力特性解析4' 5 

解析モデル4・5・1

多段積層ゴムの解析モデルを図 4・9に示す.解析モデルは，平面フレームモデルで，

要素積層ゴムは非線形はり要素，安定板は通常のはり要素とした.鉛直軸カは. 12 

段目の要素積層ゴム上に作用させた 水平方向の強制変位を 12段目の積層ゴムの上

端に作用させ，水平復元力を荷霊場分法と平衡反復法を用いて静的平衡を収束計算で
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330邸

幽げ間性の異なる 3 種類のモデル(基本モデル• PL22モデル. PL16モ解析は，日
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デル)の定変位加力についておこなった.定変位加力では，多段積層ゴムの上端の左

右の鉛直方向の節点変位が等しくなるように解析した ただし，左右の鉛直車IDカの和

は一定とした0.12 。ω0.06 

Us 1m] 

図 4-8(e) a F，/ o u， 

0.03 

。
。

さらに，第 2輩で述べた加力方法の遠いによる水平復元力への影響を調べるため，

定荷重加力では，多段積層ゴムの左右の上端定荷重加カによる解析もおこなった

に作用する鉛直軸力を一定に保持するほか，特に制約条件は付けていない との結果，
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鉛直軸力と水平復元力から曲げモーメントが発生し，多段積層ゴムの上端を回転させ

ることになる.なお，解析では，曲げモーメントの釣り合いから，要素積層ゴムの剛

性マトリ ックスの竺の項を，
(7lI

S 

として言十算した

4・5・2 解析結果

( 1 )安定板の曲げ剛性の影響

。1M I ( ;)F. _ _ i 
瓦~ = 2l ;)II~ 1 +ぺl (4・12)

図4-10に多段積層ゴムの変形特性と各段の層間変位(多段積層ゴムの水平変位 30，

60， 90および 120cm)を第 2章の実験結果と比較して示す.安定板は PL-22をチ

ャンネルで補強した基本モデル， PL-22のみ， PL-16のみの 3種類である.

図 10(b)の解析から求められた変形特性と図 10(a)の実験結果は，良く一致してお

り，安定板の曲げ剛性が，基本モデル， PL-22， PL-16と低下するにつれて，多段積

層ゴムの安定板の変形と婆素積層ゴム柱の変形に曲げ変形の影響が顕著になること

が解析からも示された.

さらに，図 10(c)の解析による層間変位も実験結果を良好に再現している.すなわ

ち，安定板の曲げ剛性が低下するにつれて， せん断変形が支配的な状態から曲げの影

轡が大きくなって多段積層ゴムの変形が段の中央部に集中することが解析からも求

めるととができている

図 4-11では盆多段積層コ.ムの水平復元力も安定板の曲げ剛性の低下により急速に

低下することが解析から示されている.

92 

基本モデル

PL-22 

PL-16 

図4-10(a) 変形特性(実験結果)
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(2 )加力方法の影響
60 

図 4-12は基本モデルの水平変位 0.3mまでの復元力特性で，定変位加力と定荷量50 

加力(図中それぞれ RotationfixedとRotationfreeと略記)の実験と解析の結果で
M…ν該プ〆

グ戸..... ¥Cal山 laled

40 

定荷重加力の多段積層ゴムの水平復元カは.定変位加カと比較して，小さくある.30 
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4・6 結語

要素積層ゴムの解析モデルを回転拘束度による水平復元カへの影響を考慮できる

はり要素と仮定し，その剛性マトリックスの各要素がせん断ひずみのみに依存する形

式として，それらを二紬偏心試験装置による組み合わせ加カ笑験から決定した 多

段税局ゴムのモデル解析から水平復元カ特性と変形特性を求めた結果，以下のことが

わかった

(1 )多段積層ゴムの変形特性と水平復元力特性の解析結果は，実験結果を十分に再

現できた 従って，要素税局ゴムの力学特性を組み合わせ加力(せん断 ・回転 ・軸の

各変位)試験で確認できれば，その要素積層ゴムと種々の曲げ岡11性を有する安定板か

ら構成された多段積層ゴムの復元カ特性を本提案の手法を用いることにより解析的

に求めることが可能である.

(2 )特に，多段積層ゴムの安定板の曲げ剛性が比較的高い基本モデルと PL-22モ

デルについては， 本章で提案した要素積層ゴムの解析モデルを用いることによって，

十分精度の高い解析結果が得られた.また，多段積層ゴムの安定板の曲げ剛性は設計

上，極端に低くすることはない.これらのことから，本提案の解析手法は実用設計上，

有効であると考えられる.

(3 )解析結果が実験結果をほぼ再現することにより，安定板の曲げ剛性が要素積層

ゴムの曲げモーメントによる回転を拘束するに十分でない場合，要素積層ゴムが回転

し結果として，多段積層ゴムの水平復元力を低下させるとの予測の妥当性が検証され

た

(4)ただし，安定板の剛性が低下するにつれて，解析結果の再現精度が低下してい

る点を考慮すると，本解析手法の適用限界は PL-16モデル程度までと忠、われる.こ

の精度低下の原因については主として.非線形はり要素モデルの剛性マトリ ックスの

要業決定の際の仮定(微少回転，線形近似)に起因していると考えられる.特に，剛

JM ， JF. 
性マトリックスの ーーと --1 は， M-e特性と弘一θ特性を微小回転角変化 (0-

Je Je 

O.Oll'ad)で線形近似しており ，解析精度の低下の要因になっている可能性がある

M-θ特性では，回転角度が大きくなるとl曲げモーメントが飽和していく傾向が認め

られ，線形近似の誤差が大きくなっていると推定される.

98 

さらに精度を高めるためには，前述の非線形性を考慮した解析モデルを開発する必要

があるとj忠われる.
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第5章 多段積層ゴムの制振装置への適用

5 • 1 はじめに

風や地震による高層建物の振動を低減する目的で，市l振技術の開発が近年急速に進

んできた.市l振技術開発の中で最も注目されているのが，マスダンパによる制振であ

る.マスダンパとは，いわゆる動吸振器と呼ばれいるもので，建物屋上階近傍に建物

の固有振動数に同調させた質量比 1%程度の副振動系を設置し.高1)振動系を共娠させ

その慣性力により建物に減衰力をあたえるものである わが国では.1986年3月に

竣工した「千葉ポートタワーJ (千葉市)に設置されたマスダンパ (XY運動機構を

用いたマスダンパ)が最初の実施例である(日} その後，直方体水繕を用いたマスダ

ンパが「ゴールド夕ワ一J (香川県多度津町)に実用化され(件ら劫，多層円筒y水K槽を用

いたマス夕ダ。ンパが「償浜マリン夕ワ一J (横浜T市行)などででt実験され(何5..1め).XY運2弱動U幼j機構

を用いたマスダンパが「福岡夕ワ一J (福問市)に用いられている(骨5ふ-“4白.1

ところで，序論でも述べたように，高層建物制振用マスダンパは，数 10tonから

100ton 程度の質量を周期 2~6 秒3 振幅 1m 程度で振動させることができ，しかも，

J事機をできるだけ小さくし，通常の階高内に収まる形状のものでなければならない.

したがって，実用性のあるマスダンパの構造はかなり限られたものになると恩われる.

多段積層ゴムの制振装置への適用で=は，第 2章で低剛性，大変形吸収能力が実現で

きることを実証した多段構造の積層ゴムを，質量効果型市1)振装置(マスダンパ)に適

用することを試み，実用化研究を実施している

開発は 2種類のマスダンパについて実施し，忌初に，パッシプ型i倒振装置の実用化

研究をおこなっている.開発の第 1段階では.基{礎研究として，実大タワーの風によ

る振動低減を目的としたs 振動質量 25t011，周期 3秒，変位吸収能力 1.2mのマスダ

ンパを設計し，この縮尺比 1/2の実験モテリレによる振動実験を通じて，マスダンパの

制振特性を検討している.

つづいて.超高層建物用ハイブリットマスダンパの実用化研究をおこなっている.

実用化されたハイブリ ツトマスダンパは，娠動質詰 200tonを， ()基の多段償問ゴム

で支持し，固有周期 3秒，変位吸収能力 1mを確保している.アクチュエータは油圧

式で最大制御力は 294kNを有している.ハイブリットマスダンパは，地ヒ試験後.
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地上質量 40000tonの超高層建物に設置され，加振試験により制振性能が検証された.

さらに、設置後，風 -地震応答観測をおこない制緩効果が実証されている

102 

5 . 2 多段積層ゴムを用いたパッシプ製制振装置の開発

5・2・1 まえがき

本節では，実大タワーに設置を想定した多段積層ゴムを用いたマスダンパの 1/2ス

ケールモデルを製作し，方日振試験，静的加力試験を通じて振動特性を検証している.

実験では，マスダンパの固有周期の入力振幅依存性を調べたほか，安定板による高

次モードの振動特性，鉛直方向の応答倍率などを測定した.さらに，マスダンパの振

動解析用モデルとして，多自由度系モデル. 1自由度系モデルを提案し，実験結果と

の比較をおこなっている つづいて，マスダンパの静的加力試験から多段積層ゴムの

水平復元力特性を実誤IJし，加振試験の固有周期から求められた水平復元力特性と比較

している.このほか，実大マスタ。ンパーのifjlJ振性能を解析モデルから検討を加えてい

る.
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5・2・2 多段積層ゴムを用いたマスダンパの基本惰造

本マスダンパは，図 5-1に示すように.免震装置として用いられている積層ゴムを

安定板を介して多段に積み重ねた多段積層ゴムによって鋼製質震を支持する基本構

造をもっている したがって，質量の変位は多段積層ゴムのせん断変形によって与え

られるため.基本的には，摩擦のない構造である また，安定板の各段の聞にはオイ

ルダンパが取り付けられている.各段での相対変位はあまり大きくならないためp 汎

用のオイルダンパを用いることができる(実際には，このオイルダンパによって多少

の摩擦が導入される)

Laminated 
rubber 
element 

図 5-1 多段積層ゴムを用いたマスダンパの基本構造

本マスダンパは，このようにl掌僚を非常に小さくできる桃造を持つため.一次回布

周期が6秒程一度の趨高層建物にも適用が可能であり(建物の固有周期が長周知lになる

と風による振動の加速度は非常に小さくなるため，低加速度から作動し始めるマスダ

ンパでなければならない).作動時の騒音が小さいなどの長所を有している
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本マスダンパの周期の誠整は.多段積層ゴムの段数の変更と質量の増減によってお

こなう.また.周期に異方性を持たせる場合には，多段積層ゴムの各段に補助コイル

ばねを装着する.周期の調整はとの補助コイルばねによってもおこなえる.なお，図

5-1では質量を 1基の多段積層ゴムで支持する場合が示されているが，質量が大きく

なると第 2寧の図 2-1 に示したように 2~4 基の多段積層ゴムで支持する構造になる.
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5・2・3 実験モデル

図5・2に示す実験モデルは.実大タワーの諸元を用いて設計した有効質量 25tのマ

スダンパのスケールモデルであり，要素積層ゴムの寸法が実大マスダンパのそれの

112となっている.ただし，頂部の質量(主質量)は，要素積層ゴムの商圧が実大マ

スダンパの場合と等しくなるように定められている.

実験モデルの主質量は銅製容器の中に鋼板を積み重ねたものであり，質量を調整で

きるようになっている 主質量は4500kg，安定板 1段当たりの総質量(安定板，要

素積層ゴムの合計)は 131kgである

1500 

。"冊3 

図5-2 実験モデル

実験モデルに用いられた要素積層ゴムを図 5-3に示す.要素積層ゴムの 1次形状係

数 SIは 30.6.2次形状係数 S2は2.91および傑準函圧oは 1.16.MPaであり.第 3.. 言

の実験結果より，通常の使用面圧下では水平岡11性の紬力依存性はない多段積層ゴム

は，各段 4個の要素税局ゴムを安定板を介して 12段に積み重ねたものであるまた，
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安定板の各辺に 2本， 1段あたり合計 8本のオイルダンパが取り付けられている.

ゴム・ 0.9 X 42=37.8 
織強板 0.3X41=12.J 

図5・3 要素積層ゴム

以上より，本実験モデルは，有効質量 5t，水平固有周期 2.0秒(いずれも一次モー

ドに対する値)を設計値としてもつものであった.なお，本実験モデルでは，多段積

層ゴムの高次の共振を防ぐために，ロッド(拘束口ツドと呼ぶ)を主質量および各安

定板の中心に帰入できる構造となっている.

図 5・4に大振幅振動実験中の実験モデルを示す

図5・4 振動実験状況
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5・2・4 実験結果と考察

(1 )実験の槻要

水平・鉛直二次元振動台を用いた正弦波加振実験をおこない，マスダンパの主質量

部の加速度および相対変{立を測定し，各入力振幅について共振周期と応答倍率を求め

た.また，安定板の加速度を測定し，その振!r[h特性を調査した.さらに，地震床応答

模擬波(秋田 .NS 波による固有振動数 0.5Hz. 減衰比 1%のI1~点系の応答加速度

波)を用いたJJ[J援実験もおこなった.

実験モデルの上述の拘束ロッドを装着した場合の実験をおこなったが，その結果は

拘束ロ ッドのない場合とほとんど同じであり，このような拘束ロ ッドは必要ないこと

が判明した.後述するように.オイルダンパでけで多段積層ゴムの高次の共振がほぼ

完全に抑えられたためである したがって，以下では，拘束ロッドのない場合の実験

結果だけを示すことにする.

(2 )水平振動特性

図5・5は主質量の共振曲線を示したものである共振振動数と応答倍率には入力依

存性があり，本マスタ.ンパの振動特性には若干の非線形性のあることがわかる.

そこで，入力振幅を順次変化させ，マスダンパの共振周期と共振応答倍率を求めた

のが図 5.6である 2mm以下の微小入力振幅においては，オイルダンパの摩僚に起

因すると考えられる共振周期と応答倍率の急激な低下が見られる.しかし.入力振幅

が 2mm以上では共振周期が入力振幅の糟大にともなって長周期になる傾向があるが，

入力振幅 25mmまでは設計値 2.0秒の土5%の範閤内に収まっている なお， 一般に

高層建物では振動の振幅が大きくなるにつれてその固有周期は若干長くなる傾向が

あり，本マスダンパの共振周期の同様な傾向は制振性能の向上につながる可能性もあ
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図 5-5 主質量の共振曲線
図 5-6 マスダンパの共振周期と共振応答倍率(ダンパ付きの場合)
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図ふ8は，安定板の各層間にオイルダンパを装着した場合と.オイルダンパを取り図5・7はすべてのオイルダンパを取り外した場合の共振周期と応答倍率の入力振幅

外した場合について.入力加速度 1.Om/s2一定の正弦波加振をおこない.各段の安定依存性を示したものである.共振周期は，図 5-6と同様に，入力振幅とともに長周期

板の加速度の加速度応答倍率を求めたものである.オイルダンパのない場合には，安化しており， 実験モデルに用いた多段積層ゴムの水平岡IJ性がソフトスプリングの傾向

定板と要素積層ゴムで構成される多質点系の高次モードの共振点が現れているが，オを持っていることを示している.一方，応答倍率は，図 5-6とは逆に，入力振幅の増

イルダンパのなる場合には，高次モードの共振がほぼ完全に抑えられている.この結加とともに大きくなっている この結果は，多段積層ゴム自体の減衰が振幅とともに

果より，多段積層ゴムを用いたマスダンパの設計に際しては，多段積層ゴムの高次モ減少する非線形特性を持っていることを示している.

一ドの振動を考慮する必要はないと言える.
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;町内INICC凡凡

;gvy v y ...， 
<';b.∞ 2.5日

図 5・9(a)，(b)は，本マスダンパの変位能力を検証するためにおこなった大変位振動

実験での，主質量の応答加速度と応答変位の波形である.この結果から.実験モデル

の変位能力は少なくても 0.6m程度はあると考えられる.したがって，実大マスダン

パでは 1.2m程度の変位能力を期待することができる，本マスダンパは大地震時にも

十分安全な変位能力を有していることがわかる.

(3 )鉛直娠勤特性

鉛直方向に入力加速度 1.0m/s2一定および 0.5m/s2一定の正弦波加振をおこない，

主質量の鉛直方向の加速度応答倍率を求めたのが図 5-10である.鉛直固有振動数は

入力加速度によらずほぽ一定の 13.5Hzであるが，加速度応答倍率は入力加速度振幅

が大きくなるにつれて若干小さくなる. この結果から求めた減衰比は，入力加速度

0.5m/s2の場合 8%. 1.0m/s2の場合は 10%である.
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図 5-10 鉛直方向の応答倍率

図 5-9(b) 主質量の応答変位
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んぷ止)= sgn(x)C，ぷF解析モデル5・2・5
(5-5) 

マスダンパの主質量の質量を mm.安定板 1枚あたりの総( 1 )多自由度系モデル

ここで. Cd=76.21kNs/m. m=1.5である.マスダンパの多自由度系質量を m.および i段目の安定板の変位を Xiとすると，

(NDOF) としての運動方程式は，式(5-1)のようになる.

(5・6)frrAx) = sgn(x lrf 
Inmx" + f(xn -XfI_).止，，-X，，_I) = 0 

In，;ii + f(Xj -Xi_l， X;-Xi_l)ーj(Xi+I -X" Xi+l-Xi)= 0 ここで， ι=46.0Nである.

(5ー1)(i =l ~n-l) 

0-10 O. 02 0-06 

DISP門

ロロ
.
D
V

ロロ・
-
v
N

ロ
ロ
・
田

z
x
u
u
z
ロ
L

ただし，

(5-2) f(x..'c) = k(X) +ん(止)+ん(止)+f/d(土)

ここで. fkr(坊とふ(X)は，多段積層ゴム 1段あたりの要素積層ゴム 4個の復元力と滅

-0.06 -0_ 10 

また.kd(X)とffd(X)は，同じく 1段あたりのオイルダンパの減衰力と摩棟力

実験より.多段綴層ゴム 1段あたりの要素積層ゴムの復元力 fkr(X)と減衰カ九(x)を

衰力を，

である

α3 

ロ
ロ
・
甲
刊(5-3) 

次の式(5-3)と式(5-4)で近似する.

五(x)=叩叫
ロ
D
D
4
v
'

α=0.2. XQ=O.0026mである.図 5ー11に式(5-ここで，ら=43.48kN， ko=580kN/m， 

解析モデルの多段積層ゴムの復元力特性(1段当たり)図 5・11
3)によって表せる多段級層ゴム 1段あたりの積層ゴムの復元カ特性を示す.

実験結果より，多段積層ゴムの高次モードの振動は発生せず.(2) 1自由度モデル
(5-4) 制止)= c.バーsgn(X)Cmお["

一次モードが支配的であることが判明しているため.本マスダンパの振動を簡単な l

自由度系 (SDOF)で表すことができる.そこで _.次モードでの多段積層ゴムの変
ここで，Cr=1.09kNs/m， crm=466Ns/m， 11=1.8である.

形形状を直線で近似し(この近似の妥当性は，拘束ロッドのある場合とない場合とで
オイルダンパの減衰力 fcd(X)と摩燦力 frd(X)をそれそ、れ式(5・5)，(5-6)で近似する.

実験結果に違いがなかったことからも明らかである)，主質量の床面からの変位を x



とすると，次の式(5-7)がえられる.

m，;， + j(xln， illl)=O (5-7) 

ただし，

1Il，; = mm + m，(1l + 1)(211 + 1)/(6n) 

ここで. nは多段積層ゴムの段数である.また.fは式(5-2)で与えられる.

式(5・7)は.1自由度系モデルの場合のマスダンパの復元力および減衰カの特性式が

多自由度系モデルの場合の l段あたりの特性式と等価であることを示している.

( 3 )解析結果と実験結果の比較

図 5-12(a)は，前述の地震床僕擬応答波を入力した場合の主質量の応答加速度と応

答変位について，実験結果と多自由度系モデル. 1自由度系モデルによる計算結果を

比較したものである.また，図 5-12(b)は，安定板の応答加速度について，同様に実

験結果と多自由度系モデルによる計算結果を比較したものである (a)， (b)いずれの

場合弘多自由度系モデルによる計算結果は実験結果と良好な一致を示している.ま

た. 1自由度系モデルと多自由度系モデルの差はほとんど見られない.

既に述べた図 5・6，図 5々 には多自由度系モデルと 1自由度系モデルの両者による

計算結果が，また，図 5-5，図 5-9には 1自由度系モデルによる計算結果が示されて

いるが，これらの結果はすべて実験結果とよく一致している.

以上より，本マスダンパの振動解析には，多自由度系モデルはもちろんのとと. 1 

自由度系モデルで実用上十分な解析ができることが示された.
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(b) 安定板の応答

図5-12 地震床応答模擁波入力に対する応答



この原因については，安定板の曲げ変形による要素積層ゴムの回転と主質
静的加力試験5 • 2・6

っている

量自体の回転が考えられる.要素積層ゴムによる復元力特性は.理想的な多段積層ゴ
ここでは，実験モデルの静的加力試験による復元力特性を示す.試験では，図 5-13

ムの特性であり，安定板の則性をこれ以上大きくしても，復元カ特性の変化がわずか
に示す加力装置を用いて，実験モデルの主質量を油圧アクチュエータに連絡し，多段

積層ゴムを変形させ，荷重ー変形特性を測定した主質量は 4500kgで加振試験と同じ

とし，変形は O.6mまでとした 加力は 1mm/s程度でほぼ静的と考えてよい
であることがわかる.

この結果訊1)定結果を加娠試験からえられた復元力特性と比較して図 5-14に示す
30 

から明らかなように.静的加力試験による復元力特性は，力日振試験の固有周期から求

25 
められた復元力特性にきわめて良く 一致している.したがって，多段積層ゴムの振動
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特性は.静的加カ実験の復元力特性から正確に求められることが示された.
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図5・15は，要素積層ゴム試験から求められた復元力特性を，荷重を 4f音，変イ立を

12倍したもので安定板が十分剛な場合の多段積層ゴムの復元カ特性である.なお，

要素綾層ゴムの試験では，鉛直軸力として llkNを載荷させ，かつ上下のフランジを

0.3 0.4 0.5 
Ho円加川副 Disp.(ml

要素積層コ'ム試験から求められた多段積層ゴムの復元カ特性

0.8 0.7 0.6 。2

図 5.15

常に平行に保ちながら水平復元力特性を測定した.要素積層ゴム試験から求められた

復元力特性は，直接，多段積層ゴムの加力試験から測定された復元カ特性と水平変位

O.3m 程度までは一致しているが，それ以上では.直接測定した結果の方が小さくな
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実大マスダンパも，実験モデルの場合と同犠に.微小振幅における共振周期と応答倍実大マスダンパの制緩性能について5・2・7

E容に急激な変化が見られるが，この範囲の入力振幅は，実大タワーの制振の場合には有効質量(上述の mm')25t，設計固有周期 3.24秒の実大マスダンパを 1次固有周

問題にならないと考えられる また，共振周期は，入力振幅が 40mmまでは設計周期 3.22秒の実大タワーに取り付けた場合の制振性能を，マスダンパとタワーをそれ

この入力振幅 40mmは，実大タワーの加速度に換期の土5%の範囲に収まる.なお，ぞれを 1自由度系とした 2自由度系モデルによって解析した.実大マスダンパの復元

算すると 0.15cm/s2となり，相当な強さの風による振動に相当する.カ特性ならびに減衰力特性などは，実験モデルの特性から相似則にしたがって定めた.

図 5-17は，実大マスダンパを設置した実大タワーが正弦波入力を受けた場合の応また，実大タワーは，質量 2500t，固有周期 3.22秒，臨界減衰比 0.5%の 1質点系で

答倍率を，入力加速度別に求めたものである ただしp この入カ加速度は，実大タワモデル化した.

ーの単位質量あたりの強制外力を意味してしている.図には，このほかに，同じ質量実大マスダンパの共娠周期と応答倍率の入力振幅依存性を図 5-16に示す.図より，

比で線形なばねと減衰をもっ理想的なマスダンパを最適調撃した場合の応答と，マス

ダンパを設置していない場合の応答が示されている.なお.この実大マスダンパは，
o
o
-
a
 

入力加速度 0.01m/s2の場合に最大の制振効果をえるように調整してある.この結果

より，設計基準の入力加速度である 0.01m/s2では理想的なマスダンパに近い制振性

川月 100

I ¥判 ITHOUT

能を示すが，それより，弱風の場合あるいは強風の場合には，マスダンパの非線形な

特性のため制振性能がやや低下することがわかる.
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5・2・8 まとめ

多段積層ゴムを用いたマスダンパの振動特性についての知見をえるために実験モ

デルによる振動実験をおこなった.また，実験結果に基づく解析モデルを構成した.

さらに，解析モデルを用いて実大マスダンパの制振性能についても検討した

振動実験からえられた結果をまとめると以下のとおりである.

(1)正弦波加振実験から，本マスダンパは，微少変位入力でも応答し制振効果を期

待できることがわかった.ただし，共振固有周期は，入力振幅の糟加とともに，長く

なる傾向が認められた.実験モデルの応答倍率は，オイルダンパ装着時には.入力振

幅により僅かに減少する傾向を示した これに対して，オイルダンパを取り外した場

合は，入力振憾の増加とともに応答倍率は大きくなった.このことから，多段積層ゴ

ムの等価減衰定数は振幅に依存しかっ減少することがわかった

(2 )拘束ロッドは，多段積層ゴムの安定板の高次モードの変形を抑制するために，

必要と考えたが，実験結果より，通常の使用状態では不要であった.また，解析モデ

ルは， 1自由度モデルで十分な精度がえられることがわかった.

(3)静的加カ試験より求められた多段積層ゴムの水平復元カ特性は，加振試験から

えられた水平復元力特性と一致した.このことから，多段積層ゴムを用いたマスダン

パの振動特性を，多段税局ゴムの静的加力試験から求めるととが可能であることが示

された

(4)要素積層ゴムから求められた復元力特性と，多段積層ゴムの実測値を比較する

ことにより，本マスダンパに用いられた多段積層ゴムの安定板は十分剛であることが

わかった.このことから，本マスダンパの固有周期の振幅依存性は，主として要素積

層ゴムのゴム材料のせん断弾性係数の非線形性に起因することがわかった.したがっ

て，マスダンパの固有周期の振幅依存性を小さくするためには，ゴム材料の非線形性

を改良することが必要であることが示された.

(5)実大マスダンパの制振性能は，固有周期の振幅依存性により，入力加速度に依

存し変化することがわかった したがって，風応答の場合，風速により制娠性能が変

化するので，マスダンパの設計では，この点を十分注意する必要があるととがわかっ

た

122 

5・3 多段積層ゴムを用いたハイブリット型制振装置の開発

5・3・1 まえがき

マスダンパの制振性能は，振動数比が決まれば質量比で決り.性能を向上させよう

とすると質量比を大きくしたり，また，建物の高次モードの振1fi}Jを抑制するためには，

高次モードの固有振動数に同調させたマスダンパをモードの11ftにあたる階ごとに設

置する必要がある

質量比 1%でも通常の高層ビルでは数 100lonにもなり質量比をこれ以上大きくす

ることはあまり現実的でない.さらに，高次モードの振動を制御するために各モード

の固有振動数にあわせてマスダンパを複数基設置するもの同様にあまり実用的でな

い.このような問題点を解決するために開発されたのが，ハイブリットマスダンパで

ある これはアクチュエータを用い外部からエネルギを供給し，副振動系の↑貫性力を

より大きくし建物への減衰力を高めて，稿11振性能を向上させるものである.さらに，

制御システムを適宜設計することにより，建物の高次モードの振動まで制御すること

ができる.ハイブリットマスダンパにはこのように数々の利点がある しかしながら.

大地震などの大きな外乱に対しても十分な制振性能を発揮させようとすると，制御力

やマスダンパの変位が極端に大きくなってしまう問題点があった.

ととでは，これらの問題を克服するため，風や小地震ではアクティブ制御を，中お

よび大地震ではアクチュエータから制御力を発生させないパッシプマスダンパに切

り換えるアクティブパッシブ切り換え型ハイブリッドマスダンパを開発実用化して

いる さらに，アクティブ制御時に制振効果を最大限発揮させるため，外吉Lの大きさ

によって(実用上は，マスダンパの変位や制御力によって)フィードパックゲインを

切り換える可変ゲイン制御則も開発し有効性を確認している.

J23 



5・3・2 ハイブリ ットマスダンパの機要

今回開発されたハイブリットマスダンパが設置された建物は図 5-18に示すように，

地上重量が 40000t0l1の高層部が南北に張り出したT型の特徴ある形態をした超高層

建物である 南北方向に8階以 tが 13層にわたって 19.2mの張り出し部を持ち，東

西方向に建物高さ/幅比が5:1とスレンダーな形状をしている.このため，強風時と

地震時の振動を抑制し居住性を向上を目的にハイブリットマスダンパが屋上に設置

された(5.:;)-(5.7).

図5-18 制振装置を設置した高層ビル

制振装鐙は，図 5-19に示すように屋外型 (W18mxD6.5m XH4.5m)で， 6基の

蓄熱槽の質量を利用している可動質量は 194.9tで，建物の 1次モード質量の 0.65%

に相当する.この質量を 6基の多段積層ゴムで支持し，水平方向に土1mの変形能力

をもっ，原理的に摩擦のない支持機構を実現している.

Heat strage tank 

Instrument 
and control system 

図5・19 ハイブリットマスダンパ

アクチュエータには，地震時に瞬時的に大きな制御力が発揮できる油圧アクチュエ

ータを採用した.この油圧アクチュエータは 1本あた り147kNの他力を有し各方向

に2本用いている.この他油圧システムは. 24001iterの容量のアキュームレータ，

出力 30kWの油圧ポンプ4台と llkWのパイロットポンプ1台，各方向 2台のダン

パブロックから構成される 表 5-1に制振装置の主な仕様を示す

表 5・1 ハイブリットマスダンパの主な仕様

可動質五'b:ton) 194.9 最大減衰力(kN) 588 

固有期j吹田c) 3.0 油圧政出力(kW) 131 

品大1ト目。(m) 士 l ソ).j'b圧力(MPa) 13.7 

最大制御力(kN) 294 rh-iIレ-9容量(m3) 2.4 

制御方式として，アクティブ・パッシブ切り換え方式を採用し，アクティブモード

ではコントローラを建物の 1次モードと 2次モードを振動を制御対象とし最適レギュ

レータ理論に基づいて設計した.さらに，地震や風による外乱に応じてフィードバッ

クゲインを切り換えより強い外乱までアクティブ制御が可能なように開発された可



変ゲイン制御を採用した.パッシブモードでは， 時計j振装置の応答変位によって減表を

切り換えられるようにし，どの強さの外乱においても制振性能がえられるようにした.

これらの制御方式を採用することにより強風 ・中小地震から大地震まで制振装置を稼

動させることが可能となった.

5 . 3・3 建物の勤特性

常時微動説IJ定，制振装置を用いた強制振動試験と自由振動試験ならびに地震応答観

測結果より求めた建物の周有周期と減衰定数の一覧を表 5-2に示す.さらに，地震応

答観測結果より解析的にえられた建物の 3次モードまでの国有周期と減衰定数を表

5-3に示す.

表 5-2 建物の闘有周期と減衰定数

間有周期(5ec) 等価減議定数

五プ'Jf古] Y方向 l次

加速度 加速度

l次モード 2次モー ド (cm/5') 1次モード 2次モード (c皿1.') X方向 Y方向

設計値 2.96 0.99 2.97 0.92 0.02 0.02 

常時微動 2.29 0.76 -0.1 2.50 0.75 -0.1 

自由挺動実験 -8 -8 0.014 0.006 

強制援動実験 2.44 0.83 -20 2.60 0.77 -20 0.010 0.010 

93.10.12地震 2.38 0.82 -10 2.56 0.76 -12 0.012 0.006 

表 5-3 建物の同定値

X方向(長辺方向) Y方向(短辺方向)

間有周知l 等価減衰定数 閤有間期 等価減衰定数

(sec) (%) (sec) (%) 

1次 2.38 1.2 2.56 0.6 

2..i}; 。噌87 2.0 0.76 1.4 

3次 0.37 1.2 0.38 2.0 
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5・3・4 システム同定試験

制娠装盤の設箇に先立ち，各種デバイスの単体試験と，制振装置の地上試験(図

5・20)を実施した.デバイス試験として，多段積層ゴムの加力試験，油圧シリンダの

推力測定試験および、アキュームレータの耐圧試験をおとなった.単体試験後，制振装

置を地上で仮組し，パッシプモード時の特性を把握するため，自由振動試験による後

述のダンピングユニットの性能確認を，アクティブモード時の特性を確認する目的で

制振装置の同定をおこなった.

図 5-20 地上試験

( 1 )多段積層ゴムの特性試験

多段積層ゴムは，コ'ム官官直径 250mm，コーム厚さ 2.2mmの天然ゴム系ゴムシート

を40枚積層した要素積層ゴムを 1段あたり 4個用い9段積み重ねたもので，積載荷

重 323kN(33tf) に対してs 周期 3秒の水平剛性と 1mの水平変位吸収能力を持つ

ように設計した.要素積層ゴムの 1次形状係数 SIは 28.4，2次形状係数 S2は 2.84

および標準面圧oは 1.65MPaであり，通常の使用状態では水平岡IJ性の面圧依存性は

ない.多段積層ゴムの形状を図 5-21，仕綴を表 5-4に示す多段積層ゴムの安定板に

は厚さ 19mmの平鋼を角形鋼管で補強したものを用いた.多段積層ゴムの復元力特

性ならびに減衰特性を把握するため静的加力試験と自由振動試験を実施した.静的力日
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力試験では，積載荷量 33tfに相当する鋳鉄製重りを多段積層ゴムに織荷し水平変位

1mまでの復元カ特性を測定した図 5-22は多段積層ゴムの復元カ特性である多段

積層ゴムの減衰特性は，入力加振による自由振動実験から求めた.測定より求められ

た多段積層ゴムの等価減衰定数は 3%であった

ド rl T 

E守 7 
了[ 丁

丁 T 。。。、てf

ー可[ Cず、 寸-，...... 

T 

ー ーー ー:J

T ----・ー

ロ1700 r町、』、

口2200

図5-21 多段積層ゴム

表 5-4 多段積層ゴムの主な仕様

定格積載質量(ton) 33 

水平方向ばね定数(kN/m) 1.43X105 

鉛直方向ばね定数(kN/m) 2_lOX 108 

水平方向許容変位(m) 1.0 
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(2 )泌圧システムの概要

本制振装置に用いられた油圧システムは，油圧シリンダ，油圧源，アキュームレー

タ，サーボ弁およびリリーフ弁とチェック弁を組み合わせたダンピングユニットなど

から構成されるー図 5-23は本アクティプ制振装置に用いられた油圧回路図で，切換

弁(図中サーボ弁のすぐ上にある)の開閉により.アクティプ・パッシプ切換え方式

を実現している.また，作動流体は，難燃性作lI!IJ流体の水ーグリコールを用いた.

( 3 )パッシブモート時の特性試験

パッシブモードのとき，制振装置に減衰力を発生させるためのリリーフ弁の特性を

自由振動試験より確認した.試験では，制振装置をあらかじめ変位させたのち，パッ

シプモードに切換え自由振動させた.図 5-24は， リリーフ弁を開放にしたときの実

測とシミュレーションとの比較である.両者はよく一致しており適切なモデル化がな

されていることがわかる また，リリーフ弁は全部で 3個用いており，設定圧力は3

段階にとることができ，パッシプモードのとき，減衰力を可変にできる.
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図ふ22 多段積層ゴムの復元カ特性
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図 5-24 ダンピングユニットの減主主力特性

図5・23 油圧回路
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(4 )アクティブモード時の特性試験

図 5-25に，サーボアンプに供給する制御電圧から，常fj振装置変位，速度，加速度

および油圧アクチュエータ制御力までの伝達関数を示す 図中の破線は，各要素の単

体試験よりえられたパラメータを用い，油圧システムを 1次遅れ系で近似した場合の

計算値であり，実験値とよく一致している.

Kd= 2.0 v/問

KI= 2.Q4Xl0-s v/N 

図 5-25 制振装置の伝達関数

一-S i聞ulation
o Exper i ment 
(Y direction) 

このとき，制振装置のドリフト防止と加速度波形の高調波成分を抑制するため，変

位および荷重をマイナーフィードバックした.変伎と荷重のフィードパックゲインは

以下のように定めた.

Kd=2.0(V 1m) K
1
=2.04 X I 0-6(V /N) 

図 5・26は，市fj振装置を大変位で連続稼動させた時の，市fH辰装置のシステム圧力の

変化を測定結果とシミュレーション結果とで比較したものである両者は非常によく

一致しており，油圧システムのモデル化が良好になされていることが確認された
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図ふ26 正弦波加振試験(油圧システムの同定)
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5・3・5 振動制御]試験

( 1 )制振システムの概要

アクティプモードの状態フィードパック制御では，状態量として，建物の 1次モー

ドと 2次モードの変位，速度，伽!振装置の設置階との相対変位，相対速度およびアク

チュータの制御力を用いる.これらの状態量は.図 5-27に示すように，建物の 1階，

6階， 10階， 16階および屋上階の設箇された振動センサ(5-8)と油圧アクチュエータに

内蔵された変位センサとロードセルより測定されたデータをもとに計算される建物

の 1次モードと 2次モードの変位と速度は，各階の地表面との相対変位と相対速度か

らモーダルフィルターにより算出される 制御では，後述のように，制振性能の異な

った 2組のフィードパックゲインを用意し，システム圧力， 制振装置変位および制御

力をもとにファジー推論を用いゲインを切り換えている.

図 5-27 flIil振システムの概要

なお，制御用計算機には， 32ビット CPU(80486DX)を積んだファクトリコンビ

ュータを用いた 制御時のサンプリング間隔は. 10msである
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各階に設置された加速度センサの測定値，屋上階に設鐙された風向風速計の測定値

および制振装置の状態(稼動，故障など)は，地下階に設置された防災センタで，常

時監視できるよう忙なっている.

地震外乱に対するトリガは， B5階および 1階の加速度とし，風外吉しに対するトリ

ガは，慶上階および 16階の加速度とした 制振装置は，外乱および応答がいずれも

0.02m/s2になったとき制御を開始し，建物の応答加速度が，0.02m/s2以下でかつ，制

振装置の変位振幅が 0.1m以下になったとき，制御を中止する

(2 )制振性能の確認

屋上階に設置した制振装置(図 5-28)を起振機として用い建物を加振した後目制御

をおこなって振動を抑える試験をおこなった.加振は，正弦波加振で振動数は建物の

1次モードおよび2次モードの固有振動数とした.フィ ードパックゲインは建物の見

かけの減衰を基準に 2組のゲインを用意し，減衰が大きいものをゲイン 1とし，減衰

が小さいものをゲイン 2とした.試験では，ゲイン 1として，建物の 1次モードと 2

次モードの減衰がともに， 7%. 10%および 15%に相当するものを用いた.また，ゲ

イン 2は，建物の l次モードと 2次モードの減衰をともに 4%にするものを採用した.

図 5-29は，建物を l次モードの固有振動数で加振した後，自由振動させた場合と，

加振した後に制御をした場合の，短辺方向 (y方向)の応答である 自由振動では，建

物の減衰が小さいため <0.6%)加振終了後 2分以上経過しでも振動が継続しているが，

制御をおこなった場合はいずれのゲイ ンでも，力[J振後数波で振動が収束している 図

5-30は，建物を 2次モードの固有振動数で加振した場合の応答の例である これよ

り，建物 2次モードの振動に対しでも，アクティブ市11振装置が有効に機能しているこ

とが確認された.
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表 5・5 伽l振装置の安全対策
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項目 制御モード 自動復帰の可否 防災センタ表示

1 油温異常上昇 PMD3 不可 システム断 |

2 液蘭異常低下 PMD3 不可 シスァム断

3 シスァム圧力異常 PMD3 不可 シスァム断

4 ダンパプロック温度異常上昇 PMD3 不可 シスァム断

5 油圧源動力異常 PMD3 不可 シスァム断

6 シリンダセンサ異常 pνfD3 不可 シスァム断

7 振動計器(1)シスァム異常 PMD3 不可 シスァム断

8 制御用計算機異常' PMD3 不可 シスァム|新

9 制御信号線異常 PMD3 不可 シスァム断

10 !IiIJカ系電源停電 PMD制御 ロI

11 制御系電源停電 PMD制御 可

12 無停電電源電圧異常 PMD3 不可 シスァム断

13 予事雷 PMD3 不可 シスァム断
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図 5-29 制御試験結果 (1次モード固有振動数JJ日振 Y方向)

1st Mode (Y:O，42地)

(3 )安全対策

本制振装置では，表 5-5のように発生しうる故障を，油圧系，振動計'iJl!1(センサ)

系，制御系に分類し，これらの故障や障害が発生した場合，市IJ御を中止し，パッシブ
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モードに切り換えることにした制振装置の運用開始に際しては，事前にこれらの故

障や降筈を意図的に発生させ安全装置が確実に機能することを確認した.
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5・3・6 シミュレーションによる制娠効果

(1)制御方式の概要

本制振装置では，図 5・31にその概念を示すように，アクティプ ・パッシブ切り換

え方式，可変ゲイン制御則を適用し，さらにパッシプモード内での減衰力の切り換え

など，制御においていくつかの切り換えをおこなう.

Non-∞n廿ol1ed

PMDlimit 

Aルffilimit

Ground a∞. 

Ground acc.∞nsidered 

図 5-31 ハイブリッドマスダンパの概念

(2 )可変ゲイン制御則

アクティブ制御では，より大きな外乱までアクティブ制御を続けるために可変ゲイ

ン制御則を適用する.使用するフィードパックゲインは 2種類(制振効果の高い方を

ゲイン 1，低い方をゲイン2とする)でファジ一切り換えをおこなう.切り換えは，

システムの能力を表す指標と してマスダンパ変位)(d，システム圧力 p"システム圧力

に対する負荷圧力(制御力 pρ の割合 pJ!p，をもとにおこなう 図 5・32に制御領域

のファジ一分割を示す ここにゲイン 1での制御を f!，ゲイン 2での制御を f2とする.
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/ 
PL/Ps 

Ps 

図 5-32 領域のファジ一分割

( 3 )アクティプ・パッシブ切り換え則

Xd 

アクティブからパッシプへ.およびパッシブからアクティプへの切り換えはシステ

ム圧力とマスダンパ変位に注目し，以下の条件でおこなう.なお，市1I御力に関しては

そのまま飽和させて制御を続けるものとする.

if( ps<pr) 01' (x，，>DA) then Active mode→Passive mode 

if( ps>P什py)and (x" < DP for 2.5sec) then Passive mode → Active mode 

ここに.prはシステム圧力の下限値， pyはアクティブパッシプの切り換えが頻繁に起

こらないように定めた圧力のマージンである.

(3 )パッシブモードでの切り換え則

パッシブモードで=考慮すべき作動限界はマスダンパ変位のみである.切り換えはク

リスプ切り換えで，その概要を図 5-33に示す.設定圧力すなわち減表力の小さい順

に P..P2. P3とし，切り換えの判断に用いるのはマスダンパの相対変位X8・変位方

140 

向の速度らの 2つを用いる.切り換え条件は以下に示す通りである.

①(X
g 
> DPl) or ((xg > DP2) and (土g> VP2)) 

②(X
g 
> DP3) or ((ろ >DP4) and (ろ>VP4)) 

③(x， > DP5) and (i， > VP5) 

④(X
g 
< DP6 for 2.5sec) 

⑤(( x
g 
> DP7) 01' ((ろ<VP8) and (x， <AP8)) for 10.Osec) 

図 5-33 パッシプモードでの切換え

( 5) シミュレーションによる制振性能の解析

図 5-34は十勝沖地震の八戸波に対する制振性能で，小外吉しに対しては強い制御を

おこない，外乱が大きくなるにしたがって極端に性能を劣化させることなく制御をし

ていることがわかる

図 5-35は，風外乱に対する待1I振性能である.解析は建物の短辺方向(南北方向)

で風と直角方向の振動を考えている.風外力は建物モデルの風洞実験から動的天秤法

を用いて解析をおこない，建物の 1.2モードに対するモード外力として与えている.

本制振装置はアクチュエータが大容量であり，再現周期 500年までの風に対する応答

を考えてもほとんどパッシブモードに入るととはなく，建物の最上階加速度を l"ms

値で常に 50%程度に抑制することが可能である.
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風・地震観測結果

図 5-36は風に対する応答である.上から制御モード，屋上階での風速.Y方向の屋

5 • 3・7

マスダンパ変位，制御力である.建物の形状から X方向の風による揺上階の速度，

この観測例では，非市l振状態(待機状態)かられは Y方向と比較して非常に小さい.

約 50 秒すぎにマスダンパが制御状態に入っており，制御開始後マスダンパが 2~3 ス

トローク動いただけで‘建物振動をほとんど抑えてしまっている
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いる時の*印は非稼働時の結果を示している.観測結果は，意図的にハイブリット

マスダンパを停止させて比較している訳ではないので，厳密な意味での比較とはなっ

ていないが，ハイブリットマスダンパ稼働直前の状態とは比較できる.この観測結果

からも，ハイブリツトマスダンパの制振効果を検証することができる風向別には，

N方向の風により建物が振動し易いことがわかった.

図 5-39は，風向 Nの建物短辺 (y)方向 21階の絶対速度と風速の関係を非制振 (非

稼働)時と市IJ振(稼働)I!寺別に回帰分析したもので，この解析結果からは.ハイブリ

ットマスダンパの稼働により鐙物 rms絶対速度を約 30%低減していることがわかっ

た

ただし，先にも述べたとおり ，この結果は強風時にハイブリットマスダンパに停止

させた訳ではないので，実際の制振効果は，この結果より大きいものと推定される.

lateral direction 
0.5 

ロ

i 0.4 

5Cb M 03 

E』 0.2 

』，N・喝 0.1 

。
。 10 20 30 

Mean wind velocity (mJs) 

図5-39 建物 21階Y方向 nns主的す速度と平均風速の関係(風向Nの場合)

次に，地震応答観測結果について述べる 図 5-40に 1994年 12月初日の三陵は

るか沖地震の応答を示す 震源は八戸市の東方約 200kmの地点で，マグニチュード

7，5.東京の袋度はEであった 図は上から地問J加速度，屋上階加速度，屋上階変位，

マスダンパ変位，制御力で，左が非制振の場合，中央が観測結果，右が解析モデルに
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よるシミュレーションで，すべてY方向のデータである観測値とシミュレーション

では，シミュレーションの屋上階応答にパルス的な高娠動数の成分が数カ所認められ

るが，その他はよく一致しており，屋上階加速度で約 50%. rms値で約 30%低減し

ているーなお，ハイブリットマスダンパは常にアクティプモードで，パッシプモー ド

に切り替わることはなかったー

図 5-41は，このときの地上階加速度に対する屋上階加速度の応答倍率である.実

線がアクティブ制御をおこなった場合，破線が非制振の場合(竣工前の振動実験によ

る観測値を使用した理論値)で，制御対象とした建物の 1次モードと 2次モードの応

答がよく抑えられている.特に.1次モードの応答倍率は非制振で 45あったものが，

制御することにより 5以下に抑えられている また.2次モードの応答倍率も約半分

に低減できている.さらに，高次モードについては.3Hz以上で応答倍率が制御時に

u'""'"脳弘fYl

i:!;-s":℃ '1 
'~.2 1I I I I I 

汽 同刷出@ 間 同 時 勾

幅四国 “叫 AF，Y} Ro旬e国輯相F.Y} ..~ ~......-(時川

FM|」htιムι]t l ム~~.， .~__: _ .. '_._1 t.~L_~~. : .: 1 z。附岨・圃・圃・岨・助削除酬4y". 't. i'" "ーii柑|ナ叶τ;¥ l ! と|~~~-~" ''' 1 '' I 
曲 四YMhJFbtdb!苦闘 。 曲 目弘畑作tdbご2刷 。 制 副 hhfobs悶 帥

内儀償却幽畠p.{RF，Y} R働側w・・a・..(汎F川 内山 内‘似四・<kp，{RF，Yl

ごしιιιム二 l訂単」一:JJ l |よldJauL;' | 
仁|曹司，，'rr，--.，...了!と|「;吋アペ- 1、 !と|可7rTFE'了， 1 
『雌 四 ...  ...  '"・ ・曲 @ω ・-0 100 21田 S曲 a∞ 600 0 100 200 3∞ ・ω ... 

Tn・MEEtg者向1 MMtttzrm hMtrt42同

N( IIl - ~' llnlrnll“ 1 l:O:lIJ1111111川凶)

AMO畠 p.M AMOd.悼 問

J2ldaJ4eJEll hl 互 ]I叫itJ山.1.~III.L_'~ . _ ..J 
l'r判明開脚内門仁I-吋「了""'7'1
62 ，∞ a∞ 烏曲 4∞ @ω de me gao s∞ ... .∞ 

τ同 (.j-M.叫 '.1刷吋 r~I' J 地叫，O ， I 3C lm]

ce剛加鍋M .__ C網岡 """(Y)

100 I曲1I，1凶他L仙iH1」l岨一一|バふJ」Ll1」』M 岨山仙Jιム』“J」.:Jム::Lt川JJごL叫liiii』〕山d山aム… ..1 j 
七汀|叩叩?F町貯m町町円巾門吋、ηTγ門一|1「…門:「一一τ刊刊一円町叩11ぺFTγ!

.-叩.。 “泊 2∞ 3∞ ω。 .∞ 。"。 お3掬， .ω “到淘ロ &∞ 
面市・刷 刷・L'附 n耐 刷 出 刷局附

Ml.'i!:-iIll'('I1l('lll ~ lIn l rltl' lI l n 

図 5-40 地震応答観測結果 (y方向)

147 

L一一一一一一一一一一一一一て=三三三二二二二二二三ヨ



まとめ5・3・8非制振時より多少大きくなっているが，特に，特定の振動数で増幅するなどの発振現

多段積層ゴムを用いたアクティプパッシブ切り 換え可能なハイ ブリットマスダン象や不安定などは認められなかったー

パを開発し，これに可変ゲイン制御則と減衰力切り換え方式を用いることにより広範

図の外乱に対し制緩効果を有効に発揮できることを実験とシミュレーションより示

した. !也上実験および設置時の振動実験から以下の結果がえられた.

Controlled -
Non ∞ntrollad •• 

(1)定格質量 33ton，水平固有周期 3秒の多段積層ゴムを製作し.大変形加力実験

から，水平変位 1mの変位吸収能力を確認した.これらの多段積層ゴムを 6基と油圧

アクチュヱータを用いることによって，振動質量 200ton，水平固有周期 3秒，変位

吸収能力 1m，制御力 294kN(各x.y方向ごと)のハイブリットマスダンパを実現す

ることができた.

(2 )地上実験では，油圧回路を切り替えることにより，油圧回路をオイルダンパと

して機能させ，リリーフ弁と電磁弁を組み合わせ減衰力を可変にできる機構を考案し，

所定の減衰力を発生させられることが確認された.減衰力については，切り替え時に

生じる衝撃力を除いてほぼモデル化できた したがって.パッシプマスダンパとして
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建物加速度の応答倍率 (y方向)図 5-41

使用時，過大な外乱が入力された場合(大地震時を想定)には.振動質量の過度な変

形を防止できることがわかった.

(3 )アクティプ制御では，モーダルフィルタを用いて，建物の 1次モードと 2次モ

また，可変ゲイン制御(ゲインスケードの振動を制振するコントローラを実現した.

システム圧力九，マスダンパ変位x<iとシステム圧力に対するジュール)を考案し，

負荷圧力(制御力)PLの比に応じて，フィードパックゲインを制御効果の高いゲイン

(ゲイン 1)から制御効果の低いゲイン(ゲイン 2) にファイジ一則を用い段階的に

切り替えいくことにより，より大きい外乱までアクティプ制御と続けられることをシ

ミュ レーションから示した.なお，設置時の制御実験では，建物の 1次モード減衰を

非制振の 0.6%から 20%まで培やせることが確認された.

(4)風 ・地震応答観測結果から強風時と地震時の制振効果を検証できた.風応答観

iJ!IJでは，非制振時と比較して，制御時には，建物の応答加速度と速度をそれぞれ約 30%

低減できていることがわかった また，地震観測結果では，屋上階加速度で約 50%.

rms値で約 30%低減していることがわかった.また，このi時の地動加速度は49.2cm/s2

であったが，制御ゲインはゲイン 1のままでファジー領域に入ることはなかった.
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5.4 多段積層ゴムを用いたマスダンパの実用化例

多段積層ゴムを用いた質量効果型市IJ振装置(マスダンパ)は. 1988年に開発に着

手して以来現在まで. 20練を越える実用化例がある.この間日本国内では.アクテ

ィプ(ハイブリット)マスダンパが 30棟設置されている(らめ.現在， このマスダンパ

は，風による振動を抑え居住性を改善させるため，超高層建物に設置される例が多い.

この他，特徴的なものとしては，高減衰多段積層ゴムを用いた伽j振装置が.電波棟の

地震時の耐震補強のため使用されている.これは，大地震時に鉄搭に作用する外力を

高減衰多段積層ゴムを用いたマスダンパによって低減しようとするものである.現時

点で，この種のマスダンパの設置例は 8棟ある.図 5・42に設慣例の写真を示す.こ

の電波熔用制緩装置は，今後も設置が予定されており 1999年末までに実施例は 13

棟まで増える予定である.

表 5-6 多段積層ゴムを適用したマスダンパの実用化例

盛物 制掻装置

名称 所在地 軒高 床面積 用途 綾工 固有周期 分鏡 駆動機柵 備考

[m] [m2j fsecl 

1 清水建組実験線 東京 30 実寵4車 1991 1.05 TMD 天然ゴム

z ハウ~Tン本 Zト叫4ン塔 長崎 105 展望犠 1991 2.5 TMD 天然ゴム

3 千臥ヶ苔インァス 車京 58 10602 事務所 1992 1.7 HMD 油圧 天然ゴム

4 ORC200 大阪 188 72097 複合 1992 4.72 HMD '事H 天然ゴム

5 阪急茶屋町ピル 大阪 147 89868 複合 1992 4.48 HMD ，i11庄 天然ゴム

6 ボルタ金沢 石川 130.6 纏合 1992 2.9 HMD 油圧 天然ゴム

7 NTT小田原 神奈川 電浪塔 1992 TMD 高雄衰ゴム

8 NTT伊東 静岡 電混答 1993 TMD 高話衰ゴム

9 新潟県某情究僚 新渇 事務所 1993 TMD 天然ゴム

10 日本畏期信用銀行 東京 140 62812 軍首預 1993 3 HMD 油圧 天然ゴム

11 秋田タワー 秋田 112 4773 展望港 1994 2.44 TMD 天然ゴム

12 宮崎トb ィm~，ー沖 :t4S 宮崎 154 ホテル 1994 3.4 HMD ト本 Eサ 天然ゴム

13 NTT唐ヶ崎 東京 電浪塔 1994 2.5 TMD 高減衰ゴム

14 NTT和歌山 和歌山 電浪塔 1996 TMD 高滋衰ゴム

15 N打 開目 大阪 電証霊塔 1997 TMD 高減衰ゴム

16 NアT姫路 兵 庫 電波塔 1997 TMD 高揚衷ゴム

17 NTT奈良大安寺 奈良 電漉塔 1997 TMD 高減衰ゴム

18 NTT和歌山尽情 和敬山 電漉塔 1997 TMD 高減賓ゴム

19 仙台7エル 宮堰 145.5 73131 事務所 1998 TMD 天明ゴム

20 検浪栂鉱ピル 神東川 115 68954 複合 1998 3.34 HMD H'H  天間ゴム

21 品川インター汗/- 車尽 144.2 事務所 1999 4.32 H同日 '本 H 天然ゴム

22 JR，>fjM?- 愛知 245.1 417182 復合 2000 HMD 油圧 天然ゴム

また.第 2章で加力実験をおこなった多段積層ゴムは，表 5-6の例 4に使用されて

いる このマスダンパは，振動質量 100ton.固有周期 4秒，変位吸収能力 1mのAC

サーボモータを用いたハイブリットマスダンパでー建物屋上階の両端に各 1台，合計

2台設置され，主として風による建物の並進とねじれ振動を制御するため使用されて

いる 図ふ43に設置例を示す

図 5-42 電波爆に設置されたマスダンパの例

図 5-43 高層建物に設歯されたマスダンパの例



5・5 結語

多段積層ゴムを建物用質量効果型制振装置に適用するための実用化研究をおこな

い，パッ シプ型マスダンパ，油圧アクチュエータを用いたパッシブーアクティブ切り

替え型ハイ ブリットマスダンパをそれぞれ開発し実用化した.
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第 6章 多段積層ゴムの免震装置への適用

6 . 1 緒言

建物や構造物の固有周期を地盤の加速度の周波数成分と比較して意図的に長くし

て，建物や精造物の応答加速度を低減する技術/構造を免震技術/構造と呼んでいる.

免震性能は，地動加速度に対する応答加速度で示され，通常，建物の固有周期を長く

するほど良くなる.しかしながら建物を免震するためには，第 1章の式(1-1)に示さ

れるように免震装置の水平剛性を限りなく小さくしなければならない.

通常，建築免震装置用積層ゴムは鉛直支持荷重 980~4900kN に対して，水平方向に

2. 0~3.0 秒の闘有周期となる剛性と 0.2~0.3m 程度の変位吸収能力をもつように設計

される. また，床免震装置は 100kN程度までの支持荷重に対して，周期 2秒程度あ

るいはそれ以上になるような水平剛性と水平変位吸収能力 O.2~O.3m が必要とされ

る.さらに，機器免震装置では.10kN程度の極めて小さな支持荷重に対して床免震

装置と同様固有周期となるような水平剛性と同等な水平変位吸収能力が要求される.

しかし， 免震装置として積層ゴムをそのまま適用しようとすると，第 l章でも述べ

たように，より小さな鉛直支持荷重では，通常の積層ゴムでは剛性を免震に要求され

る程度に{尽くすると，積層ゴムは2次形状係数が小さくなり，形状がスレンダーにな

って，地震時に必要とされる変位吸収能力を確保するととはできなくなる.

ここでは，これらの問題点を解決するため，多段積層ゴムを用いた建物用免震装置，

床免震装置および機器免震装置の実用化研究をおこなう. 最初に，建物免震装置と

して，従来の構造の積層ゴムでは実現できなかった水平固有周期 4秒となるような長

周期免震装置の笑用化を目指し，定格納力 882kNと 1470kN，変位吸収能力 O.4m

の多段税局ゴムを開発する.

続いて，高減衰多段積層ゴムを用いた免滋床を提案し， 定格納力 19.6ゅよ 水平固

有周期1.7秒，変位吸収能力 0.15mの高減衰多段積層ゴムを製作し，静的加カ実験と

振動台実験から免震効果を検証している. 娠動台実験では， 5階建ての建物を想定し，

免震床が 5階に設置された条件で，地震床応答波を振動台入力として入力している.

最後に，高減衰多段積層ゴムを用いた機器免震装置を開発し，重要文化財の黄銅製

仏像の免震装置に適飼している.

6・2 建築免震装置用多段積層ゴムの開発

6・2・1 はじめに

建築免震用多段積層ゴムは.第 5主主で述べた命IJ振装置用に比較して，鉛直支持荷量

が大きいという特徴はあるが，基本的な構造は同じである.鉛直支持荷重が大きいこ

とより，安定板の曲げ剛性も大きくする必要があり，結果として安定板の板厚も培す.

この節では，半導体工場を想定した精密加工工場の実験建物〈判用に開発された多段

積層ゴムの大変形加力試験について述べる.実験では，鉛直支持荷重 882刷および

1470ゆJに対して，水平方向に，変位吸収能力 0.4m，目襟固有周期 4秒の天然ゴム系

(低減衰)多段積層ゴムを設計し，各々，大型 2事由加カ試験装置を用い，定格支持荷

重において，変位 O.4m のまでの水平復元力特性，鉛直変位特性および安定板に発生

する曲げひずみを測定している.

この他， 882ゆJ用多段積層ゴムについては，第 3主主および第 4主主で述べた， 2軸偏

心試験装賃を用い，水平復元力特性におよぽす車Ib力と回転拘束度の影響を実験的に調

べている.つづいて，要素積層ゴムの非線形はり要素モデルの剛性マトリックスの各

要素を実験的に求め，多段積層ゴムの剛性解析を実施している.えられた水平復元力

特性は，実験結果と比較的よく一致しており，本論で提案した剛性解析の手法の妥当

性を検証することができた.さらに，多段積層ゴムの安定板の曲げひずみ測定の結果，

変形特性の実験と解析の結果から，定格支持荷重および変位吸収能力に対して，安定

板が十分剛であるとこが確認された.

本章で開発された多段積層ゴムは，実大の建物に採用され，従来実現が困難であっ

た周期 4秒という長周期な免震建物が実現された.



φ345 6・2・2 免震建物用多段積層ゴム

図6・lに軽量建物免震用多段積層ゴムの基本構造を示す.定絡軸カ 882松4用多段積

層ゴムは 5段， 1470ゆJ用は4段で，各段の四隅に図 6-2に示す要素積層ゴムを配置し

ている多段積層ゴムの水平剛性は各定格荷重に対して 4秒の固有周期をもつように

設計している.また，水平変位吸収能力は O.4roを最低限確保するようにしている.
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図 6-2 要素積層ゴム
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m
m

要素積層ゴムは，定格荷重 220.5kN(882kNの 1/4)のものは 48層.367.5υ~ (1470kN 

の 1/4)のものは40層積層している.各局は天然ゴムのシートと鋼板から構成され，

ゴムシートと鋼板は加硫媛着している.要素積層ゴムの l次形状係数 5，は， 220.5kN 

用で 31.0，367.5kN用で 26.6である.2次形状係数 52は， 220.5附4用で 2.58，367.5kN 

用で 2.66である.標準面圧oは，それぞれ， 220.5刷用で 4.15MPa， 367.5刷用で

40.5MPaである.第 5章の制振装置用多段積層ゴムの要素積層ゴムと比較して，標準

面圧は 2~3 倍程度大きく 2 次形状係数は. 0.5程度小さ いのが特徴となっている(b) J470kN用

図 6-1 軽曇建物免震用多段積層ゴム
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6・2・3 要素積層ゴムの静的加カ試験

( 1 )組み合わせ加力試験

要素積層ゴムの水平剛性，鉛直剛性および曲げ剛性を測定するため，組み合わせ加

力試験をおこなった試験は，第 31撃で示したこ軸偏心試験装置を用いておとなった.

図 6-3は定格荷重 220.5υ4における要素積層ゴムの水平復元力特性である.試験で

は，辰初に，積層ゴムの上端の回転、を Oradに拘束した状態で水平方向にコームせん断ひ

ずみ 200%に相当する変位まで加カした との時，積層ゴムに作用した曲げモーメン

トを回転拘束度 100%と定義した この変形状態は，多段積層ゴムの曲げ阿1)性が要素

積層ゴムの曲げ剛性と比較して十分大きくて要素積層ゴムの回転が完全に押さえら

れていることと等価である.この他に，図 6-3では，回転拘束度を 100%からそれぞ

れ 80. 60. 40. 20. 0%に低減した場合の水平復元力を，図 6-4では鉛直変位特性を，

図 6-5では，積層ゴムに作用する回転負の変化を示した.なお，図 6-6は各回転拘束

度において積層ゴムに作用させた曲げモーメントを示している.

実験結果から，との要素積層ゴムについても，回転拘束度が低下するにつれて，水

平復元力は低下し.鉛直変位は増加し，回転角は急激に大きくなることが示された.

この傾向は，第 3掌で示した積層ゴムと同様である.
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(2 )曲げ剛性

曲げ剛性測定実験では，要素積層ゴムのせん断変位と紬力を一定に保った状態で，

回転角 Oradの状態から幽げモーメントを戟荷し，回転タlの変化を測定した(図 6-7).

曲げ剛性は，回転角 Oradから O.Olradまでの曲げモーメントの変化から求めた.

図6-8に要素積層ゴムの軸力 220.5，110.3kNにおける曲げ剛性の測定結果を示す.

実験結果から， この要素積層ゴムの曲げ剛性は，せん断ひずみすなわち水平変位に強

く，かつ軸カに僅かに依存することがわかった.このすなわち，積層ゴムの曲げ剛性

は，水平変位のi省加にともなってP 急激に減少し1劫げモーメントを負担する能力を失

う.この曲げ剛性低下の度合いは，第 3掌で述べた命11振装置用多段積層ゴムに用いら

れた要素積層ゴムの場合より大きい この原因としては，積層ゴムの 2次形状係数が

小さいことが考えられる.また，曲げ剛性の車由力依存性は，せん断ひずみが大きくな

るにつれて.影響が小さくなり. illll定結果によると，せん断ひずみ 150%以上では

物1Iカによるi:llJげ岡11性の変化は見られなかった.

図 6ー7 M-8関係
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図6-8 要素積層ゴムのFlilげ剛性
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6・2・4 多段積層ゴムの静的加力試験

多段積層ゴムの圧縮・せん断加力試験をおこなった.実験では，多段積層ゴムの定

格荷重 882υ4および 1470υ4に対して，水平変位 O.4m までの水平復元カ特性と安定

板の曲げひずみを測定した.

図 6-9に多段積層ゴムの水平復元カ特性を示す.実験より，多段積層ゴムの水平復

元力は水平変{立の上自加にともなって低下するソフトスプリングの傾向が認められた

が，鉛直車Is力支持能力は水平変位 O.4mまで保持されることがわかった.
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表 6-1は，多段積層ゴムの水平剛性で実験による測定結果と，要素積層ゴムの加力

試験による推定値を示すー推定値は，安定板が十分剛と回転が完全に拘束される場合

の推定式から求めた.このととより，多段積層ゴムの安定板の曲げ剛性が主要素積層ゴ

ムの回転を拘束するに十分な値をもっていることが確認された

図 6-10に882kN用多段積層ゴムの加力試験状況を示す

表 6-1 多段積層ゴムの水平岡11性

Horizonlal Sliffness (ゆUm)

Raled 10ad(kN) 
Mea，ured P問 diclCd

882 225 230 

1470 434 395 

図 6-LO 882廿4用多段積層ゴムの加力試験状況

図 6-11は， 882凶および 1470刷用多段積層ゴムの下から l段目(図中 A-Bと表示)

と2段目(図中 C-Dと表示)の加力軸と直交方向の安定板の曲げひずみの分布である

要素積層ゴムの取り付け位置付近で曲げひずみが集中する傾向があるが，変位 0.4m

まで弾性範囲内であることがわかった.安定板のひずみ量は， 1470υ4用多段積層ゴ

ムの場合は， j 段目と 2段目でほとんど変化しないのに対して， 882貯4用多段積層ゴ

ムの場合は， 1 段目と 2段目の値に差が認められる これは， 882凶用のほうが，多

段積層ゴム内部で曲げ変形の影響が大きくなっているためと考えられる.
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6・2・5 多段積層ゴムの同1J性解析

( 1 )解析モデル

882貯4用多段積層ゴムの変形能力を確認するために，第 4章で提案した非線形はり

要素モデルによる剛性解析をおこなった.解析では，第4童書と同じく安定板は通常の

はり要素モデルとした.要素積層ゴムの解析モデルは，第 4章の式(4-3)に示すものと

同じである.

剛性マトリックスの各要素も同様に，ニ軸偏心試験装置による実験から求めた.解析

モデルの KIIを再度示す.

笠主
(Jus 

KII=I }(ま1+ん)
。

笠E
af) 
dM 
afJ 
。

。
。
主L

a，，? (6-1) 

ことで.F，は重要素積層ゴムのせん断力，Mは曲げモーメ ント.F，は鉛直輸力 U，はせ

ん断変位， θは回転角.L九は鉛直変位である.解析は，非線形解析のため増分解析を

おこなった また，剛性マトリ ックスの各要素は，せん断変位 U，のみに依存すると仮

JF JF JM 、JF
定した.実験より求められた一久 一人一一 および..:..:....;_を図 6-12から図 6-15に示

Ju， δ8 θ0 みt，

す.また，求められた各要素を式で示すと以下のようになる

aF 
で -"-=279.ト 1455.8us+6844，8ui -160881.1，，3 
aus 

aF 
~ = 202.6 + 2324.0us -20432.0u} +48208.5usJ 

ae 

dM 
一一=1455.9 -20670.8us + 104759.9/.1，，2 -174049.911s3 

ae 

ヨF
でl.=4.7x106 -8，03x10711s + 5.98xl08u.，2 -I.S0XI09us3 

(6-2) 

(6-3) 

(6-4) 

~ ~~ 
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( 3 )解析結果
(2 )非線形はり要素モデルの検証

解析結果を図 6-9で破線で示す.解析結果は実誤IJ値とぼぽ一致しており，剛性解析
二羽I1偏心試験装置でえ られた要素積層ゴムの解析モデルと実験結果の検証をおこ

また，解析は変位 l.Omまで実施したとしては，ほぽ満足しうる結果となっている.

が，多段積層ゴムの水平復元力が負勾配になる結果はえられなかった このことから，

なう 要素積層ゴムの僧分型のマトリックス方程式は，

この多段積層ゴムは，要素積層ゴムが回転することによって，1M周する現象は少なく

;;:](と)=(~)[~ K11 ても，変位 1mまでは発生しないと推定される.ただし，安定板に塑性変形が発生す
(6-6) 

ると安定板は曲げモーメントを梯性範囲内のように負担し続けることはできないか

ら，座屈開始の点はもっと早まるかもしれない
ここで，F" 11;， ~. u

J
はそれぞれ l，j節点における節点力と節点変位である.

(6ー7)九)'M， 尺=(凡

(6-8) 

要素積層ゴムの実験と等価な状態とするため，1今=(Jとして，積層ゴムの上端に作用

する水平復元力久を求めた解析モデルを用いた有限要素解析から求められた要素積

層ゴムの水平復元カ特性を図 6-17に示すこの結果より，この解析モデルが実験結果
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要素積層ゴムの水平復元力特性(解析モデルによる)図 6-17
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実施例6・2・6 16000 

本多段綴層ゴムの使用した免震建物の実施例を図 6-18に，多段積層ゴムの配置を図

6-19に示す建物規僕は地上 Z階.延べ床面積 405m!，総重量 586too[である.建物

は， 882刷用多段積層ゴム 4基. 1470υq用 2基で支持されている.自由振動実験の
C
C寸
門

{

この建物の水平固有周期は 3.7秒とほぼ目標の固有周期 4秒を達成し，免震建結果，

物としては銭高レベルの性能をもっている また，減衰を付与するため 6基の粘性ダ

ンパーが取り付けられている.この結果，この建物の等価減衰定数 h巴qは 0.13となっ

ている このように，この建物は多段積層ゴムと粘性ダンパーを使用しているため，

多段積層ゴムの配置図 6-19
基本的は摩僚がなく微振動に対しでも除娠性能を有するように設計されている

この建物は，竣工後直ちに地震観測がなされいくつかの観測結果がえられている.

免震効果については，地震波によりばらつきが生じているが，最も効果のあった場合

で， 1 階の応答は地動加速度の約 116になっていたと報告されている.

実施例の建物図6-18
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6・2・7 まとめ

この節では，半導体工場を想定した精密加工工場を想定した実験建物用に開発され

た多段積層ゴムの大変形加力試験を実施した.実験では，鉛直支持荷重 882kNおよび

1 470kNに対して，水平方向に，変位吸収能力 O.4m，目標固有周期 4秒の天然ゴム系

(低減衰)多段積層ゴムを設計し，各々，大型二車ffi加力試験装置を用い，定格支持荷

重において，変位 O.4m のまでの水平復元カ特性と安定板に発生する曲げひずみを測

定した 882刷用多段積層ゴムについては.第 3章および第 4章で述べた，二軸偏心

試験装置をmい，水平復元力特性におよぽす制力と回転拘束度の影響を実験的に調べ

また，非線形はり要素モデルの岡1)性マトリックスの各要素を第 4章で提案した

要素積}~ゴムの組み合わせ加力試験によって実験的に求め，多段積層ゴムの悶1)性解析

た

を実施した多段積層ゴム加力試験，要素積層ゴムの組み合わせ加力試験による剛性

解析からえられた結果をまとめると以下のようになる.

(1)設計・製作された 882klサ用と 1470kN用多段積層ゴムが建築物を免震するに十

分な水平剛性と変位吸収能力を有するととを実験的に確認、できた.復元カ特性は，水

平変位の増加にともなって低下していくソフ トスプリング特性を有しでしたが，鉛直

荷重支持能力は水平変位 O.4m まで問題なく維持されていた.

(2 )実測された多段積層ゴムの水平剛性 KHは，要素積層ゴムの水平剛性 khと段数

Nを用いて， K，，=土h
11 N 

(要素積層ゴムを 1段あたり 4倒使用)で求めた値とほぼ

一致した. この結果，本多段積層ゴムの安定板の剛性は.支持荷重と水平変位に対し

て十分な値であったことが確認された.

(3)要素積層ゴムの組み合わせ加力試験から‘本多段積層ゴムに用いられた要素積

層ゴムの曲げ剛性は，水平変位にともなって急激に減少することが確認された.同様

に，鉛直剛性も水平変位lごともなって同様に急激に低下することがわかった.

(4)剛性解析から計算で求められた多段積層ゴムの水平復元力特性は，実験結果と

比較的よく一致した.従って哩免震装置用大型多段積層ゴムに対しでも，第4輩で提

案した剛性解析の手法が適用できることが示された.

(4 )本主主で開発された多段段居ゴムは，実大の建物に採用され，従来実現が困難で

あった周期 4秒という長周期の免震建物が実現された.

6・3 多段積層ゴムの免震床への適用

6・3・1 はじめに

建物内に設置される電算機などの重要機器を地震H寺の強震動から保護するために，

種々の方法が考えられている.このなかで，免震床機造は免震効果を床レベルで実現

させるものである 床レベルの免震装置として要求される仕織は， 設置される建物

の振動特性により異なる しかし， 一般的には免震装置として 10闘から SOkN程度

の支持荷重に対して，水平方向1:::1秒以上の剛性と数 10cmの変位吸収能力が要求さ

れる 床レベルの免震装置は，建物レベルの免震装置と比較して，装置 l基あたりの

支持荷重が非常に小さい.従って，建物レベルの免震装置のほとんどが，積層ゴムを

利用したものであったのに対して，床レベルの免震装置では，多数の免震装置が提案

されている

このなかで，主な床レベルの免震装鐙としては，すぺりl挙燦型ところがり摩僚型の

2種類が挙げられる(叫

すぺり摩擦型免震床は，摺動抵抗の小さいテフロン板とステンレス板などを利用し

た免震装置で，静摩擦係数に相当する加速度が床上に発生した場合，摺動部が動きだ

す.従って，免震性能は，摺動部の静摩擦係数で決まる. 一般的には，大変形の発生

を防止し，摺1IVl後の残留変形を小さくするためコイルばねなどを併用して復元力をも

たせている.

ころがり摩機型免震床は，すべり摩擦型の摩擦函の代りに，ボールペアリンブを用

いるもので，すべり摩擦型免震床と比較して摩擦抵抗を小さくすることができ， 小さ

い地震入力から免震効果を発持草することができる.

免震!未に積層ゴムをそのまま適用しようとする場合，積層ゴム l基あたりの支持荷

重が IOkNから 50kNと，積層ゴムにとっては小さすぎるので，免震装債に必要な水

平剛性の条件を満たせても，7l<平変位吸収能力の条件を満たすことができない そこ

で，この節ではこの問題を解決するため開発された高減衰多段積隠ゴムを用いた免震

床システムに関する装置単体による静的加力試験および娠動台を用いた動的振動実

験について述べる.

多段積層ゴムを用いた免震床は，原理的に摩僚がないので，地震時の稼働が確実で

り，微小振幅の振動まで免震効果がある利点も考えられる



図 6-20と図 6-21に高減衰積層ゴムを用いた免震床システムの微要を示す.免震装

置として用いた高減衰多段積層ゴムは，床の荷重支待機能と変位吸収機能および振動J

減衰機能を兼ね備えた装置機成になっており，ゴム材料を使用しているため， 地震

後の復元性を有する特徴をもっている.

6 . 3・2 静的加力試験

静的加力試験に用いた試験体の寸法 ・仕綴を図 6-22と表 6-2に示す.多段積層ゴム

には高減衰ゴムを用い，等価減衰定数 Heqが 0.15程度えられるようにしている 水

平剛性は，変位 O.lmで固有周期が1.7秒になるように設定した.段数は 6段で， 1段

あたり要素積層ゴムを 4個使用している 要素積層ゴムの l次形状係数 S，は 13.9. 2 

次形状係数%は 1.85.標準面圧oは 2.5MPaである 安定板の厚みは 0.006mである.

実験は. 2軸力日力試験装置を用いて，鉛直荷重載荷のもと免震装置単体の水平方向の

復元力特性の把握，および変位性能の確認を目的としている 実験で用いた加カパタ

ーンを図 6-23に示す.加カは， 3cmから 3cmごとに J5cmまでの各変佼振幅で 3サイ

クル加力した

ペデスタル

C
D寸。∞Nr 

図 6-20 免震床

高;成衰多段積層ゴム フロアパネル
370 

聖書積層ゴム

図 6-21 免震床システムの基本構造

280 

400 

図 6-22 ~ヲi減衰多段積屑ゴム
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表6-2 高減衰多段積層ゴムの仕綴 6・3・3 動的振動実験

動的振動実験は，図 6-20に示す免震床上に， 設計荷重に相当するコンクリート製重

りを載荷しておこなった.

最初に免震床システムの動的特性を調べるために，振動台と免震床の相対変位を一

定とした正弦波掃引試験をおこない，えられた共振振動数の正弦波による繰り返し載

荷試験をおこなった.荷重一変位履歴曲線を図 6-25に示す また，表 6-3には免震装

置 4台分の等価剛性，等価減衰定数の各変位振幅での値を静的加力試験と比較して示

す.i飾的1J日力試験結果と同様に，相対変イ立が大きくなるに従い剛性が低下する傾向が

認められる.静的加力試験と動的加カ試験結果に差異が認められるが，これは加カパ

ターンの柑異，すなわち履歴依存性に起因するものと考えられる

項日

設計荷箆(kN) 19.6 

免 固有周期I(scc)
1.7 

込- (o =10cmでの倣)

装

置 等価減表定数 heq 約0.15

許容変形(cm) 15 

15αn 

)
 

φ
L
 

(
 

d
せ

ハU

。

20 
(cm) 

時間

図 6-23 加カパターン -0.4 
-20 

実験から求めた水平方向の荷重一変位履歴幽線を図 6-24に示す.高減衰多段積層ゴ

ムは，変位振幅により変化し，振幅が大きくなるほどに剛性が低下する特徴を有する.

一方，等価減衰定数は振幅が大きくなるに従いやや現象する傾向が認めらた.今回の

実験では h<q=0. 1 2~0.16 程度の値がえられた また，変形性能は， 15cmの設計値に対

して十分な性能を有することが確認された

図 6-24 水平荷重一変位履歴曲線(静的加カ実験)

(t) 
0.3 

。

10 
(cm) 

凶 6-25 水平荷重一変位履歴曲線(動的加力実験)

-0.3 
10 

。
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表ふ3 水平等価剛性 ・等価減衰定数の比較(装置 4台分)

1予備同11!'t(kNlcm) 7j価滅哀定数
水平変位

(mm) 
静的実験 動的実験 trT的実験 動的実験

10(9) 2.623 2.185 0.276 0.l61 

30 2.215 1.627 0.175 0.143 

60 1.470 1.137 0.151 0.144 

100(90} 1.176 0.882 0.145 0.171 

( )は飾的試験の場合

次に建物の応答波形を用いた振動試験をおこなった図 6-26に振動試験用の加速度

波形をえるのに用いた解析モデルの諸元を示す.建物は5質点せん断ばねモデルとし，

地震波は ELCENTR01940NS. TAFT1952EW の 2 波を用い， 地表面加速度は

250Gal(cm/s'). 400GaI(CLU/S2)とした 実験では，解析モデルから 5階床の応答加速度

を求め，これを振動実験用の入力波と したー

建物解析モデル

R階 、v戸 16拍 l

M AAA川 A 免震底解析モデル

IVVVVVV I由。んA

5陪 W4=t619t

4精 W)=-158h
… 速度 卜叩そLI免;床応害加速度

3階 W2"'"21311 I _ ~ AAAAAA 
K.，::::787.5kN/m IVVVVVV 

2階 W 1='百曲
喜加速度

MA"八 一

I V Vムー
K，三08弓7kN/m

地面

図 6-26 解析モデル
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表 6-4 加振ケースと試験結果

地表面 5階床応答 実却l振 免震床応答 中日:M
応答加速度

ケース 地藤波 加速度 加速度 加速度 加速度 変位
実加探加速度

(Gal) (G.I) (Gal) (G.I) (cm) 

250 499 499.7 121.5 4.98 1/4.1 
EL CENTRO 
1940 NS 

2 400 799 811.7 158.4 8.70 1/5.1 

3 250 513 536.8 150.4 8∞ 1/3.6 
TAFl 
1952 EW 

4 4C的 821 677.4 173.1 10.65 1/3.9 

表 6-4!こ加振ケースと試験結果を示すが，加振加速度に対して免震床上ではおよそ

1/3~ 1 /5 に低減されており，十分な免震効巣があることが確認された.

図 6-271:::免震床の解析モデルを示す.装置は l質点せん断ばねモテ'ルとし，復元力

特性は Tri-Linear型とした.図 6-28に免震床上の振動実験による応答波形と解析から

えられた応答波形の一例を示す また，図 6-29にはそれらの応答スペクトルを示す.

解析結果は実験結果と比較的良い対応を示しており，免震床の応答特性を本モデルを

用いた l質点せん断ばねモデルで解析的に予測できるものと考えられる.

表 6-5に加振加速度を変化させた場合の免震床の応答加速度を示すが，加振加速度

の増大にともない免震装置の水平剛性が低下し，加速度応答低減率が大きく なる 従

って，中小地震などの低振幅領域では変形が小さ く押さえられ，大規模地震では大き

な免震効果を発帰する特徴を有することがわかる.
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5.0 

応答スペクトル図 6-29
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加振レベルの違いによる応答の変化

力日振 免震床応答 相対

加速度 加速度 変位

(Gaり (GaJ) (cm) 

52.7 29.5 0.74 

108.1 47.9 1.40 

221.3 73.8 2.67 

456.1 114.2 5.58 

527.6 131.8 6.40 

表 6-5δ2 

Horizontal Displaccmcllt (CIl1) 

δ1 

高減衰多段積層ゴムの解析モデル

5~苦床上 MAX=811.1 (G丘1)

:川村，Wi川町 一 ぃ ー

図 6-27

MAX=158.4 (Gal) 

ふ屯〆守・令、マー‘v

免震床上(実験)
1αxl ， 

O ト~令骨叶も".，.守持叩F戸~争

一
-1α)J ， 

MAX= 150.1 (Gal) 免震床上(主主祈)

ぜ、A

1000、

。←-.1'鳥晶子、再守A

-ICOO .J 

応答波形の比較図 6-28
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6・3・4 まとめ

高減衰多段積層ゴムを用いた免震床システムを開発し静的加カ試験と振動台実験

から以下の結果をえた.

(1)静的力日力試験から，本高減衰多段積層ゴムは，支持荷重 19.6kN(2tonf)に対

して，水平変位 0.15mまで荷重支持能力を有した.測定された水平剛性は水平変位に

依存し，変位の期大にともなって問11性が低下する傾向が認められた.また，等;{ilfi減衰

定数は. 0.12~0 . 16 がえられた

(2 )振動台を用いた動的試験によっても，水平剛性が水平変位に依存することが確

認された.動的試験から測定された水平剛性は，静的加力試験から測定された値より

小さいことが認められた.この原因ついては，加力パターンの相違，すなわち履歴依

存性によるものと考えられる

(3) 5階建て述物の 5階の床応答加速度を入力とした娠却j台実験で、は.ELCENTRO 

1940 NS波と TAFT1952 EW波(地動加速度は 250Galと400Gal) による床応答加速

度に対して免震床上では，応答加速度は 200G剖以 Fに抑えられた 床応答加速度に

対する免震床上加速度はおよそ 1 /3~1I5に低減されており，十分な免震効果があるこ

とが確認された.

( 4)高減衰多段積層ゴムの復元カ特性を Tri-Linear型とした解析モデルによる免震

床上の応答波形は. 1I寺実IJl霊波形，応答スペクトルともに実験結果とほぼ一致すること

が示された.

(5)加振加速度の噌大にともない免震装置の水平剛性が低下し，加速度応答低減率

が大きくなるととが示された.従って， 中小地震などの低振幅領域では変形が小さく

押さえられ，大規綾地震では大きな免震効果を発探し，床免震装置として良好な特徴

を有することがわかった.
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6・4 多段積層ゴムの機器免震装置への適用

6・4・1 はじめに

地震時に保護を必要とする機器を個別に免震支持する目的で，機器レベルの免震装

置が開発されている.機器レベルの免震装霞では，序論でも述べたように. 10kN程

度またはそれ以下の支持荷重に対して，要求される仕傑は床レベルの免震装鐙と同等

である 従って，機器レベルの免震装置には，床レベルの免震装置と同様に.すべり

摩擦型，ボールベアリング型のなど各種の免震装置が提案され実用化されている.

機器免震装置の一例として，リニアベアリングを用いた三次元免震装置の構造を図

6-30に示す刷)この例では.2本の互いに平行なレールを用い回転を拘束し，それを

90度回転させたものをその上に重ね，平面自由に運動できるようにしている

この免震装置を用いることにより入力加速度に対し免震装置上の応答加速度が l外

~ 1 /9 程度に低減されている.また，上下方向は， コイルばねとリンク機構を用いロ

ッキングを防止しながら免震している

Vertical friclion dampcr 

Hori7.ontal fri.ction damper 

図 6-30 リニアベアリングを用いた三次元免疫装置

床レベルの免震装置用に開発された多段積層ゴムを，そのまま機総レベルの免震装

置に適用すると，水平方向が周期 2秒程度にするためには.定機械載荷重 10kNの多

段積層ゴムを最低でも 4基使用し，装置全体の質量を，コ ンクリートブロックなどで

埼強し 4000kg程度にする必要があり ，装置全体が大きくなるほか.不必要に装置が

重くなるなど不具合が生じる.
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そこで軽震でしかも低固有振動数(長周期)の除振/免箆装置を実現させるため，

大スパンの多段税局ゴムが開発され.SEMなどの比較的軽量な装遣を多段積層ゴム単

体で支持できるようになった(制.

ここでは，復元カと振動減衰機能を兼ね備えた高減衰多段積層ゴムを用いた機器免

震装置の開発例について述べる.
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6・4・2 高減衰多段積層ゴムを用いた機器免震装置

図 6-31は，奈良薬師寺の講堂安置の薬師三尊像の両脇士像(日光像・月光!象)を免

震支持するために開発された高減衰多段積層ゴムの笑施例であるー像は重要文化財で，

地震時の転倒を防ぐ目的で免震装置を設置することになった

古座川弛リプ{銅でー件切>4)

均しモルタル (I=JOrnm)

図 6-31 免震装置の設置例

免震装置用高減衰多段積層ゴムの形状と主な仕様を図 6-32と表 6-6に示す高減衰

多段積層ゴムを用いた免震装置は，像の重量を支持したとき周期L5秒となる.また，

免震装置は，像の台座の中に格納され外から見えないようになっている 高減衰多段

積層ゴムは，リング状のステンレス製のj享さ O.009m安定板を用い，周上に 6個の要

素積層ゴムを配置し， 5段積み重ねた構造となっている ゴム材料は. 6'3の床免震

装置で用いた高減衰ゴムよりさらにゴム硬度の低いもの(約 2/3) を用いているー こ
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の結果，免震装置の固有周期を1.5秒まで長くすることが可能となった.また，等価

減衰定数 h町は，約 0.15で免震床に用いた高減衰多段積層ゴムと同等である.要素積

層ゴムは， 直径 48mm. ゴム厚み 0.6mmの高減衰ゴムシー トを厚み O.3mmの補強金

属板を介して 34枚綴癒した構造である l次形状係数 S，は 20. 2次形状係数 S2は

2.35. 標準而圧 oは 2.03MPaであり. 1次形状係数. 2次形状係数ともに小さく，第

3章の実験で示したように，積層ゴムの水平岡1)性の面圧依存性が大きい.従って，荷

重管理に注意を必要とする

ココ=
ココ=コz::c::: 
ココ=

9剖

重」
図 6-32 免震装置

表 6-6

外径(mm) 960 0，284 

高さ(0101) 249.5 

自iI!(kg円 230 約15

材質 SUS304 12 

6・4・3 まとめ

高減衰多段積層ゴムのスパンを大きくとりかつ安定板をリング形状とすることに

よって，支持荷重 14.7kN(1.5tonf)用の機免震装置を開発することができた.開発さ

れた機器免震装置は重要文イl二財の仏像の免震支持に適用された.

図 6-33に設置状況の写真である.免震装置は設置後，自由振動実験からほぼ設計と

おりの固有周期がえられていることを確認した

なお，本免震装置は台座と基礎のクリアランスからクリープを定期的に観測するほ

か，震度N以上の地震発生後には臨時点検を実施することにしている

図 6-33 免震装置の設置状況
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6 • 4 結語

多段積層ゴムを用いた免震装置を開発し， 建物免震，床免震および機器免震に適

用可能な装債を開発した.適用化研究をまとめると以下のようになる

(1)建物免震では.支持荷重 882kNと 1470kN，固有周期 4秒，変位吸収能力 O.4m

の免震装鐙を多段構造にすることによって積層コeムで=実現で=きた.この結果，従来の

積層ゴムでは実現が困難であった周期4秒の免震建物を実用化できる可能性を示した.

なお.建築免震としては，高減衰多段積層ゴムを用いた戸建て免震住宅も開発されて

いる

(2 )床レベルの免震装置として，高減衰多段積層ゴムを開発し，静的加力試験と振

動台を用いた動的加力試験から免震性能を実証した. 高減衰多段積層ゴムを用いた

床免震装置では，すべり摩僚方式やころがり摩擦方式と比較して，荷重支持機能，復

元力機能およひe減衰機能が一体化され，コンパクトな装置を実現できた.しかしなが

ら，高減衰多段積層ゴムを用いた免震装置の固有周期は，ゴムのせん断弾性係数が決

まってしまえば，段数により決まり，より長周期にするためには段数を多くしなけれ

ばならない.したがって，長周期の免震装置を用いると床が高くなる問題が生じる

今後，免震性能を高めるためには，より低弾性性のゴムを開発が必要となると思われ

る.

なお，免震床用高減衰多段積層ゴムは床荷重の関係から，支持荷重 20~50kNに対し

て，図有周知11. 5 秒-2.0 秒，変位吸収能力 0.12~0.18m のものが開発されており，現

状では，建物の固有周期に応じてとれらの高減衰多段積層ゴムを選択し用いることに

なっている.

(3)高減衰多段積層ゴムを用いた機器免震用装置を開発し，重要文化財である仏像

に適用することができた. 固有周期は支持荷重に対して1.5秒程度で，すべり方式や

ころがり方式の機器免震装置の免震性能と比較すると，今後改良する必要性があるが3

ゴム材料が長期間にわたって安定した性能がえられることから，用途応じて使用され

ていくものと思われる.
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第 7章 多段積層ゴムの除娠装置への適用

7・1 緒言

第 l主主ですでに述べたように.1980年以降，超 LSIやレーザ応用製品などの製造設

備では，集積回路の集積度向上にともない，微振動による製品の精度および歩留まり

の低下が問題化した.とのような問題を解決するため， 製品歩留まり向上のために，

平常時の微振動除娠が要求されていた.また，除振技術とともに，発生頻度の高い弱

地震動に対して，精度チェックの回数や程度を軽減したり，歩留まり低下を防止する

ための弱地震免震が要求されはじめていた.さらに，強地震動に対しては，従業員や

設備を地震災害から保護するための強地震免震が必要とされる 従って，このような

製造設備には，微娠動から強地震動までのすべての外来振動を絶縁する除振 ・免震技

術が望ましいと考えられた(7.1)

上述のような製造設備は，ほとんどの場合，クリーンルーム内に設歯される.そと

で，クリーンルームの二重床を積層ゴムで支持すれば，すくなくとも水平方向の除

振・免震を実現できる可能性がある(ただし，鉛直方向はコイルばねや空気ばねなど

の別の方法で対処する必要がある).このような製造設備が設置される床荷重を考慮

すると，二重床の支持柱の荷重が 1;本あたり 20~30kNとなり，従来構造の積層ゴム

では，支持荷重が小さすぎる. そこで，この問題の解決策として開発したのが除振 ・

免震床用多段積層ゴムである.ここでは，上述の支持荷重を想定し，かつ免震性能を

兼ね備えた固有周期 2. 0~2. 5 秒，変位吸収能力 0. 2m の低減衰ゴムを用いた多段積層

ゴムを設計製作し，実用化のための各種実験を実施している.

また，これらの除振 ・免展装置には，装置の固有振動数付近の共振による振動

を低減する目的で粘性せん断裂ダンパやオイルダンパなどの減衰機械が空気ばね

や多段積層ゴムなどのばね要素とは別に用いられるのが普通である.しかしなが

ら.これらのダンパの微小振幅領域(変位振幅でμ m オーダ程度)での減衰特性

を系統的に研究した例はほとんどないと考えられる.従来，微振動にたいする|徐

振性能の予測はデバイスの設計値や通常の試験結果など、から経験的に行なわれて

きている.パッシブ|徐振装置を設計する時に，これらの多段積層ゴムや粘性せん

断ダンパの微小振幅領域における剛性や減衰特性を把握しておくことは，除振性
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能を予測する上で樋めて重要である.

このような背景のもと，高層建物制振用高減衰ゴムダンパが開発され.微小振

幅領域の振動に対する許可振効果があることを実験的に確認されたσ勾 高減衰ゴム

ダンパは基本的には，国体であり，取り扱いが従来のダンパと比較して非常に容

易であり ，除振装置への適用が期待された そこで，粘性せん断型ダンパやオイ

ルダンパに代替え可能なダンパを開発するため高減衰ゴムダンパの各種基本特性

をおとなっている.
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7・2 多段積層ゴムを用いた除娠・免震床の開発

7・2・1 まえがき

本節では，除娠・免震床の実現可能性を検討するためにおこなった.多段積層ゴム

の静的加カ実験と微振動を含む振動実験の結果について述べる実験では，支持荷重

14.7kN，固有周期 2.0秒，変位吸収能力 0.2mと支持荷重 29.4kN，固有周期 2.5秒，

変位吸収能力 0.2mの低減衰多段積層ゴムを製作した 静的加カ実験では，各種鉛直

荷重下における変位 0.2mまでの復元カ特性を測定し，これらを要素積層ゴムの実験

結果と比較し，多段積層ゴムの安定板の効果を検討した.

振動台実験では， 14.7kN (1.5tonf)用多段積層ゴムを 4基と銅製質量 6∞Okgを用

いた振動モデルによる加振実験をおとない，弱j特性を検証した続いて，前述の辰動

モデルをコンクリー卜基礎上に設置し，微振動を入力とした振動実験を行い，微振動

除振効果を調べた.
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7・2・2 供試体

一般に，免震用積層ゴムは，定;格積載質盆に対して O.5Hz程度の低い固有振動数

をあたえる水平剛性と，最低限 20cm程度の水平変位吸収能力(ただし，十分な容量

のダンパの併用を前提とする)を持つ必要がある 定格積載質量が小さくなると，こ

の両方の条件を満たす積層ゴムの実現が困難になることは第 1掌で述べたとおりで

ある通常の構造の積層ゴムでは，ゴムのせん断弾性係数が O.58MPa(6kgf/cm2
)の場合.

98kN(lOtonη用積層コ.ム(直径 255mm，厚さ 3.5mmのゴム板を厚さ1.2mmの鋼板を

介して 57層交互に積層したもので，定格積載質量 l∞∞kgに対して，固有振動数が

水平に 0.57Hz，鉛直に 17Hzとなる剛性をもっ)がほぼその下限にあたると考えられ

る.その場合， 98凶 の定格荷重下で約 20cmの変位吸収能力が確認された.しかし，

それを超す水平変位では曲げ変形が顕著になり， 図 1-4に示すような不安定な変形

状態になって，荷重支持は不可能となった.また， 49kN (5tonf)用積層ゴム(直径

115mm，厚さ 1.5mmのゴム板を 54層に積層したもの)についての実験では，変位吸

収能力は 7cm程度であり，それ以上の水平変位では同様な不安定現象が発生した.

除振・免震用多段積層ゴムは，基本構造は図 4-1 と同じであるが. 非常に小型の

要素積層ゴムを用いている. だだし，鉛直剛性を等しくするために 1次形状係数

の関係から，要素積層ゴムでは通常の積層ゴムより薄いコさム板を用いなければならな

い.この結果，ゴムの層数は増加する.

供試体として， 2種類の多段積層ゴムを試作した.一つは定格質量 1500kgに対して

0.5Hzの水平固有振動数を目標とする多段積層ゴム(1.5tonf-O.5Hz用)であり.も

う一つは定格質量 3∞Okgに対して 0.4Hzの水平固有振動数を目標とする多段積層ゴ

ム (3tonf-O.4Hz用)である目これらの仕機は， l'徐振・免震床の水平固有振動数を 0.5Hz

以下，できればO.4Hz程度にしたいという要求から， 0.5Hz仕様とO.4Hz仕様の場合

の，定格質量の下限を検討する目的で選定した

供試体の設計では，多段積層ゴムの剛性に関して以下の設計式を用いた 安定板

が完全に剛で，しかも水平を保持すると仮定すれば，多段積層ゴムの水平剛性 KHは

要素積層ゴムの水平剛性 kHと段数 Nを用いて，次のように表せられる.

K" =生工
" N 
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また，要素積層ゴムの水平剛性 kHは，第 3主主の式 (3-12)に示したように鉛直荷重依

存性を考慮して，次式であたえられる.

ただし，

n2 

ku=一一一三立一一-
" ~ _.___ ql 

2qtan言-Pol

q=dh(1 +.tl) Sb ¥ - Sb 

1 = nlr + (Il-l)/.， 

また. S.. S，は式 (3-14) と (3-15) であたえられる.

(7-2) 

(7-3) 

(7-4) 

ここで. Poは要素積層ゴムに加わる鉛直軸カ(多段積層ゴムに加わる鉛直荷重 Pの

1/4) • t.. nは要素積層ゴムのゴム板の厚さ， 層数 t，は鋼板の厚さである.

このように，iJitlI力依存性を考慮した設計式を用いたのは定格積載荷重に対して，水

平国有振動数を 0.4~0.5Hz とするためには，式(ト1)で求められるゴム高さ h，が高く

なり，第 3章で示した軸力依存性のないように 2次形状係数 S2を3.0以上とするため

には，段数 Nが極端に多くなり，あまり S1を大きく取れないととおよびゴム厚さ t，

も製造上，あまり薄くできず結果として S，もあまり大きくできないためである.

多段積層ゴムの鉛直剛性 K，も要素積層ゴムの鉛直剛性をにとすると，次のように

表される.

K..=坐l，， -N 

また，上式のには，水平変位依存性を考慮して，次式であたえられる.

ただし，
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(7-5) 

(7-6) 

恥 n-1:歪三LEq痔コl
Aef= "  

(7-7) 

ここで. Xo は要素積層ゴムの水平変位(多段積層ゴムの水平変位の l応1) . Ec'はゴム

板の，圧縮性を考慮した，圧縮に対するみかけの縦弾性係数であって，次式であたえ

られる.

EcE.国

l!.c=Ec+E帽

(7-8) 

ただし，

ι= 3G(1 + 2ICsh (7-9) 

設計，試作した 1.5tonf-0.5Hz用.3tonf一O.4Hz用多段積層ゴムは，それぞれ図7-1(a).

(b)に示す要素積層ゴムをいずれの場合も 8段に積み重ねたものである(図 7-2は，静

的加カ実験中の 3tonf用多段積層ゴムである).これらの重要素積層ゴムに使用したゴ

ム板の厚さ 0.5rnmは，積層ゴムの製作において精度が保証できる一応の限界と思わ

れる厚さである その結果，要素積層ゴムの l次形状係数 S，は.1.5tonf (14.7kN)で

17.5. 3.0tonf (29.4kN)用で 20.2次形状係数%は.1.5tonf ( 14.7υ~) で 1.84. 3.0tonf 

(29.4沿~)用で 2. 16. 標準面圧 u は1.5tonf (14. 7kN) で 3.81MPa. 3.0tonf (29.4貯~)

用で 5.85MPaで第 3章で示した実験から要素積層ゴム自体水平剛性の面圧依存性を

もっ.また，どちらの多段積層ゴムの場合にも，中間の安定板l~は Snun 厚の鋼板

(SS400)を用い，上板と底板には 8mm厚の鋼板を用いた.スパンは， 360， 280. 200rrun 

の3とおりに変えることとし，そのために 3種類の安定紋，上板，底板を用いたが，

要素積層ゴムは同じものを組み立て直して使用した.多段積層ゴムの高さは， 1.5tonf 

用で 372mrn，3tonf用で 365mmであり，両者の形状に(要素積層ゴムの形状を含めて)

あまり差がないのは， 3tonf用のほうにより低い水平岡11性が要求されたためと， 3tonf 

用の場合も床用としてできるだけ高さをできるだけ低くしたいためである.なお，ゴ

ム板に用いた天然ゴム系ゴムの物性値は，
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G=0.58MPa. E∞.=2.03GPa.κ=0.85 

であり，上述の設計式によれば，供試体の多段積層ゴムは，各々の定格質量に対する

固有振動数が，1.5tonf用の場合は水平に 0.49Hz.鉛直に 16Hz(水平変位がない場合)• 

3tonf J'fIの場合は水平に 0.40Hz. 鉛直に 15Hzとなる剛性を設計値としてもつ.

要素積層ゴムの曲げ岡IJ伎と安定板の曲げ剛性を求めると，表 7-1のようになる.

表 7-1 供試体の曲げ剛性

サイズ 1.5tonf用 3.0tonf用

項目 断面2次モーメン ト I仙げ剛性 スパン 断商2次モーメント rUIげ剛性 スパン

単{立 m4 kNm2 町1 m4 kNm2 m 

安定板 8.53X 1()-9 1.756 0.28 8.53X 1<r9 1.756 0.28 

要素積崩ゴム 7.37X 10-8 0.0213 0.0301 1.257X 10-7 0.0441 0.0293 

1.5tonf周の安定板の曲げ剛性は，要素積層ゴムのそれの 82倍.3.010ぱ用の安定板

の曲げ問IJ性は，同じく要素積層ゴムの 40倍となっている.
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7・2・3 静的加力実験

( 1 )実験の概要

試作した多段積層ゴムの復元カ特性や変位吸収能力を調べるために，静的加力実験

をおこなった.実験では，これまでの積層ゴムの実験ロ3ト同)と同織に，同時に 2個の

多段積層ゴムの供試体として用い，鉛直荷重を載荷しながら水平方向にせん断変形を

あたえて.供試{本の復元力，鉛直荷重，7]<平変位，ちtみ込み量を測定した.図 7-2は，

3tonf用多段積層ゴム (2f回の内の上側の供試体)の実験中の変形状態を示している

実験には，1.5ωnf用，3tonf用，各 l組 (2個)の多段積層ゴムを使用した(ただし，

スパンは，各々3通りに変えている) .また，要素積層ゴムについても，小型の実験

ジグを用いて，同様な静的加カ実験をおこなった.

鉛直輸力 29.4kN，水平変位 20cm

図7-2 実験中の 3tonf用多段積層ゴム(スパン 280mm)

(2 )復元力特性と変位吸収能力

図7.3の実線は， 1.5tonf用多段積層ゴム(スパン 360mmの場合)の水平復元力特

性と沈み込み量を示したものである.図にも示されているとおり，本多段積層ゴムは

定格荷重 (l4.7kN)下で 20cmの変位段収能力を有することが確認された なお，こ

の変位吸収能力はスパン 280，200mmの場合についても確認されている.一方，同図
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の破線は要素積層ゴムの水平復元力特性と沈み込み量を.水平復元カと鉛直荷重は

4倍(図の P'は4倍された鉛直荷重である)，水平変位と沈み込み盈は 8倍し，多段

;積層ゴムのそれらに換算して示したものである.すなわち，破線は，要素積層ゴムが

理想的に多段化された場合の特性を示すものと考えられる.図の実線と破線を比較す

ると，水平復元力特性は，履歴の大きさにかなり差があるものの，おおむね一致して

いる.しかし，沈み込み量は，実際の多段積層ゴムのほうが大きくなっている.
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図7.3 水平復元力特性と沈み込み量(1.5tonf用)

3tonf用多段積層ゴム(スパン 360rnmの場合)の水平復元カ特性と沈み込み震を図

7-4に示す.図の実線と破線の意味は図 7-3の場合と同様である. 3tonf用多段積層ゴ

ムの場合にも，定絡荷重 (29.4附)下で 20C111の変位吸収能力が確認された.なお，

スパン 280mmでも 20cmの変位吸収能力は確認されたがースパン 200rnmでは.不安

定(座屈)発生の懸念があったため 15cmまでの変位吸収能力しか確認できなかった e
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また，実線と破線との比較では. 1.5tonf用の場合と異なり，水平復元力特性，沈み込

み鼠ともに，両者はかなりの差がみられる すなわち.実際の 3tonf用多段積層ゴム

では，要素積層ゴムが理想的に多段化された場合に比べて，水平剛性はより小さくな

り，沈み込み量はより大きくなったととを示している

よぽすスパンの影響については，今回の実験からは言及できなかった.
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図7-4 水平復元力特性と沈み込み量 (3tonf用) 。
図 7-5は，L5tonr用および 3tonr用多段積層ゴムについて，水平復元力特性(いず

れも最大水平変位は 15cm)のスパンの違いによる変化を調べたものである 実験し

たスパンの範囲 (200~360ml11)では，水平復元力特性に顕著な変化は見られなかっ

たが，鉛直荷重が大きい場合(例えば， L5tonf用では P=J9.6廿れ 3.0tonf用では

P=29.4kNの場合)，スパンの培加にともなって水平復元力がより 低くなっている.

このことは.スパンの地加にともなう軸カの変動の低減の効果より，安定板の回転角

の増加のほうが支配的であったためと推定される. また，座屈発生の安定限界にお

Horizontal displacement (mm) 

(b) 3.0tonf用の場合

図7-5 スパンの影響

( 3 )剛性

多段積層ゴムの水平岡1)性は，図 7-3，7-4に見られるとおり，顕著な鉛直荷重依存性

と若干の水平変位依存性(非線形性)をもっている，そこで，図 7-3，7-4の実験デー
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計算結果と実験結果を比較すると， 1.5tonf用の場合にはほぼ満足しえる一致がえらタ(実線)から，各鉛直荷重下の，各水平変位に対する水平剛性を，復元カのヒステ

れているが，3tonf用の場合には，鉛直荷重が大きくなるにつれて水平間11性の実験値リシスの中心線で算定される弾性エネルギーと等しい等価線形問11性として求めた(7.4)-

は急激に低下し，計算値との差が拡大している.設計式が理想的な多段化を仮定して0・') 図7-6は水平伺11性と鉛直荷重の関係を，水平変位振幅をパラメータにして示した

えられた式であることを考えれば，この結果は，図 7-3，7-4での実線と破線の比較かものである(縦軸に併記された振動数は， 1.5tonf用， 3tonf用，各々の定格質鍾に対

らえられた結果と同じものであることがわかるすなわち， 1.5tonf用の場合には理想また.図の破線は.式(7-1)，(7・2)による計算結果である.するものである) • 

的なものに近い多段構造が実現されたが， 3lonf用の場合.主として安定板の曲げ剛

性不足のために，要素積層ゴムの性能十分に発揮されない多段構造になったと考えら

ここでは省略したが， 3tonf用の要素材i層ゴムの水平剛性は式(2)この推測は，れる.

をほぼ満足するものであったことからも，裏付けられる.

Span 360 mm 

多段積層ゴムの鉛直剛性についても，通常の積層ゴムの場合と同織な実験データ解

析をおとない，その結果，鉛直荷重振幅依存性はほとんどないが，水平変位依存性は，一ーミ季、晶子:
次に述べるとおり，相当に強いことが示された.図 7-7は鉛直剛性の水平変位依存性

を示したもので，水平変位が大きくなるにつれて鉛直岡11性はかなり低下している ま
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水平剛性の鉛直荷重依存性
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7・2・4 正弦j皮加振および微振動実験

( 1 )実験の概要

試作した多段積層ゴムが，微娠動(加速度で数 cm!sec'以下，変位で数μ m以下の

振動をさす場合が多い)に対しても，青争的加力実験でえられた問11性と同じ剛性を持ち.

それゆえ，微振illiJの水平方向除振に有効であることを権認するため，さらに.多段積

層ゴムの減衰についての知見をえるために，図 7-8に示す供試体を用いて正弦波加振

実験と微振動実験をおこなった.之の供試体は. 6000kgの質量 (1800X1200X30mJ11 

の鋼板を重ねたもの)を 4個の 1.51Onfー O.5Hz用多段積層ゴム(スパン 280rnm)で支

持したもので，ダンパは用いてない

正弦波加振実験~::は水平 ・ 鉛直二次元娠動台を使用した 微振動実験では，供試体

を振動台わきのコンクリート床上に置き(闘定はしていない).常時微動を入力した，

供試体質量の応答を測定した.なお，測定はムー ビング ・コイル式微振動計

(MTKH&VーIC振動技研(株))を使用した.
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(b) 3.0lonf用の場合

図7・7 鉛直剛性の水平変位依存性

図7-8 振動実験中の供試体

(2 )正弦波加振実験結果

図 7-9は，水平および鉛直方向の単独加振による共振幽線である.図中の実線は線

形一自由度系(固有振動数と臨界減衰比の値は図中に示されている)の理論曲線であ

205 
204 



積層ゴムでは意図していない)は.とのように非常に高い振動数成分を持つ入力のた

めであった.

ほぽ1.5tonf用多段積層ゴムの設計値どおりのも

のである.また，との多段積層ゴムは，定格質量に対して，水平に約 3%. 鉛直に約

5%の臨界減衰比を持つことがわかったー

ここでえられた固有振動数は，る.
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水平および鉛直方向の共振曲線図 7-9

(3 )微振動実験結果

微振動実験で測定された入力加速度(コンクリート床で測定)と応答加速度(質量

上面中央で測定)の波形例を図 7-10に示す.この例の場合，水平方向には. IO"cmls2 

オーダの最大加速度を持つ微振動が多段積層ゴムの持つ除振効果によって約 l!8に低

減し，鉛直方向にも，同綴な大きさの微振動が約 112に低減した.ただし，この場合，
50.00 40.日日20.00 30.00 

FREOUENCY (HZl 
10.00 

水平方向の入力加速度では 5Hz付近の振動数成分が卓越していたのに対して，鉛直方

水平および鉛直方向の周波数伝達関数図 7-1I 向の入力加速度は 30Hz以上の成分を多く持っていた.鉛直方向の除振効果(本多段
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図7-11は，入カ，応答加速度のパワースペクトル(平準化のために，バンド幅 0.5Hz

の parzenのラグ ・ウインドウを用いた)から求めた周波数伝達関数である水平方向

の周波数伝達関数は 0.5Hzに，鉛直方向のそれは 16.5Hzにそれぞれピークを持って

いる.これらの振動数は図 7-9でえられた固有振動数と完全に一致しており，静的加

力実験や正弦波加振実験で求められる剛性と同じ剛性を持つことが確認された.
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7・2・5 まとめ

除振・免震床用多段積層ゴムを製作し，静的加力実験，振動台実験および微振動実

験をおこない以下の知見を得た.

(1)本研究で試作した 1.5tonf-0.5Hz用多段積層ゴムは，定格積載荷重 14.7kNに

対して水平方向に 0.5Hzの国有振動数となる水平剛性と 0.2mの変位吸収能力を有す

ることが確認され，このままで十分に実用化しえるものと考えられる.また，要素桜

層ゴムの復元カ特性を変位で 8f音，荷重で4倍にした理惣的な多段積層ゴムの復元カ

と多段積層ゴムの実測された復元力特性は，ほぽ一致しており安定板の曲げ剛性は十

分であった.ただし，要素積層ゴム自体，水平剛性の水平剛性の紬力依存性があり使

用上は，この点に注意する必婆があると思われる.

(2 )また. 3tonf-0.4Hz用多段積層ゴムは，定絡積載荷重 29.4kNに対して水平方

向に O.4Hzの固有振動数となる水平剛性と 0.2mの変位吸収能力を有することが確認

された.ただし，多段積層ゴムの実測された復元力特性は，要素積層ゴムから求めた

理想的な多段積層ゴムの復元カと比較して小さい値となった.従って.3.0tonf用多段

積層ゴムは，安定板の曲げ剛性を上げることで，特に定格荷量を超える鉛直荷重に対

する水平変位吸収能力が向上すれば，実用しえると考えられる.

(3 )多段積層ゴムの水平岡IJ性におよぽすスパンの影響については.今回の実験から，

単に大きくするだけでなく，同時に安定板の匝bげ剛性を大きくしなければ，大変形時

の安定性を確保できない可能性があることがわかった.

(4)振動台実験および微振動実験から，本多段積層ゴムが免震装置のほか除振装置

としても十分性能を発揮することがわかった 測定された固有振動数から. 1.5tonf 

用多段積層ゴムの水平剛性は，振動数 0.5Hzにおいて，動的にも微振動でも静的加力

試験から求められた値とほぼ一致することがわかった.この理由として，本多段積層

ゴムに使用したゴム材料が，比較的カーボンの含有率が低く，剛性の速度依存性 (illlJ

ぱね効果)と微小振幅で急激に剛性が変化しないことが考えられる.

(5)以上の結果から本多段積層ゴムを用いることにより，地震illIJのみならず微小娠

動にも効果のある， O.4Hzの水平固有振動数を持つ|除振・免震床は困難かもしれない

が. 0.5Hzあるいはそれを多少下回る水平固有娠動数を持つ除振 ・免震床は卜分に可

能であると考えられる
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なお，本研究で開発された多段積層ゴムは，超 LSl工場のクリーンルーム内に設置

される除振・免震床のデバイスとして実用化されている口一71，n-8) 
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7・3 高減衰ゴムダンパの減衰特性

7・3・1 まえがき

本節では高減衰ゴムダンパの除振装置の減衰材としての適用の可否を調べるた

め，高減衰コムダンパの微小振幅領減における減衰特性を，新たに閥発した装置

を用い実験的に検討している また，従来，除振装置に多く用いられているシリ

コン系オイルを用いた粘性せん断型ダンパの減衰特性と比較を試みている.さ ら

に多段積層ゴムと高減衰ゴムダンパを適用した主に水平方向の微振動の除去を目

的とした除振装置を試作し常時微動に対する除振効果を笑験的に検討しているー
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粘性せん断裂ダンパ7・3・3
高減衰ゴ‘ムダンパ7・3・2

図7-14に実験に用いた粘性せん断裂ダンパを示す.粘性体は微娠!WJ除振装置の
図 7-12は実験に用いた高減哀ゴムダンパである 高減衰ゴムダンパは図 7-1 3 

ダンパに多く用いられているシリコンオイルとした.シリコンオイルの粘性係数
に示すように少量の熱可塑性エラストマが三次元網目精進を形成し，高粘性流イ本

は L06cP/at25'Cで抵抗板のせん断断面積は 5.20X10・2m2，抵抗板と容器のギャップ
従来の粘弾性体からなこのため，を保持補強している特殊な構造を有している

は 4.1X 10.3m である.実験では前述の高減衰ゴムダンパと等しい臨界減衰比を得
るダンパと比較して，変形能力，高温形状保持性および形状記憶性などにすぐれ

ている 今回の実験では後述の多段積層ゴムを用いた除振台の臨界減衰比が大娠

」
↓
寸

るようにせん断面積とギャップを決めた.
幅領峻で約 15%になるように大きさ 50X50X10Tmmのゴム板を鏑板の間にはさみ

込み 90'Cで約1.5分間加圧緩着する織造を採用した.ダンパの l次形状係数(せん

断面積を自由面積で除した値)は 卜25であった

SiliconeOil 

) 15 

~_J 
ロ
円

二ヰ

2以}

粘性せん断型ダンパ図 7-14

高減衰ゴムダンパ図 7-12

高減衰コ。ムダンパの内部構造の例図 7-13
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7・3.4 基本特性実験

( 1 )実験装置

図 7-15におもに大振幅領域の高減衰ゴムダンパと粘性せん断型ダンパの復元力

特性を把纏するために用いた実験装置を示す.本実験装置では試験体はアクチュ

エータのシリンダに一方の側を取付けられ他の一方を基礎側に取付けられている.

実験ではアクチュエータに取付けられたロードセルと変位計によりダンパの変位

最と復元カを計d[1)した.実験装置は特に恒温糟などにはいれなかったが室温を実

験開始前と終 f後で計測し実験中に侮端な雰悶気混度変化が生じないことを確認

している ここではおもにダンパのせん断剛性の変位振幅依存性と減衰力の速度

依存性について検討した.

言

書

図7-15 ダンパ加力装置

(2 )高減衰ゴムダンパの復元力特性

区17-16は前述の高減衰ゴムダンパの復元力特性の一例でアクチュエータの加振

周波数l.OHz. 雰囲気温度 16'Cの時のものである 変位振幅は最大 9.57mmでせ

ん断ひずみ(変位振幅をゴム厚みで除したもの)に換算すると 0.957となる.こ

の復元カ特性からわかるように本高減衰ゴムダンパはせん断ひずみ 0.5程度以下

では粘性的な減哀をし，だ円形状の履歴特性を有すること，また減衰が等価減衰

定数で 0.4fJ1度もっととが確認された.せん断ひずみが 0.5を越えると履歴特性が

神塑性的になることがわか った.この傾向は，加硫ゴムの傾向とほぼ同じである

(7-9) 
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図7-16 高減衰ゴムダンパの大変位領域の復元カ特性
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7 • 3 • 5 微小変位振幅特性実験

( 1 )特性試験の慢要

微小変位振幅特性試験では，図 7-17に示すような多段積層ゴム 4基で定盤を支

持する構造を有する除振台に水平加振器をのせ，その力日振器の反カによって除振

台の定盤に微小変位娠中高を生じさせて，ダンパの復元力と変伎を，図 7-17の拡大

図に示すように取付け られたひずみゲージ式荷重変換器(ロードセル)と非核触

式変位計で測定しデジタル記録計で記録した.なお，収録時にはノイズをカッ ト

するためにアナログフィルタを用い O. lHz~ lOHz のバンドパスフィルタをかけた.

実験では，IJU振振動数を J，1.5， 2.5Hzとし，加援振幅を 2.5，5.0， 10， 20， 50， 

100 11. m とした ひずみゲージ式荷量変換器はp 定絡負荷 98Nで非直線性とヒス

テリシスは定格負荷に対し 0.01%以下であることが保証されている.非接触式変

位計は， 1 1.1. m~4mm まで測定可能である.計測l器の仕様から，振幅 l μ m まで

の復元力特性を測定できたが振幅 2.5μ m 以下では床振動の影響を受けたため解

析は振l隔 2.5μ m以上のデータに限定した.

(2 )高減衰ゴムダンパの減衰カ特性

図7-18(a)，(b)は高減衰ゴムダンパの雰囲気温度 16'Cにおける変位振幅 2.5μm

~ωoμmまでの復元力特性(図中実線で示す)で，加振振動数 1Hzと L5Hzの

ものである.
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図7-18 ダンパの微少振幅領域における復元力特性(16'C)

図7-17 微少振幅領域の測定方法

(a)せん断剛性の変位振幅依存性

復元力特性のヒステリシスループの正負の最大変位点を結んだ直線の傾きとし

た求められたせん断剛性の変位振幅依存性を図 7-19(a)に示す 加振振動数の違い
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によって剛性の変化がみられるが，せん断剛性は両者ともによい線形性(振幅に

よって剛性が変化しない)を示すことがわかった.この剛性の線形性は高減衰ゴ

ムダンパを微小娠動用ダンパに適用する場合極めて重要である.すなわち，通常

の高減衰ゴム(7-101など加硫ゴムの場合，剛性はひずみに対して非線形性を有し通常

は変位振幅の減少にともなって急激に大きくなってゆく， したがって通常の高減

衰ゴムで減衰を付与しようとすると微小振幅での固有振動数を上昇させてしまい

除振装置に適用するのは好ましくないからである また，微小振幅領域から大振

幅領減まで減衰特性が変わらないことが確認された.
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図 7-20 減衰カ特性(2S"C)

(b)速度依存性

高減衰ゴムダンパの減衰力の速度依存性を検討したのが図 7-19(b)である 図に

おいてせん断速度は振幅と加振振動数から計算している.減衰力は復元力特性の

変位ゼロにおける荷重とした.図より減衰力は明確な速度依存性があり，その依

存性は速度の l乗に比例するものであった さらに，せん断剛性にも若干の速度

依存性が認められる.

(c)温度依存性

図 7-20(a)，(b)は高減衰ゴムダンパの雰囲気治度 2S"Cにおける復元カ特性である
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図 7-19 減衰カ特性(16'C)

218 
219 



実験条件は雰囲気温度 16'Cの場合と同じである.本高減衰ゴムダンパは，剛性と

減衰ともに混度依存性を有するととわかる. 25'Cにおけるダンパの剛性は， 16'C 

の阿1)性の約 113に低下している.また減衰も 112に低減している したがって本高

減衰ゴムダンパを適用する場合，使用温度を十分考慮する必要がある.

( 3)粘性せん断型ダンパの減衰力特性

図7-J 8(c)， (d)は粘性せん断型ダンパの雰囲気温度 16'Cにおける変位振幅 2.5μ

m~ l00μm までの復元力特性で，加振振動数 1 Hz と 1. 5 Hz のものである . これら

の実験条件は前述の高減衰ゴムダンパのものと同じである.

(a)せん断剛性の変位振幅依存性

復元力特性より，本粘性せん断型グンパは剛性を有することがわかった.復元

力特性から求めたせん断剛性の変位振幅依存性を図 7-19(c)に示す.せん断剛性は

b日振振動数の違いによって剛性の変化がみられるが，両者ともによい線形性(振

幅によって剛性が変化しない)を示すことがわかった この傾向は高減衰ゴムダ

ンパと同じである.ただし，粘性せん断型ダンパの問1)性の大きさは，高減衰ゴム

ダンパの lβ 程度である.したがって，減衰付与による固有振動数の上昇の割合は

高減衰ゴムダンパを用いる場合より小さい

(b)速度依存性

粘性せん断型ダンパの減衰カの速度依存性を検討したのが図 7-19(d)である.図

より減衰力はほぼ速度の l乗に比例することがわかった

(c)温度依存性

図7-20(c)，(d)は粘性せん断型ダンパの雰囲気渇度 25'Cにおける復元力特性であ

る.実験条件は雰囲気温度 16'Cのものと同じである.本粘性せん断型ダンパは，

剛性と減衰ともに通常の混度範凶(室温付近の使用を想定)ではきわめて温度依

存性が小さいダンパであることがわかる.
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7・3・6 除振特性解析

( 1 )モデルリング

後述の微娠動応答解析をおこなうに際し，ダンパの復元力と減衰カをモデル化

する.モデル化は特性試験でえられたせん断剛性一変位線図と減衰力一速度線図

より岡11性は大変形時において剛性が低下する傾向を表現できるように変位娠幅

(ひずみ)依存性を，減衰カは速度依存性をそれぞれ考慮できるように以下の近

似式を仮定し，そのパラメータを求めた.

F， =凡キF， (7目 10)

ただし，F，はダンパが発生する力，凡はダンパの剛性による復元力 F，はダンパの

減衰カである.乃は，せん断ひずみ依存性を考慮し，ぺ =K(x)xとした.ただし.

K(x) = Ap exp(B〆)，ここでは実験的に定まる定数 xは水平変位である.減衰力は

速度依存性を考慮し.ι =Cpx.
i1p
とした.ここで Cp'Dpは実験的に定まる定数であ

る.なお， Ap' Bp' C，>， Dpは，温度および加振振動数を限定した条件で求めた.

一例として， 16'Cの高減衰ゴムダンパと粘性せん断型ダンパの復元カと減衰力は，

それぞれ，

高減衰ゴムダンパ:

ι=  7.56x 105 exp(-403.5x)x (7-11) 

F;.=4.83xI0'x (7-12) 

粘性せん断型ダンパ :

F， = 2.30 x 10'巴xp(-61l.7x)x (7-13) 

F， =2.91 x 10'.t (7-14) 

となる.ただし，カの単位は N，変位の単位は m である なお，実用的に上式を

適用する場合は，復元力と減衰カの温度依存性と剛性の速度依存性を考慮するた
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めの補正係数を求める必要がある.

図 7-18(a)， (b)は，高減衰ゴムダンパのヒステリシス特性の実験結果(図中の実線)

とモデルより計算された結果(図中の破線)を比較 したものである.図より本高

減衰ゴムダンパの復元カ/減衰カ特性は，阿1]1主をせん断ひずみ依存型，減衰を速

度依存型とするモデルで表現できることがわかる また，解析範囲を微小振幅領

域に限定すれば，剛性のせん断ひずみ依存性を考慮する必要もなくなるーしたが

って，微小振幅領域における解析はより簡単になる.

粘性せんiJJIi型ダンパのモデルについても，高減衰ゴムダンパと同線なモデル化

をおこなった.図 7-18(c)ベd)は実験結果(図中の実線)とモデルを用いた解析結果

(図中の破線)で両者はよく 一致している.

(2 )多段積層ゴムの微小変位振幅特性

本除振台はすでに図 7-17に示したような構造を有しており，おもに水平方向の

みの|徐仮を目的にしている.この除援台は図に示すように多段積層ゴム 4基で支

持されている 多段積層ゴムは， 1 段あたり 4個の要素穣層ゴム(直径 30mm，ゴ

ム厚 O.5mmX屑数 31)を安定板を介して 8段積み重ねた構造を有している 除振

特性試験に先立ち，多段積層ゴムの岡11性と減衰特性を杷握するために 2J1iJlJ加力試

験装置を用い，水平方向(せん断)の力学特性を測定した.実験では，多段積層

ゴムに紬カの相当する 9.8k1司をエアアクチュエータを用い載荷しながら水平方向

の復元カを測定した.水平方向の加振周期は， 30秒で実験はほぼ準静的なもので

あった.測定された水平剛性を図 7-21に示す.なお，図では，多段積層ゴム 4基

分の問IJ性を示した.また，減衰は臨界減衰比で 0.031であった.

(3 )除振実験

除振台モデルの質量は， 4000kgで鋼板と鋳鉄製の定盤で構成されている.定盤

の大きさは 1800X1200X400Tである.ダンパは，除振台と床スラプの問に装着し

た.浪.IJ定は，床スラプ上の加速度と除振台上の加速度をサーボ型加速度計で，ダ

ンパの復元カを荷重言十で，除振台と床スラプの相対変位を非接触型変位計で測定

した

(a)高減衰ゴムダンパの減衰効果

図 7-22(b)と図 7-23(b)は.多段積層ゴムのみで支持した場合と高減哀コeムダン

パを装着した場合の応答波形で，環:lJt温度 16"Cのものである 図では，上から順

に入力加速度，相対変位，減衰力を示した.両者ともに入力加速度に対して応答

加速度の方が常に小さくなっていることがわかる.除振台の絶対変イ立は多段積層

ゴムのみで支持した場合，固有振動数で大きく揺れているのに対して，高減衰ゴ

ムダンパを装着した場合は，除振台の相対変位は小さくなっている また，この

ときに高減衰ゴムダンパに生じる減衰力は，最大で 2.20XlO-'Nであった.

図 7-24(b)は除振台に粘性せん断型ダンパを装着した場合の微振動応答特性であ

る.応答は高減衰ゴムダンパを装着したときと同機の結果が得られている.この

結果より，高減衰ゴムダンパは粘性せん断型ダンパと同等の減衰性能を有するこ

とが確認された.
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図7-24 応答波形(粘性せん断型タ会ンパを装着)

(b)解析モデルによる応答シミュレーション

前述の基本特性試験によるモデル化によって得られたパラメーラを用いて微振

動応答シミ ュレーションを実施した，解析モデルは.除振台の水平方向のロッキ

ングを考臆できるように図 7-25のようにした
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図7-25 解析モデル

モデルの運動方程式は以下のとおりである.なおこのとき， l徐振台の応答変位

が非常に微少であること，および減衰力が速度の 1乗にほぼ比例することを考慮

して，多段積層ゴム，高減衰ゴムダンパおよび粘性せん断型ダンパの阿IJ性と減衰

係数を定数としている.すなわち，岡11性を A p• 減衰係数を C，> としているー

水平方向:

m(正+ら)+C-r，，(X-/:ち8)+Co，，(Xー (1:ち+h，-h，)8) 

+Kr，，(x-hs)+ KOII(x - (~ +h， -h.，)8 = 0 

回転方向

J8-Crvム0ム+Kn，ム8ム+COVら8L
包

KovL，8，ら+Crll(i-hs)Il-;+ Km(x 向。)匂

+CDH
(止ー(l.ち+へ -/'-1)8)(久+h，-/'-1) 

Ko，，(xー (hJ+
へ-/'-1)8)(句+h，一九)= 0 

解析に用いたパラメータを以下に示す.多段積層ゴムに関するものとして，

水平岡l地 Kn，=7_88X lO'N/m 

鉛直剛性: 凡.=3，55X lO'N/m 
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水平減衰係数:c".=l. 78X 10'Ns/m 

鉛直減衰係数:仏，=4.06X 104Ns/m 

高減衰ゴムダンパに関するパラメータは式(7-11)，(7-12)から，

剛性:K.，，=K.，=6. 31 X 10'N/m 

減衰係数・ C刷 =C川 =7.75X IO'Ns/m 

同綴に.粘性せん断型ダンパは式(7-13)，(7-14)からs

問1)性:K.戸 K.，=2.30 X 10'N/m 

減衰係数 :C酬 =C.v=2.91X 10'Ns/m 

である.実験では減衰が一致するように試みたが，結果として粘性せん断型ダン

パの方が減衰係数が大きくなった.高減衰ゴムダンパを用いた場合と粘性せん断

型ダンパを用いた場合の応答解析結果を測定結果と比較して，図 7-22~図 7-24 の

(a)に示す.なお.解析にあたっては入力加速度は，測定された床加速度を用いた.

実験結果より両者ともに除振台上の応答加速度を入力加速度の 114程度に小さ く

するととができている.計算結果は，最大値のオーダはほぼ一致したものの精度

的にはまだ十分とはいえないが，応答加速度を予測するには十分と思われる.
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7・3・7 まとめ

ゴム系材料を基本とした高減衰ゴムダンパを開発し，主に微少変位援幅領域で

の基本特性試験をおこない以下の結論を得た

(1)本高減衰ゴムダンパは.微小領域から大変形領域まで(せん断ひずみで 2.5

XlO-4から lまで)エネルギ吸収効果をもつことが笑験的に機認された

(2 )高減衰ゴムダンパの減衰力は速度依存性を有し，減衰力はほぼ速度の l乗

に比例するものであった.また，岡1)性は大ひずみ領域でひずみ依存性を有するが，

微小ひずみ領域ではほぼ一定の値となり線形として取り扱えることがわかった

(3 )高減衰ゴムダンパの復元力特性は，岡1)伎のひずみ依存性と減衰カの速度依

存性を考慮するモデルにより実験結果を良好に再現することができた.

(4)高減衰ゴムダンパの剛性と減衰力には温度依存性があり，比較のため検討

した粘性せん断型ダンパ(粘性体はシリコンオイル)のそれより大きいものであ

った.

(5 )提案された解析モデルは，比較的単純なものであるが微振動応答を再現さ

せるに十分なものであった
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7・4 結語

本章では.多段積層ゴムの除振装置への適用と題し， 超 LSIやレーザ応用製品

などの製造設備で生じている，集積回路の集積度向上にともなう，微振動による製品

の精度および歩留まりの低下が問題を解決するための微振動除振装置への多段積層

ゴムの適用可能性および高減衰ゴムダンパの同装置のエネルギ吸収部材への適合性

を実験的に検討した

その結果，本章で開発された低減衰ゴムを用いた多段積層ゴムは， 10-'cml♂オーダ

の入力加速度に対しても十分な除振性能を有することが確認された.また，微振動に

対する多段繍層ゴムの動特性は，静的方日力試験結果から得られる復元カ特性から予測

可能なととが示された.

高減衰ゴムダンパは，数μmの変位振幅においても.粘性せん断型ダンパと同等

な十分なエネルギ吸収性能が得られることがわかった.

以上の結巣から，低減衰コ舎ムを用いた多段積層ゴムと高減衰ゴムダンパは，微振動

除振用デバイスで適用可能であることが確認された.
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第 B~章結論

通常の綴層ゴムでは適用不可能であった建築用長周期免震装誼や，床および機器レ

ベルの免震装置として，また超高層建物制振装置として，さらに除娠装置として多段

積層ゴムを開発した. 最初に，基礎研究として，多段積層ゴムの力学特性を，多段

積層ゴムとその要素税賜ゴムの加力実験から検討した つづいて，多段積層ゴムの力

学特性を解析的求める手法を縫梁し加力実験の結果と比較検討した.さ らに.1IllJ振装

置，免震装置および除振装置に迎合した多段積層ゴムを設計・製作し，加力試験およ

び振動実験を通じて実用化研究を実鈍した.これらの研究から得られた結論をまとめ

ると以下のようになる.

(1 )大型多段積層ゴムを用いた大変形)1日力試験では，安定板の曲げ剛性を変化させ

た多段積層ゴムの復元カ特性から，安定板の曲げ問IJ性が低下すると， 多段積層ゴム

の水平剛性は低下し，鉛直方向の沈み込み量は大きくなることが確認された.さ らに

多段積層ゴム上端の回転を許容すると，安定板の曲げ剛性が卜分高い値であっても，

水平剛性が低下し.多段積層ゴム下端の要素積層ゴムに作用するij[由カも水平変位の増

加にともない樋端に変化することがわかった.

(2)要素積層ゴムの水平剛性の期h力依存性と回転拘束度の影響について実験と理論

より検討した結果，要素積層ゴムの水平剛性の車Ib力依存性は，積層ゴムの 1次形状係

数 (S，)と 2次形状係数 (S2)がそれぞれ影響し， 1次形状係数と 2次形状係数がと

もに小さくなるほど軸カ依存性が大きくなることが確認された.今回実験した範囲

(S ， =20~30 と S2=2.5~3.5) では.函圧 O.98~7.84ル1Pa で， S，=25以上かつ S2=3.0

以上で軸力依存性がほとんどないことが示された.水平剛性の回転拘束度の影響は，

軸カ依存性の小さい要素積層ゴム(1次形状係数と 2次形状係数がともに大きい)で

も，回転拘束度が低下すると水平剛性が急激に低下していくことがわかった.

(3 )要素積層コなムの復元力特性への各種依存性(回転拘束度，せん断変位依存性な

ど)を考慮できる力学モデルとして.非線形はり要素モデルを採用し，多段積層ゴム

の水平復元カ特性におよぽす安定阪の剛性の影轡を解析的予測できる手法を鍵案し

向11性解析を実施した解析から求められた多段積層ゴムの変形特性と水平復元)J特性

は実験結果を十分に再現することがわかった この結果，安定紋の曲げ剛性が要素積

層ゴムの回転を拘束するに十分でない場合，要素積層ゴムが回転し結果として，多段
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積層ゴムの水平復元カを低下させるとの予測の妥当性が検証された.以上のことから，

要素積層ゴムの復元カ特性を実験で確認できれば，その要素積層ゴムと穏々の曲げ剛

性を有する安定板から構成された多段積層ゴムの復元カ特性を本提案の手法を用い

ることにより解析的に求めることが可能であることが示された.

(4)多段積層ゴムの市l振装置への適用研究では， 多段穣層ゴムを用いた娠動質量

5tonのマスダンパの実験モデルの振動実験を実施し，正弦波加娠実験から，実験モデ

ルは，微少変位入力でも応答し，制振効果が期待できることがわかった.しかし，共

振固有周期は，入力振幅の増加とともに，長くなる傾向が認められた.また，静的加

力実験から求められた水平復元力特性は，大振幅加振実験の固有周期と実験モデルの

質量から計算される水平復元力特性と一致したことから，飾的加力実験からfljlJ振装置

の勤特性が予測可能であることがわかった.

(5)超高層ビル用ハイブリツト制振装置の実用化研究では，定格質量 J3ton，水平

固有周期 3秒の多段積層ゴムを製作し，大変形加カ実験から，水平変位 1mの変位吸

収能力を篠認した.これらの多段積層ゴムを 6基と油圧アクチュエータを用いること

によって，振動質量 200ton，水平固有周期 3秒，変位吸収能力 1mのハイブリツトfIjIJ

振装置を実現することができた.地上実験では，過大な外乱が入力された場合(大地

震時を想定)，アクチュエータの油圧回路を切り替えることにより，電磁弁とリリー

フ弁を組み合わせた油圧回路により，所定の減衰力を発生させ，アクチュエータをオ

イルダンパのように機能させ，振動質量の過度な変形を紡止できることがわかった.

この結果，大地震にも停止させることが必要のないアクティブ ・パッシブ切替え型マ

スダンパが可能で=あることを示した.さらに，アクティプ制御では，モーダルフィル

タを用いて，建物の l次モードと 2次モードの振動を制援するコントローラを実現し，

外乱の大きさによってフィードパックゲインを変え，可能なかぎりアクティブ制御を

つづけることのできる可変ゲイン制御を実用化した.また，風・地選応答観測結果か

ら制振効果を実証した.

(6 )多段積層ゴムの免震装置への適用研究では，まず，建築免震用多段積層ゴムの

実用化研究として， 882kN用と 1470kN用多段積層ゴムを製作し.静的1m})実験から，

これらが建築物を免震するに卜分な性能を有するととを実験的に維認した これらの

多段積層ゴムを用いることにより，従来実現が困難であった周期4秒という長周期免
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震建物を実現することができた.

(7)免震床用高減衰多段積層ゴムの実用化研究では.高減衰多段積層ゴムを用いた

免震床システムを関発し，娠動台実験から入力床応答加速度を約 1/4~1/5 に低減でき

るととを磯認した.また，高減衰多段積層ゴムの復元力特性を Tri-L泊ear型とした解

析モデルによる免震床上の応答波形は，時刻歴波形，応答:スペクトルともに実験結果

とほぼ一致することが示された

(8 )多段和屑ゴムの除振装置への適用研究では 除振・免震床用多段積層ゴムの

実用化研究をおこない， 1.5tonf-0.5Hz用多段積層ゴムおよび3.0tonf-0.4Hz用多段

積層ゴムを製作し飾的加力試験を実施し，それぞれの定格質量に対して，水平変位

0.2mを有することを確認した.また，乙の多段積層ゴムを 4基使用した振動モデル

による振動台実験および微振動実験から，本多段積層ゴムが免震装置のほか除振装置

としても十分性能を発揮することがわかった さらに，静的加力試験より求められた

水平復元力特性から計算された振動モデルの固有振動数は，振動台実験と微振動実験

から実測された固有振動数に一致した このことから，静的加カ試験の水平復元カ特

性より，大型置l阪から微小振慨における勤特性が予測可能であることが示された.

(9 )高減衰ゴムダンパの微少振幅領域における滅衰特性の研究では，微小振幅領域

から大娠幅領域まで(せん断ひずみで 2.5X 10.'1から 1まで)エネルギ吸収効果を

有することが実験的に確認された.また，高減衰ゴムダンパの減衰カは速度依存性

を有し，減衰カはほぼ速度の 1乗に比例するものであった.また，せん断剛性は大

ひずみ領域でひずみ依存性を有するが，微小ひずみ領域で与はほぼ一定の値となり線

形として取り扱えることがわかった との結果，高減衰ゴムダンパが，微振動用除

振装置のエネルギ吸収部材として適用可能なことがわかった.

以上の適用研究から多段積層ゴムが，免震装置のみらなず，市1)娠装置， I徐振装

置として有効に機能することが示された.
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